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1. 調査研究の概要 

1.1. 調査の背景 

日本は他の諸国に比べ急速に高齢化が進んでおり、令和元年版高齢社会白書によると、

平成 30年 10月 1日の時点で 65歳以上の人口は 3,558万人で高齢者人口の割合である高齢

化率は 28.1％と世界で最も高い水準にある。また、推計によると 2065年には、国民の約

2.6 人に 1人が 65 歳以上、約 3.9人に 1 人が 75 歳以上の高齢者となる社会が到来するとさ

れている。 

超高齢社会に突入した我が国において、社会的に取り組むべき喫緊の課題の一つに認知

症がある。認知症の患者数は、団塊の世代が 75歳以上となる 2025年には、700 万人前後

に達し、65 歳以上の高齢者の約 5人に 1 人を占めると推計されている。 

今や認知症は誰もがなりうるものであり、家族や身近な人が認知症になることなどを含

め、多くの人にとって身近なものとなっている。 

令和元年 6 月 18 日に発表された「認知症施策推進大綱」では、認知症の方も含め、様々

な生きづらさを抱えていても、一人ひとりが尊重され、その本人に合った形での社会参加

が可能となる「地域共生社会」に向けた取り組みが重要であるとしており、社会全体で認

知症の方が暮らしやすい「認知症バリアフリー」の機運を醸成する必要がある。 

 

1.2. 調査の目的 

 認知症になることで、多くの方が、買い物や移動、趣味活動など地域の様々な場面で、外

出や交流の機会を減らしている実態がある。 

本事業は、認知症になってからもできる限り住み慣れた地域で普通に暮らし続けていく

ために、移動、消費、金融手続き、公共施設など、生活のあらゆる場面で障壁を減らして

いく「認知症バリアフリー」の取組を推進し、「地域共生社会」の実現を目指すものである。 

「認知症バリアフリー宣言（仮称）」及び認証制度では、すべての企業等を対象とするが、

とりわけ地域での生活に関わりが強く、日常生活に必要な「小売業・金融機関・公共交通

機関」分野の企業等がすすんで取り組める宣言及び認証制度とすることを念頭に、調査を

行った。 

加えて本事業では、検討した宣言及び認証制度の在り方に従い制度を当協会で運用する

ことを見据えて、運用に係る課題に対する方策も明らかにすることを含め事業を行った。 

 

1.3. 調査の方針 

認知症になってからもできる限り住み慣れた地域で普通に暮らし続けられる「地域共生

社会」の実現を目指すためには、認知症の方の日常生活に関わる企業等をはじめ社会全体

が認知症バリアフリーの取り組みを行うこと、その取り組み内容が真に認知症の方に資す

るものでなければならない。 

そのため、本事業においては、①認知症の方とその家族、②認知症の方とその家族への
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支援や見守り等の取組みを通して認知症バリアフリーに取り組む企業等、さらには③認知

症についての正しい知識や認知症の方との付き合い方等について教育啓発を行っている団

体等の 3つの視点から調査を実施することとした。 

 

「認知症バリアフリー宣言（仮称）」及び認証制度の評価視点は、認知症の方やその家族

等にとっての現状の課題・ニーズと企業の認知症バリアフリーの実施状況を踏まえ、全業

種必須項目と業種別項目との 2 段構成とし、企業が実際に取り組むべき具体的な行動指針

としても活用できることを狙いとした。 

さらに、「認知症バリアフリー宣言（仮称）」及び認証制度の導入により、適切な取り組

みを行おうとしている、または行っている企業等を見える化（認証マークの付与や WEB等

での公表）をすることにより、認知症の方やその家族等に安心して利用できる環境を提供

するとともに、企業等の地域連携を推進する環境づくりに寄与するような制度設計を念頭

に検討することとした。 

さらに、「地域共生社会」の実現に向けては、より多くの企業等が「認知症バリアフリー」

を推進することが重要であるため、認証を受けた企業等の中から、裾野拡大につながる象

徴的な取組、顕著な取組等、今後のロールモデルとなり得る取組に対して、表彰を行う制

度を設置することも検討することとした。 

なお、検討にあたっては、当協会がこれまでに取り組んだ多くの認証制度の制度設計に

より得た知見及び高齢社会における課題への取り組みから得た知見から導き出された以下

の「地域共生社会」の実現に向けた制度の在り方の仮説をもとにして深堀することとした。 

 



3 

 

 

 

1.3.1. 宣言及び認証制度の在り方の視点：その１－価値実現 

宣言及び認証制度は社会で有益な手段として認知され、活用されなければその役割を果

たすことができない。そこで、宣言及び認証制度が利害関係者にどのような「価値」をも

たらさなければならないかを明確に特定することから本事業を開始することとした。 

なお、ここでいう利害関係者には、認知症の方や、軽度認知障害（MCI）段階の方だけ

ではなく、認知症の方の家族、さらには認知症バリアフリーに取り組む企業等や地方自治

体、地域コニュニティーを支える組織・団体なども含めて検討を行うこととした。 

これら利害関係者にとって「認知症バリアフリー宣言（仮称）」及び認証制度の利用によ

って得られるであろうと考える「期待値」（例えば、認知症の方やその家族においては安心・

信頼、企業等においては訴求力など）を満たす価値提供を実現する「認知症バリアフリー

宣言（仮称）」及び認証制度に向けての調査、検討を行うこととした。 

 

1.3.2. 宣言及び認証制度の在り方の視点：その２－評価視点 

「認知症バリアフリー社会＝地域共生社会」の目指すべき方向性を明確に示すこととし

た。 

認知症バリアフリー宣言においては、より多くの企業等を巻き込み社会全体の機運を醸

成することを目的に評価視点を検討し、認証制度においては、「認知症バリアフリー社会＝

地域共生社会」の達成につながる企業等の取組を明らかにし、評価視点の検討を行うこと

とした。 

 

1.3.3. 宣言及び認証制度の在り方の視点：その３－認知度向上 

「認知症バリアフリー宣言（仮称）」及び認証制度は、上記 1.3.1、1.3.2を満足する形で、

利害関係者の期待値に応じた価値提供が行えることに加え、認知症バリアフリーのムーブ

認知症バリアフリー

表彰 

認知症バリアフリー認証を受けた企業等の中から、象徴的

な取り組み、顕著な取り組み、認知症バリアフリーの裾野

拡大に資するロールモデルとなり得る取組を表彰。 

認知症バリアフリー

認証 

評価基準をもとに、認知症バリアフリー宣言をもとにした

実際の取り組みや取り組みを行った結果を評価。具体的な

取り組みの体制を評価。 

認知症バリアフリー

宣言 

「地域共生社会」の実現に向けた企業等の姿勢を評価。よ

り多くの企業等を巻き込み社会全体の機運を醸成すること

を目的に評価項目を設定。 
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メントを起こすために、いかに広く社会に認知してもらうかが重要である。 

したがって、「認知症バリアフリー宣言（仮称）」及び認証制度の在り方として、どのよ

うにして認知度を向上させるかについても調査・検討を行うこととした。 

 

1.3.4. 宣言及び認証制度の在り方の視点：その４－健全性確保 

適切な価値提供を行い、一定の認知度を持つ「認知症バリアフリー宣言（仮称）」及び認

証制度であり続けるためには、宣言及び認証制度における評価方法ならびに制度運営にか

かわる健全性が確保されなければならない。 

評価方法における健全性を確保するための要件として、以下についての調査・検討を行

うこととした。 

 宣言及び認証審査の評価基準 

 宣言及び認証審査の評価方式・手順 

制度運営における健全性確保するための要件としては、以下についての調査・検討を行

うこととした。 

 公平性・公正性を確保する制度運営体制 

 宣言及び認証の公表方式 

 

  



5 

 

1.4. 調査の全体像  

本事業では、①基礎調査をもとに、②「認知症バリアフリー宣言（仮称）」及び認証制度

の在り方調査を実施するとともに、4つの視点（価値実現、評価視点、認知度向上、健全性

確保）から「認知症バリアフリー宣言（仮称）」及び認証制度の在り方を示す。 
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1.5. 実施体制 

【事業運営】 

担当事業内容 役職名 氏名 

事業全体統括 執行役員 末安 いづみ 

調査研究の進捗管理及び調整 

専門委員会運営 

ヒアリング調査補助 

報告書作成 

課長 斉藤 大介 

専門委員会運営補助 

ヒアリング調査補助 

報告書作成 

上席研究員 加藤 芳幸 

専門委員会運営 

外注事業者管理 

ヒアリング調査補助 

報告書作成 

主席研究員 嶋本 佳晃 

専門委員会委員 

ヒアリング調査補助 

報告書作成 

主席研究員 赤井澤 潤 

専門委員会運営補助 

会計 

ヒアリング調査補助 

報告書作成 

研究員 小越 菜恵 

経理 課長 藤井 健司 
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【専門委員会】 （◎は委員長） 

所属／肩書 氏名 （敬称略） 

東京大学  

品質・医療社会システム工学寄付講座 特任教授 

水流 聡子 ◎ 

一般財団法人 日本規格協会 

標準化研究センター 主席研究員 

赤井澤 潤 

株式会社 コスモプラン 

取締役副社長 

菊地 誠 

同朋大学 

社会福祉学部 社会福祉学科 教授 

下山 久之 

公益社団法人 認知症の人と家族の会 

副代表理事 

杉山 孝博 

特定非営利活動法人地域ケア政策ネットワーク 

事務局長 

菅原 弘子 

社団法人 認知症高齢者研究所 

代表理事 

羽田野 政治 

一般社団法人 シルバーサービス振興会 

常務理事 

中井 孝之 

元 中央大学 

法科大学院 教授 

本田 純一 

 

 

専
門
委
員
会 

全
３
回 

開催日時 議題 

第 1回 

2019/10/29 

1. 事業概要・全体スケジュール説明 

2. 調査の進め方と調査対象についてのご相談 

3. その他 

第 2回 

2020/1/21 

1. ヒアリング結果のご報告 

2. 事業者・利用者のご相談 

3. その他 

第 3回 

2020/3/10 

（書面審議） 

1. 評価視点の考え方について 

2. 制度構築と今後の普及策について 

3. その他 
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1.6. 調査のスケジュール 

事業実施年間スケジュール表 

 平成３１年４月 令和元年５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

  

事 

業 

実 

施 

内 

容 

   

    

 １０月 １１月 １２月 令和２年１月 ２月 ３月 

 

 

事 

業 

実 

施 

内 

容 

 

 

 

 
実

績

報

告

書

提

出 

調査 

結果 

分析 

報 告

書 

作成 

①基礎調査 

文献調査 

有識者 

ヒアリング調査 

●第 1 回専門委員会 ●第２回専門委員会 ●第３回専門委員会 

③分析・報告書作成 ②認知症バリアフリー宣言、認証在り方調査 ①基礎調査 

文献調査 

有識者 

ヒアリング調査 

認知症、家族アンケート調査 

企業等アンケート調査 

認知症、家族グループインタビュー調査 

事業者等ヒアリング調査 

支援者等ヒアリング調査 
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2. 調査結果 

2.1. 既存文献調査 

2.1.1. 認知症バリアフリー宣言、認証に関連する国内の取り組み状況 

認知症バリアフリー宣言、認証に関連する国内の取り組みとしては、愛知県「あいち認

知症パートナー宣言」、石川県「いしかわ認知症ハートフルサポート企業・団体認定制度」

をはじめ複数の自治体で、「認知症バリアフリーに向けた企業等の姿勢、取り組み」を見え

る化し、公表する取り組みが行われている。 

愛知県「あいち認知症パートナー宣言」は、あいちオレンジタウン構想の基本理念であ

る「認知症に理解の深いまちづくり」に「じぶんごと」として取り組む企業や大学等にそ

の取組内容を「あいち認知症パートナー宣言」として宣言を促し、「あいち認知症パートナ

ー企業」及び「あいち認知症パートナー大学」として登録する取組を推進している。登録

要件は、下記のいずれか 2 つ以上行っていることとなっている。 

・定期的に認知症サポーター養成講座を実施している 

 ・認知症高齢者に対するボランティアを紹介している 

 ・宣言する事業所(県内)に認知症サポーターがいる 

 ・ボランティア休暇制度を整備している 

 ・認知症高齢者が利用しやすい環境づくりへの取組をしている 

  (対応マニュアルの作成、従業員への研修等) 

 ・県の作成する啓発資材の掲示、従業員・顧客への配付を行っている 

 ・介護離職防止のための社内セミナーを実施している 

 ・学内で認知症への理解を深めるための講座を開講している  など 

2020年 9 月 30 日現在、47 社、13校が登録。登録企業・学校名とともに宣言内容を県の

ＷＥＢサイトで公表している。 

 

 

石川県「いしかわ認知症ハートフルサポート企業・団体認定制度」認知症の人が住み慣

れた地域で安心して暮らせるまちづくりを推進するため、地域の一員である県内の企業や

団体において、認知症への理解を深め、より積極的にそれぞれの立場でできる取り組みや

協力をするよう、①「認知症を理解し支援する企業・団体であることを宣言する」ことに
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加え、次の②③のいずれか、または両方を行うことを要件とし「いしかわ認知症ハートフ

ルサポート企業・団体」として認定している。 

②『認知症サポーター養成講座』を事業所全体で受講、または、当該講座を受講した従

業員・職員が、自身の所属する事業所内の従業員・職員に対し普及啓発を行うことにより、

事業所全体で認知症に関する知識や対応法の共有を行う。 

③地域見守りネットワーク、県内市町における徘徊・見守り SOSネットワークへの参画

など、認定企業・団体の特性に応じた取り組みを行う。 

①に加え、②または③の要件を満たしている事業所には、シルバー認定（2019 年現在、

17 事業所）、①に加え、②③を行う事業所にはゴールド認定（同、154事業所）が付与され

る。 

認定された企業、団体にはステッカーを交付。県ＨＰ、県主催のイベント等で周知を図

っている。 

 

その他、福井市などで行われている「認知症にやさしいお店」を公表する取り組みは、

全国的に普及しており、多くの自治体が「認知症サポーター養成講座を受講」することを

要件としている。その他、認知症サポーター養成講座の受講に加え、地域の見守りネット

ワークへの参加、具体的な取り組みを要件としている自治体も一部存在した。 

「認知症にやさしいお店」の取り組みの多くは、ISO9001 や JIS マークに代表されるよ

うな第三者機関が規格などの要求事項に適合していることを審査し証明する、いわゆる認

証ではなく、事業者自ら一定の要件を満たすことを確認し、自治体に申請を行い、その結

果を自治体等が登録・公表する制度となっている。 
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2.1.2. 海外事例（アルツハイマーニュージーランドの取組） 

ニュージーランドで活動する認知症関連団体「アルツハイマーニュージーランド」は、

全国の認知症の人々の代表として、認知症の認知度を高め、認知症に関連する情報とリソ

ースを提供し、質の高いサービスを提唱し、予防、治療、ケアに関する研究を促進してい

る。 

アルツハイマーニュージーランドでは、Dementia Friendly（認知症にやさしい）取り組

みを行っている企業等の組織に対して「Dementia Friendly」と「Working Towards 

Dementia Friendly」の 2 つのレベルのアワードを設け、制度を運用している。 

2019年現在、「Dementia Friendly」が 5 件、「Working Towards Dementia Friendly」

が 15件と取得企業数は少ないものの、本事業が目指す認知症バリアフリー宣言、認証制度

設計の先行事例として参加になることから本報告書で取り上げる。 

 

 

（１）Dementia Friendly の基準 

Dementia Friendly の基準は、大きく分けて 7 つの柱から構成されている。認知症と暮

らしている人たちの必要なことを理解して、事業者として認知症の人の立場に立って寄り
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添うパーソンセンタードからはじまり、組織や従業員における認知症への理解の浸透とい

ったソフト面に加え、認知症の人が訪問・利用しやすい物理的なバリアフリー環境づくり、

印刷物と WEB サイトが認知症の人にもわかりやすいものになっているかどうか、これら取

り組みが定期的に見直されているかどうかなどについて、47 個の評価項目が設定されてい

る。 

Dementia Friendly 7 つの基準 

基 準 内 容 

1.パーソンセンタード 
認知症と暮らしている人たちの必要なことを理解して、事業

者として認知症の人の立場に立って寄り添うこと 

2.リーダーシップ 
持続的に認知症フレンドリー企業・組織として正しく組織化

している 

3.労働力 認知症の理解度が社員に浸透している 

4.物理的環境 
認知症の人が訪問しやすく、利用しやすい物理的なバリアフ

リーに関する計画が継続的にできている 

5.職場 
認知症である従業員や介護する従業員を尊重しサポートし

ているか 

6.印刷物と WEBサイト 
WEB サイトや印刷物は認知症の人にとって利用しやすいも

のか 

7.レビュー 
認知症にやさしい取り組みが将来に向けて計画されている

か定期審査が行われているか 

 

「Dementia Friendly」として認証を受けるためには、下記 47個の評価項目すべてに適合

する必要があるが、「Working Towards Dementia Friendly」として取り組み途上の企業に

ついては、必要最低限の 10 項目に適合すればよいとされている。 
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Dementia Friendly の評価項目 

 

 

 

Dementia Friendly の評価項目（続き） 

 

 



14 

 

（２）Dementia Friendly Award取得までの流れ 

Dementia Friendly Award 取得までの流れは、以下の通りとなっている。 

1. 取得を希望する事業者は、アルツハイマーNZに申請を行う。 

2. アルツハイマーNZ が事業者と地域のアルツハイマー組織（メンバーとして 14 か

所のアルツハイマー組織が掲載されている）との会議を開催し、認知症にやさし

い事業者となるための行動計画を作成する。 

3. アルツハイマーNZ と地域のアルツハイマー組織は、事業者が行動計画を実施する

際に継続的なサポートを実施。具体的には、包括的な教育ツールキットの提供や

従業員教育の実施をアルツハイマーNZ が行っている。 

4. 準備ができたら、アルツハイマーNZが基準の達成度を評価。すべての評価項目に

適合していた場合、「Dementia Friendly Award」を受賞。「Working Towards 

Dementia Friendly Award」は基準に満たない場合や、まだやるべきことがある

場合に授与される。 

5. 表彰の有効期間は 2 年間となっており、表彰の維持を希望する場合は、内部監査

の結果報告や、場合によっては改善した行動計画の提出が求められる。 
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2.2. 有識者、支援者、推進者を対象としたヒアリング調査の実施 

2.2.1. 調査目的 

認知症バリアフリー宣言、認証における評価項目、認知度向上の在り方に向けたインプ

ットとするために、認知症に関する研究や提言等を行っている有識者（学者、研究者、評

論家、論説委員など）、認知症当事者団体、認知症に関する正しい知識の普及を行っている

団体、高齢者や認知症の方が安心して暮らせるためのサービスや商品に関する啓発を行っ

ている団体等を対象にヒアリング調査を行った。 

 

2.2.2. 調査対象一覧 

 名称 日時 

1 
特定非営利活動法人  

D カフェまちづくりネットワーク 
10 月 10 日 （木） 15：00～ 

2 
公益財団法人  

日本ケアフィット共育機構 
10 月 31 日 （木） 10：00～ 

3 
一般社団法人  

日本認知症本人ワーキンググループ 
11 月 8 日 （金） 10：30～ 

4 
一般社団法人  

かまくら認知症ネットワーク 
11 月 21 日 （木） 12：30～ 

5 
永田久美子氏 

（認知症介護研究・研修東京センター） 
12 月 3 日 （火） 15：00～ 

6 
特定非営利活動法人  

地域ケア政策ネットワーク 
12 月 10 日 （火） 10：00～ 

7 

全国若年性認知症支援センター 

（会福祉法人 仁至会 知症介護研究･研修大府セン

ター） 

12 月 19 日 （木） 14：00～ 

 

2.2.3. ヒアリング調査結果 

（１）認知症バリアフリー社会の実現に向けた認知症の方、家族にとっての障害 

一番の障害は「認知症への偏見」、「理解のなさ」 

認知症の方や家族にとって最大の障害は、社会的な「認知症への偏見・理解のなさ」で

あるとすべての調査対象者が回答している。 

認知症の方による電車への飛び込み事故や徘徊をはじめ、認知症に関するネガティブな

情報ばかりが注目されてしまい、認知症は怖いもの、嫌なもの、なりたくないものという

イメージが世間的には浸透している。こうした認知症に対する先入観が「認知症バリアフ

リー社会」実現に向けた最初の障害となっている。認知症の方へのサービスやサポートを

考える前に、メディア等による認知症というものに対するステレオタイプの刷り込み、誤



16 

 

った社会全体の考えを変えていくことが認知症バリアフリー社会の実現の第一歩だとして

いる。 

こうしたソフト面の課題に加え、ハード面の課題もあげられている。これまでのバリア

フリーは身体障害者や高齢者全般にフォーカスされていたものが多く、段差の解消など一

定の取り組みが様々な施設で行われてきた。しかし、例えば買い物をする際に、入口が分

からない、入口は分かっても騒音が酷くて入りたくない、買い物カゴの位置が分からない

等、高齢化によるものではなく認知症特有の障害もあることから、ハード面においてもさ

らなるバリアフリー化が求められている。 

その他、地域的な課題として、地方では「移動手段がない」ことがあげられている。認

知症に限らず、「高齢者は足がない＝コミュニケーションの場へのアクセスができない」こ

とから、高齢者の孤立、閉じこもりによる健康への影響を懸念する声も聞かれた。 

 

初期、中期の認知症の方が地域で暮らしていくための支援策の充実 

認知症の段階の中でも初期、中期の認知症の方が地域で暮らしていくための支援が足り

ないことが指摘されている。平成 27年に発表された認知症施策推進総合戦略（新オレンジ

プラン）において、認知症初期段階において医療、介護両面から介入を行う「認知症初期

集中支援チーム」が事業化され、認知症初期段階における支援の充実が図られているとこ

ろではあるが、これまでの認知症に関する取り組みの多くは、後期（重度）の方がクロー

ズアップされており、後期（重度）の方への公的な支援に比べ初期、中期の方への支援は

まだまだ足りないといった課題があがっている。 

未だメディアが取り上げる認知症の方の多くも後期（重度）の方であり、社会的な認知

症のイメージは後期（重度）の方のものとなっていることから、今後は重度化する前の段

階の認知症の方が地域で暮らしていくためのバリアフリーを考えてほしいという意見があ

がっている。 

 

（２）認知症バリアフリー社会の実現に向け、企業に取り組んでほしいポイント 

地域や専門機関との連携した社会参加の場づくり、機運づくり 

認知症バリアフリー社会の実現に向け、企業に取り組んでほしいポイントとしてあげら

れているのが地域や専門機関と連携した社会参加の場づくり、機運づくりである。 

現時点では、ネガティブイメージが先行しているため、認知症と診断されると本人や家

族が隠そうとしてしまうことも多く、友人やこれまでの関係者とも疎遠になり社会から隔

絶されてしまうことがある。閉じた環境・関係ばかりになると、本人も関係者も追い詰め

られ、状況がより悪化すると言われている。 

認知症の方にとって継続的に地域や社会と接点を持つことは非常に重要であり、社会参

加を促すためには、本人や家族が初期の段階から周囲に打ち明けられる社会づくりを行い、

周囲が本人の意思を尊重し、無理のない範囲でサポートすることが重要である。こうした
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社会づくりは、一つの企業や団体だけで行えるものではなく、地域をはじめとした社会全

体が多様性を認め、様々な団体、企業がつながり、認知症の方を受け入れていく機運を高

めなければならない。企業の人材不足が叫ばれる中で、一企業とお客様の関係性、一企業

と従業員の関係性で認知症に関する対応を完結させるのは困難である。それよりも、こう

いうお客様が来た、こういう従業員がいるということを、地域包括支援センターをはじめ

とした専門機関に共有する仕組みが望ましく、地域を舞台にしたオープンな取り組みが求

められている。 

「認知症バリアフリー」が日常に溶け込み、地域にも浸透していくためには、企業市民

という立ち位置から、地域の一員として企業側から地域で支え合おうという声を上げ実践

することが期待されており、こうした取り組みの第一歩として、地域包括支援センターや

認知症地域支援推進員等の仲介により地域レベルのコミュニティに所属する企業、商店街

の情報交換や課題共有の機会づくりなどを推奨する意見もあった。加えて、自治体、企業

ともに地域連携担当を配置するなどして、当事者、企業、自治体が参加する場をつくるこ

とも重要だとしている。 

こうした機運づくりに加え、専門機関との連携を求めるもう一つの理由としてあげられ

ているのが、企業や団体の従業員に対する認知症の早期発見、早期対応である。レビー小

体型認知症は BPSD として幻視などの症状が表れるが、初期にはうつなどの症状が表れる

ことも多く、誤診によるうつ病治療で重篤な副作用に苦しむ人も少なくない。企業内にお

いて、病気療養制度が確立されていることによって、認知症をうつ病と誤認し、初動を間

違う・発見が遅れるなどといったことがある。認知症の場合は、うつ病と誤認したまま治

療のために休職してしまうと仕事への復帰が難しいと言われている。実際に若年性認知症

コールセンターに寄せられる相談のうち、2/3 はすでに退職、休職してしまった方からとい

うことであった。 

認知症の問題に限らず、必ずしも企業で働き続けられるわけではないが、本人には次の

ステージがあることから、企業内でできる限り働き続けていくためにも、その後の生活の

ためにも、企業内で抱え込まず早くから専門機関と繋がってもらいたいといった意見があ

がっている。 

 

認知症本人からの意見収集の機会づくり 

認知症バリアフリー社会の実現に向け、企業に取り組んでほしい二つ目のポイントとし

てあげられているのが、認知症の本人からの意見を聞く機会づくりである。 

これまでの医療・介護保険制度や個人へのケアプランを見ても、認知症の本人がいない

ところで第三者が決定していたことから、認知症当事者の意見が反映されてこなかった経

緯もあり、認知症本人にしてみれば、望まない支援やサービスを受けなければならないと

いう、ニーズとのミスマッチが起きていた。また、認知症への理解不足から、過剰な声が

けを行うなど、親切のつもりで余計な混乱を与えるような接客を行ってしまうケースも見
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受けられるため、認知症の本人からの意見を聞く機会をつくり、認知症の方を一人の顧客

として見た時に必要な支援、本人の自立のために必要な支援はどうすべきなのかという視

点をもつことが重要である。 

社会全体で、認知症の人は困った顧客でなく、普通の顧客とあまり違いはないという認

識がされれば、本人の行動範囲が広がり、新たな出会いに恵まれ、より行動範囲が広がっ

ていくという好循環が生まれていく。 

 

認知症になっても働き続けられる環境整備 

認知症バリアフリー社会の実現に向け、社内的な取組としてあげられているのが、認知

症になっても働き続けられる環境整備である。 

当事者団体からは、「従業員が認知症なったからといって配置換えをするのでなく、今ま

でやっていた仕事をどう継続してくか、工夫して考えるところから支援を考えてほしい。

簡単なことでないが、認知症は誰もがなる可能性があるが、症状の進行は人によって異な

り、工夫次第で仕事を続けられることもある。認知症になったからと言って、やれる範囲

を狭めないでほしい。」といった意見がある一方で、いくら業務を切り分けても認知症の方

に任せられる仕事がないという企業もあることから、一概に制度を設けるのではなく、従

業員が認知症になった時の対応について考えているかどうかを基準にするなど、企業には

従業員が認知症になっても社会の中で能力を発揮し普通の生活を続けていくためには、何

ができるか考えてほしいという意見が聞かれた。 

また、こうした取り組みの推進については、従業員だけではできないことから、企業ト

ップのコミットメントや経済団体の積極的な関与を求める声もあがっている。 

 

（３）企業等による認知症バリアフリー宣言、認証における評価視点 

認知症に対する正しい知識、対応方法の浸透 

2.2.3（1）「認知症バリアフリー社会の実現に向けた認知症の方、家族にとっての障害」

で述べたとおり、認知症の方や家族にとって最大の障害は、社会的な「認知症への偏見・

理解のなさ」である。認知症に対するマイナスの情報が氾濫しているため、この制度を通

じてプラスの情報を発信するとともに、企業側による受け入れ体制が整って行けば、認知

症の方の社会参加も増えていくことが予想される。 

また、実際に企業向けの認知症対応研修を行っている団体からは、「企業が一番困ってい

るのは認知症の方への接客（窓口、対面、電話等）である。次いで従業員の介護離職をど

う防ぐかだろう。ハードだけでなく、接客応対をどのようにするかというソフトが重要で

ある。」といった意見もあがっているため、宣言や認証の基準を通じて、企業が抱えている

困りごとへの解決の道筋を提示できる制度が望まれている。 
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認知症サポーターの活用 

従業員における認知症に対する正しい知識の浸透を図る一つの活動として、企業におけ

る「認知症サポーター」、「キャラバンメイト」の活用があがっている。 

認知症高齢者等にやさしい地域づくりのため、自治体や学校、企業において、認知症に

対する正しい知識と理解を持ち、地域で認知症の人やその家族に対してできる範囲で手助

けする「認知症サポーター」の養成がすすんでおり、これまでに全国で約 1,200 万人もの

「認知症サポーター」が養成されている。 

認知症サポーター養成講座は 1 回約 90分程度の座学となっている。受講後に地域のボラ

ンティアになる等の特定の役割を与えると受講のハードルが上がってしまうことから、あ

くまで受講者に正しい知識を持ってもらうことが第一の目的となっている。 

一方で、学ぶだけでなく実際に地域で学び生かして活動したいという声があることから、

ヒアリング行った自治体では、養成講座修了後も独自のステップアップ研修の実施に加え、

イベント等で認知症の方の支援を行うといった活躍の場を用意している。 

認知症サポーターも 2019 年度からは、活動をさらに一歩前進させ、地域で暮らす認知症

の人や家族の困りごとの支援ニーズと認知症サポーターの活動を結びつける「認知症サポ

ーター活動推進運動（チームオレンジ）」が始動している。 

企業における認知症バリアフリーの推進に向け、取り組みの牽引役となり得る「認知症

サポーター」の有効活用が望まれている。 

 

当事者との接点 

2.2.3（2）「認知症バリアフリー社会の実現に向け、企業に取り組んでほしいポイント」

でも述べたが、認知症バリアフリー宣言・認証の基準に入れるべき要素として、多くの調

査対象者が「認知症への理解」とともにあげていたのが、認知症当事者との接点づくりで

ある。 

認知症の原因疾患や様態、生活環境等によってニーズは様々でひとくくりにはできない

ため、実際に認知症（と疑われる）方やそのご家族とどんな問題が起こったか、どんな要

望をいただいたか等の事例を集積し、傾向を分析することで、実情に即した対策を取れる

ことから、認知症当事者との接点づくりを求める声があがっている。接点の具体例として

は、認知症の顧客がいるのであれば顧客ニーズ把握の一環として認知症当事者のニーズ収

集や、地域連携の一環として自社のスペースを認知症カフェとして解放することなどがあ

げられている。 

当事者団体は、「本人中心、本人が発信する、本人の話を聞く、本人との対話の環境づく

りという、認知症本人を起点にするところが 1番のポイントであろう。」としており、認知

症を理解する意味でも、「実際に当事者と接したことがあるか。」というのは重要な要素と

言える。 

一方で、地域によって実情が異なることから、地域の状況に応じた仕組みづくりが求め
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られているものの、中心となる自治体に認知症施策を考える部署がないことが課題として

あげられている。自治体における認知症施策の多くが高齢者施策の中のひとつという扱い

のため、しっかりと自治体が中心となり、企業と市民が連携したグランドデザインから制

度を構築すべきとの意見があがっている。 

 

（４）企業等による認知症バリアフリー宣言、認証を推進する上での課題 

宣言、認証取得に向けた企業の負担を懸念 

認知症バリアフリー宣言、認証を推進する上で、企業にとって想定される課題としてあ

がっていたのが、費用などの負担である。 

認知症バリアフリーの裾野拡大に向けては、大企業だけでなく、中小企業をいかに取り

込むかが重要となっている。中小企業に宣言、認証を広げるためには、費用と時間がかか

らないものにすべきとの意見が聞かれた。企業の取り組みへの負担を下げるためにも、宣

言、認証制度開始前には、企業を対象とした事前講習や、認知症の方への理解を促すため

の当事者との対話の機会、推奨教育プログラムの受講など準備期間を設けるとともに、運

営サイドから企業に出向き、宣言書作成をサポートする体制づくりや、マニュアル等の冊

子、動画の作成を行い、すべて無料で公開すべきだろうという企業側への手厚い支援を求

める意見があがっている。 

また、企業をターゲットにした場合、認知症ピンポイントでは乗ってこないのではない

かと懸念する声もあがっている。企業側が抱えている従業員の病気や障害と仕事の両立、

介護離職防止に向けた課題の一つとして、企業としてどのように取り組んでいけばいいか

を示す制度とする方が導入への意欲は高まるようである。 

さらに、「これから頑張る」という姿勢を示す「宣言」ならば、企業も取り組みやすいの

ではないかという意見がある一方、姿勢を示すだけでなく、具体的な目標や達成する期限

を「宣言」の中で設定する必要があるとの意見が聞かれた。 

 

企業のメリットづくり 

宣言、認証取得のための負担軽減とともに挙がっていたのが、宣言、認証取得による企

業のメリットの明確な提示である。 

企業は認知症の方が更に増えてきたときの問題増加を懸念しており、事業そのものへの

メリットにはならないものの、「喫緊の課題への対処ができる」、「将来への備えとして価値

を見出す」のではないかといった意見や、欧米のように消費者が商品を購入する際に社会

的に良い取り組みを行っている企業の商品を選ぶという意識の醸成や仕組みを望む声があ

がっている。 

加えて、認証制度は、みんなで作って更新していく変化するもの・これから進化できる

制度にしてほしいとのことであった。 
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（５）認知症バリアフリー宣言、認証を推進する上で、第三者機関（認証機関）に求めるも

の、意見 

成熟した社会を形成していく上で、まずは制度運営側が企業等に対して、認知症・障害

にやさしいまち・社会とはこういうものだという大きな図を提示してイメージを示すこと

が必要であるとする意見があった。 

また、前提条件として、認知症に対する理解・考え方が浸透したうえで、取組みをして

いくことが絶対であり、その浸透の有無を認証の上で必須にすべきといった意見があがっ

ている。 

公平性・公正性確保の視点からは、株式会社よりは公益性の高そうな社団、財団、NPO

の方が良いだろうといった意見や、株式会社ではお金が見え隠れするため、審査、認証と

いう点では一般的なイメージは良くないと思うとの意見が聞かれた。 

 

2.3. 企業等を対象としたヒアリング調査の実施 

2.3.1. 調査の目的 

企業等を対象としたアンケート調査の項目設定や分析フレームづくりに生かすために、

認知症バリアフリーに関する取り組みを行っている交通、金融、小売等事業者、公共施設

等の運営者に対してヒアリング調査を行い、その結果を定性的に整理・分析し、企業等に

おける取り組み状況、課題を把握した。 

 

2.3.2. 調査対象一覧 

 業種 名称 日時 

1 金融 株式会社 A 11 月 19日 （火）11：00～ 

2 金融 株式会社 B 11 月 28日 （木）10：00～ 

3 金融 C 株式会社 12 月 17日 （火）15：00～ 

4 運輸 D株式会社 11 月 26日 （火）15：00～ 

5 小売 株式会社 E 12 月 12日 （木）14：30～ 

6 小売 株式会社 F 12 月 18日 （水）13：00～ 

7 不動産 株式会社 G 12 月 2 日 （月）15：30～ 

8 卸販売 H株式会社 12 月 3 日 （火）15：00～ 

9 自治体 宇治市 12 月 4 日 （水）10：30～ 

10 自治体 京都府 12 月 4 日 （木）14：00～ 

11 自治体 町田市 12 月 12日 （木）10：30～ 
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2.3.3. 調査結果 

（１）認知症に関する理解、認知症の方への応対などに関する従業員教育の実施状況 

認知症に関する理解、認知症の方への応対などに関する従業員教育の実施状況について

は、ヒアリングを行った多くの企業では、従業員の認知症に関する理解促進・啓発を目的

として「認知症サポーター」養成講座が社員教育、新入社員教育に組み込まれて実施され

ている。 

その他、認知症に関する従業員教育については、認知症サポーター養成講座による座学

だけでなく、認知症の顧客の来店を想定したロールプレイやグループディスカッション、

認知症体験など各企業で独自の研修実施に加え、サービス介助士、認知症介助士（いずれ

も公益社団法人ケアフィット共育機構）等の民間資格の取得なども行われている。 

また、認知症サポーター養成講座の講師となる社内キャラバンメイトの育成を積極的に

行っている企業も見られた。企業によっては、地域との連携構築の観点から、あえて地域

のキャラバンメイトを講師として招聘することでその後の連携づくりのきっかけとしてい

る事例も見られた。 

ヒアリングを行った自治体でも「認知症サポーター」養成講座が積極的に行われている。

さらに、宇治市では認知症サポーター養成講座修了後に独自のステップアップ研修である

「れもねいだー講座」を用意。講座修了後、認知症の方に関わる活動をしたい方には、イ

ベント等で認知症の方を支援する場を用意している。 

町田市でも養成講座後にステップアップ講座を実施。ステップアップ講座の主な参加者

は民生委員や認知症家族となっており、グループワークやロールプレイを中心に実際の対

応方法や接し方について学んでいる。今後はステップアップ講座修了者の出口づくりに取

り組む予定とのことである。 

一方、一部企業（フィットネスクラブ）においては、すでに認知症の顧客が来店し店内

で迷ってしまう、風呂と間違えてプールに裸で来てしまうなどのトラブルが起こっている

ものの、「認知症サポーター」の名称を知らない、地域包括支援センター等との連携が行わ

れていないなど対応に遅れが見られた。 

 

（２）認知症の方への接遇等のマニュアルの整備の有無、その他取り組んでいること 

ヒアリングを行った多くの企業で、認知症の顧客への接客マニュアル、対応マニュアル、

手引き等が整備されていた。配慮が必要な顧客は認知症の方だけではないため、認知症に

特化せず、ユニバーサルといった概念で障害者なども含めたマニュアルを整備している企

業も存在していた。 

また、多数の営業所、店舗を持つ企業においては、本社の相談窓口に認知症に関する専

門知識を持った人材を配置するなど、顧客との直接の接点だけでなく、組織的な対応がで

きるよう従業員をバックアップする機能を備えている企業もあった。 

小売業界では、障害者や認知症等により一人での買い物が難しい場合、顧客からの事前
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の申し出により、社員が買物のお手伝いをする「お買い物介助サービス」を実施している

企業も見られた。加えて、この企業では地域との連携も積極的に進めており、認知症サポ

ーター養成講座の開催や、店舗の空きスペースを活用し自治体と連携した認知症啓発イベ

ント、徘徊者保護訓練の実施などを行っている。 

鉄道会社も地域との連携を深める活動を推進しており、その枠組みのなかで、沿線自治

体や企業・公共施設などからなるケア会議等の場に参加しているとのことであった。 

マンション管理を行っている業界においては、管理人の高齢化が進んでいるため、高齢

の従業員が働きやすい環境整備を進めるとともに、運動機能のチェックや、認知症に関す

る基本的な症状がでていないかどうか契約更新の際に確認をしている企業も存在した。 

自治体の取り組みを見ると、ヒアリングを行った京都府では 2018 年 12 月から、「“認知

症にやさしい”異業種連携協議会」が開かれている。この協議会には、大手企業を中心に情

報通信業、運輸業、卸売・小売業、金融・保険業等が参画。加えて、認知症当事者（本人・

家族）、学識経験者、消費者団体、研究機関等が参画し、“認知症にやさしい”異業種連携宣

言の策定、業種別のガイドライン策定、府内・全国の企業への共同宣言の普及、異業種連

携による“認知症にやさしい”サービスの検討・実践等を目的に活動が行われている。 

宇治市では、2015 年度から「宇治市認知症アクションアライアンス（DAA）」を開始。

宇治市認知症アクションアライアンスは、認知症に対する正しい知識の理解、高齢者の見

守り、認知症に人やその家族の視点に立った自発的な行動を企業や団体に行ってもらう活

動であり、60団体（2019 年現在）が参加している。 

町田市では、市内の店舗や事業者と協力関係を結び、高齢者の見守りネットワークを構

築。協力事業者は 589 事業所（2019 年現在）となっており、個人事業主、中小企業も多数

参加している。 

さらに、宇治市、町田市ともに認知症の方の就労支援も行っている。宇治市では、お茶

どころの特徴を生かし茶摘みの人手が足りない茶園と就労したい認知症本人のマッチング

を実施している。また、町田市では認知症本人と支援者、農協関係者で構成する

「HATARAKU 認知症ネットワーク町田」を設立。山林バンクを活用し竹林を管理しなが

らタケノコ販売やタケノコ堀り、竹細工づくり等のイベントを行っている。 

 

（３）認知症バリアフリーを推進するうえでの課題、将来展望 

金融機関においては、「認知症対応信託」などの商品による支援策が生まれているものの、

顧客が認知症かどうかの判断が金融機関の窓口ではできないため、「本人の意思確認」がで

きるのかどうかをどのように判断するかということが一番の課題となっている。認知症は

ネガティブなイメージが先行していることから、機械的に認知症かどうか判断することに

金融機関は否定的であった。医学界等による、認知症の方に寄り添った形での判断基準、

判断方法の公表が望まれている。 

鉄道会社においては、ハード面の整備を行うための資金が課題となっている。現在は、
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駅のホーム柵が最優先事項となっており、それ以上の整備については今後検討していくと

している。 

不動産（マンション管理）においては、認知症に限らずマンションで起こる問題全てに

対応しなければならない。その中のひとつとして認知症があり、その比重が徐々に大きく

なっており、一企業では抱えられなくなってきているとのことであった。 

共生社会の実現に向けては、国民の義務として取り組む必要があり、明日は我が身と思

い、自分事として居住者が相互支援をしていくことが理想としている。 

ハードについては、（主に）身体障害者のバリアフリーと共通している部分も多いことも

あり、認知症に特化した取り組みを予定している企業はなかった。 

その他、「重度の段階では一般企業では手が出せない。企業は、初期、中期の段階で何が

できるか考えていく必要がある。」といった企業側が支援の対象とする認知症の方をある程

度絞り込む必要性があげられた。 

また、小売業界等からは、一企業で認知症バリアフリーを推進するのではなく、地域全

体で連携し取り組むことが重要だとしており、初期の段階で本人がカミングアウトし、そ

れを受け入れられる地域づくりが重要であるといった意見が聞かれた。 

さらに、事業継続性の観点から、企業としては、CSR としての取り組みと、営利企業と

してのビジネスモデルの両立を考えなければならないとしており、どれだけやっても利益

を生まないものがフォーカスされると本業が成り立たなくなってしまうことから、収益事

業と近い企業は良いが、「社会貢献活動の部分だけを求められると企業としてはつらい。」

といった意見もあがっている。 

金融機関からは、「認知症バリアフリー認証」が普及すれば、投資信託においても、「●●

経営銘柄」のような形で特定企業に投資する可能性があるかもしれないといった将来性が

示された。 

 

（４）認知症バリアフリー宣言、認証を推進する上で、第三者機関（認証機関）に求めるも

の、ご意見 

国や公的機関による認証を取得することで、企業としては社会的なプレゼンスが向上し、

イメージアップにつながるとして制度の創設、実施については前向きな意見が多く出てい

る。 

一方で、認知症バリアフリー社会の実現に向け、企業側として何をすれば良いかわから

ず手探りの状況であるため、認知症バリアフリー宣言、認証制度創設時には、「基準」とい

う形で企業が取り組む事項を具体的に示す必要がある。 

また、社会全体の認知症バリアフリーへの取り組み機運の醸成、認証取得のメリットを

つくるためにも、制度そのものの認知度を向上させていくための国による情報発信、認証

取得企業の推奨が重要としている。 
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2.4. 認知症の方、家族を対象としたグループインタビュー 

2.4.1. 調査目的 

アンケート調査の項目設定や分析フレームづくりに生かすために、認知症の方、認知症

の方を家族にもつ方を対象にグループインタビュー（座談会形式で自由に発言していただ

き、意見、情報を収集する調査法）を実施。インタビュー結果を定性的に整理・分析し、

認知症の方、認知症の方の家族が抱える「暮らしづらさ、生きづらさ」や、「こんなサービ

スがあったら、地域でもっと暮らしやすくなる」といったニーズを明らかにした。 

 

2.4.2. 実施概要 

 

 

日 時 12 月 8 日（土）10：00～12：00 

場 所 ギャラリー檜松（ヒショウ） 

住 所 神奈川県鎌倉市扇ガ谷１-７ 

参 加 人 数 6 名（認知症の方 3名、ご家族 3名） 

司 会 小針 臣子 氏（吉川福祉専門学校） 

協 力 団 体 一般社団法人 かまくら認知症ネットワーク 

当 日 の 様 子 
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2.4.3. グループインタビュー結果 

認知症の方、ご家族を対象としたグループインタビューには、本人、家族合わせて計 14

名に参加いただいた。 

今回ご参加いただいた当事者の多くは発症後 10年程度、50代～60代での認知症発症で

あった。発症後、近くに理解者がいたことから、比較的スムーズに周囲に打ち明けられた

方もいる一方、認知症関連団体へのヒアリング同様、認知症に対するネガティブイメージ

から、認知症と診断された当初は本人も家族も周囲に打ち明けられなかったと語った方も

いた。 

 

（１）日常生活について 

現在は認知症にも理解を示し、買い物をサポートしてくれるスーパーやコンビニも増え

ているものの、スーパーで何度も同じ物を買ってきては、その都度家族が返品するといっ

たことがあり、泥棒や万引き犯のような扱いを受けることも経験しており、買物は家族同

伴でなければできないと語る方がいた。 

旅行を趣味にされていた方が多くいたが、温泉やスパには、認知症の症状が進んでから

は、これまでどおり行けなくなったと語っている。脱衣所で脱いだものがどれかわからな

くなる、忘れ物をしてきてしまう、脱衣所を男女間違えてしまうといった問題があるよう

だ。忘れ物があってもパートナーが異性の脱衣所にも入れないことから、旅行に行ったと

日 時 12 月 14日（土）15：30～17：00 

場 所 横浜市健康福祉総合センター 

住 所 神奈川横浜市中区桜木町 1-1 

参 加 人 数 8 名（認知症の方 2名、ご家族 6名） 

司 会 小針 臣子 氏（吉川福祉専門学校） 

協 力 団 体 公益社団法人 認知症の人と家族の会 神奈川県支部 

当 日 の 様 子 
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しても、ビジネスホテルや家族風呂のある施設のみで、希望の宿に行きたくてもなかなか

行けないとのことであった。 

一方で、サーフィンを趣味にされていた方は、発症後サーフィンから離れたが、出会い

に恵まれ、自立介護者に「じゃあ仲間を連れて行ってみましょう」と言われ、月に 1 回、

仲間が集まってサーフィンをしているとのことだった。また、その仲間たちに「温泉に行

けない。」と伝えたところ、「じゃあ一緒に行こう」と温泉に連れて行ってくれたこともあ

ったという。地域共生社会の実現に向け、認知症発症後も趣味を継続するためには、仲間

や周囲の理解やサポートが重要なポイントとなってくる。 

 

（２）認知症と仕事について 

参加者のうち、男性の多くは職場の同僚が「ちょっとしたことを忘れる」「ぼうっとして

いる」といった、それまでと違う様子に気づき、認知症の発見につながったとのことであ

った。発症後も認知症を抱えながらでもできる業務に変えるなど周囲の理解、サポートに

より働き続けられる環境があった方もいる一方、会社から一方的に「来ないでくれ」「辞め

てくれ」と言われ、就業意欲があるにもかかわらず、やむを得ず休職、退職されている方

もおり、企業の認知症に対する対応に大きなバラつきがある様子が伺えた。 

 

2.5. ヒアリング調査、グループインタビュー調査結果のまとめ 

2.5.1. 当事者、企業等が認知症バリアフリー宣言、認証制度に期待すること 

認知症当事者にとっては、やはり認知症が社会全体に正しく理解されることが最も重要

なことであり、最大の課題となっている。加えて、住み慣れた地域で生活し続けていくた

めにも、いかに本人の残存能力・潜在能力を発揮しながら地域社会との接点を持ちつづけ

られる環境づくりができるかといった視点も重要となってくる。 

また、困ったときに誰を頼ればよいのか、誰に要望を伝えれば良いのかといった、地域

における認知症バリアフリー社会の担い手、自分たちが利用しやすい資源が見える化され

ることで、暮らしやすい環境のきっかけづくりにつながるといった声や、通常の顧客同様

に当事者のニーズが企業の提供する商品・サービス、企業内の制度に反映される仕組みづ

くりが実現されることを期待している。 

 一方で、企業側でも認知症を正しく理解するための取り組みとして、主に認知症サポー

ター養成講座を活用した教育を実施しているものの、顧客との接点の現場では、認知症の

顧客への対応に困っていることから、具体的に何をすればよいのかが示されるということ

を認知症バリアフリー宣言、認証制度に求めている。 

加えて、地域における認知症バリアフリー社会の担い手、資源が見える化されることで、

自社だけで解決することができない課題に対して、情報共有や他業種連携が促進され、提

供商品・サービスのバリアフリー化、従業員が働きやすい環境づくりのきっかけとして、

地域全体での認知症バリアフリーを期待している。 
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2.5.2. ヒアリング調査結果を踏まえた評価視点の考え方（仮説） 

これまでの調査結果から、企業側における認知症バリアフリーに関する取り組みは、従

業員教育やマニュアル等の整備、具体的な商品・サービスといったソフト面の充実に加え、

ハード面の整備も行われているものの、まだまだ認知症当事者の困りごとやニーズと企業

側の取り組みにはギャップが少なからず存在しており、このギャップをできる限り埋めて

いくことが企業等における認知症バリアフリーの実現、ひいては地域共生社会の実現につ

ながると考えられる。 

当事者が最大の課題としている「認知症への正しい理解」については、企業側も重要性

を認識している。「認知症への正しい理解」のためには、従業員に対する認知症に関する教

育や地域の専門機関との連携、当事者からの意見収集が必要であるとヒアリング調査から

も意見があがっている。こうした認知症への正しい理解をベースに企業の資源や特性を活

かしたソフト、ハードの整備、社内制度の整備、地域連携といった「具体的な取り組み」

が行われることが認知症バリアフリーの実現につながると考えられることから、評価の視

点を以下の通り二つのカテゴリーに分けた。 

 

調査結果を踏まえた評価視点の考え方（仮説） 
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調査結果を踏まえた評価視点の考え方（仮説） 

 

 

 

将来的には、認知症バリアフリー宣言、認証制度にて定める基準を活用し、認知症当事

者と企業側のギャップを埋める事を目指し、アンケート調査では上記仮説にもとづいて調

査設計を行うこととした。 

アンケート調査では、認知症本人、ご家族が具体的にどのような場面で困っているのか、

企業に何を求めているのかを定量的に把握するとともに、企業等に対しては、具体的な認

知症バリアフリーに向けた現状と課題を定量的に把握する調査を実施することで、認知症

バリアフリー宣言、認証制度によって埋めるべきギャップを明らかにした。  

 

2.6. 認知症本人、家族、介護職を対象としたアンケート調査 

2.6.1. 調査目的 

 認知症に関する企業等の「認知症バリアフリー宣言（仮称）」及び認証制度の在り方、評

価視点、普及方策を検討するために、日常生活の中での困りごとや認知症の方・家族への

配慮が特に必要と感じる業種やサービス、これまで経験したものの中で良かった、助けら

れたサービスやサポート、企業等に求める姿勢や取り組み等について調査を行い、認証の

方とその家族、介護職のそれぞれの視点を定量的に把握することとした。 
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2.6.2. 調査対象 

認知症の方・軽度認知障害（ＭＣＩ）の方、認知症の方の家族、認知症の方を介護して

いる介護職の 3 群を対象とし、調査機関に登録している認知症パネル、介護職パネルから

対象者を抽出した。 

 

2.6.3. 調査方法 

 WEBアンケートにより実施した。 

 

2.6.4. 調査項目 

 アルツハイマーニュージーランドの事例、ヒアリング調査、グループインタビュー調査

の結果、専門委員会での議論を踏まえ調査項目を設計した。調査項目については、資料編

を参照。 

 

2.6.5. 調査結果 

【回答者属性】 

調査対象者（本人*100 名*代理回答含む、家族 300 名、介護職 100 名）の標本構成は以下

の通り。（上段：サンプル数、下段：構成比 ％） 

 

（1）対象者属性 認知症本人（代理回答含む） 

Ｆ１．性別 

サン

プル

数 

男性 女性 

100 37 63 

100.0 37.0 63.0 

 

Ｆ２．年代 

サン

プル

数 

30代 

以下 

40代 50代 60代 70代 80代 90歳 

以上 

100 0 5 11 10 20 35 19 

100.0 0.0 5.0 11.0 10.0 20.0 35.0 19.0 
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Ｆ３．同居している家族構成 

サン

プル

数 

ひ
と
り
住
ま
い 

配
偶
者 

子
供 

孫 自
身
も
し
く
は 

配
偶
者
の
親 

自
身
も
し
く
は 

配
偶
者
の
祖
父
母 

兄
弟
・
姉
妹 

そ
の
他 

100 7 48 50 18 25 4 2 4 

100.0 7.0 48.0 50.0 18.0 25.0 4.0 2.0 4.0 

 

Ｆ４．職業 

サン

プル

数 

会
社
員
・
公
務
員 

自
営
業
・
自
由
業 

農
林
・
漁
業 

会
社
役
員
・
経
営
者 

専
業
主
婦
・
主
夫 

パ
ー
ト
・ 

ア
ル
バ
イ
ト 

学
生 

無
職 

そ
の
他 

100 25 6 3 3 12 2 0 48 1 

100.0 25.0 6.0 3.0 3.0 12.0 2.0 0.0 48.0 1.0 

 

Ｆ５．認知症または軽度認知障害（ＭＣＩ）と診断されたことはあるか 

サン

プル

数 

認
知
症 

軽
度
認
知
障
害
（
Ｍ
Ｃ
Ｉ
） 

診
断
は
さ
れ
て
い
な
い 

100 60 40 0 

100.0 60.0 40.0 0.0 

 

  



32 

 

Ｆ５－１．認知症と判明したのは、おおよそ何年前か 

サン

プル

数 

１年前 ２年前 ３年前 ４年前 ５年前 
６～９

年前 

１０年

以上前 

平均 

（年前） 

60 7 10 11 4 10 6 12 5.6 

100.0 11.7 16.7 18.3 6.7 16.7 10.0 20.0  

 

Ｆ５－２．軽度認知障害（ＭＣＩ）と判明したのは、おおよそ何年前か 

サン

プル

数 

１年前 ２年前 ３年前 ４年前 ５年前 
６年 

以上前 

平均 

（年前） 

40 12 10 8 2 6 2 2.8 

100.0 30.0 25.0 20.0 5.0 15.0 5.0  

 

F６．医師から処方された認知症のくすりを飲んでいるか 

サンプル数 飲んでいる 飲んでいない 

100 74 26 

100.0 74.0 26.0 

 

Ｆ７．認知症の種類 

サ
ン
プ
ル
数 

ア
ル
ツ
ハ
イ
マ
ー
型 

認
知
症 

脳
血
管
性
認
知
症 

レ
ビ
ー
小
体
型
認
知
症 

前
頭
側
頭
葉
型
認
知
症 

そ
の
他 

わ
か
ら
な
い 

100 55 15 8 10 0 12 

100.0 55.0 15.0 8.0 10.0 0.0 12.0 

 

Ｆ８．介護度 
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サン

プル

数 

要支援

１ 

要支援

２ 

要介護

１ 

要介護

２ 

要介護

３ 

要介護

４ 

要介護

５ 

わから

ない 

100 15 12 20 16 12 9 8 8 

100.0 15.0 12.0 20.0 16.0 12.0 9.0 8.0 8.0 

 

（2）家族 

Ｆ１．本人とは同居しているか 

 サ
ン
プ
ル
数 

同
居 

近
隣
に
居
住
（
５
分
で
駆

け
付
け
ら
れ
る
） 

そ
の
他 

家族 300 100 100 100 

 100.0 33.3 33.3 33.3 

 

Ｆ２．回答者の性別 

 サン

プル

数 

男性 女性 

家族 300 205 95 

 100.0 68.3 31.7 

同居 100 64 36 

 100.0 64.0 36.0 

近隣別居 100 72 28 

 100.0 72.0 28.0 

その他別居 100 69 31 

 100.0 69.0 31.0 

 

Ｆ３．回答者の年齢 
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 サン

プル

数 

20代 

以下 

30代 40代 50代 60代 70代 80歳 

以上 

家族 300 7 27 35 101 108 16 6 

 100.0 2.3 9.0 11.7 33.7 36.0 5.3 2.0 

同居 100 0 12 13 36 36 2 1 

 100.0 0.0 12.0 13.0 36.0 36.0 2.0 1.0 

近隣別居 100 5 11 12 38 28 4 2 

 100.0 5.0 11.0 12.0 38.0 28.0 4.0 2.0 

その他別居 100 2 4 10 27 44 10 3 

 100.0 2.0 4.0 10.0 27.0 44.0 10.0 3.0 

 

Ｆ４．回答者の職業 

 サ
ン
プ
ル
数 

会
社
員
・
公
務
員 

自
営
業
・
自
由
業 

農
林
漁
業 

会
社
役
員
・
経
営
者 

専
業
主
婦
・
主
夫 

パ
ー
ト
・
ア
ル
バ
イ
ト 

学
生 

無
職 

家族 300 131 40 1 13 25 27 4 59 

 100.0 43.7 13.3 0.3 4.3 8.3 9.0 1.3 19.7 

同居 100 39 20 1 2 9 8 0 21 

 100.0 39.0 20.0 1.0 2.0 9.0 8.0 0.0 21.0 

近隣別居 100 54 7 0 6 9 7 3 14 

 100.0 54.0 7.0 0.0 6.0 9.0 7.0 3.0 14.0 

その他別居 100 38 13 0 5 7 12 1 24 

 100.0 38.0 13.0 0.0 5.0 7.0 12.0 1.0 24.0 
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Ｆ５．同居している家族（複数回答） 

 
サ
ン
プ
ル
数 

ひ
と
り
住
ま
い 

配
偶
者 

子
供 

孫 

自
身
も
し
く
は
配

偶
者
の
親 

自
身
も
し
く
は
配

偶
者
の
祖
父
母 

兄
弟
・
姉
妹 

そ
の
他 

家族 300 33 185 95 4 132 16 14 1 

 100.0 11.0 61.7 31.7 1.3 44.0 5.3 4.7 0.3 

同居 100 0 47 26 1 97 14 7 0 

 100.0 0.0 47.0 26.0 1.0 97.0 14.0 7.0 0.0 

近隣別居 100 10 77 39 1 18 2 4 1 

 100.0 10.0 77.0 39.0 1.0 18.0 2.0 4.0 1.0 

その他別居 100 23 61 30 2 17 0 3 0 

 100.0 23.0 61.0 30.0 2.0 17.0 0.0 3.0 0.0 

  

Ｆ６．認知症の方との関係 

 
サ
ン
プ
ル
数 

配
偶
者 

子
供 

父
母 

義
父
母 

祖
父
母 

義
祖
父
母 

兄
弟
・
姉
妹 

そ
の
他 

家族 300 3 2 183 67 34 8 2 1 

 100.0 1.0 0.7 61.0 22.3 11.3 2.7 0.7 0.3 

同居 100 0 0 66 20 12 2 0 0 

 100.0 0.0 0.0 66.0 20.0 12.0 2.0 0.0 0.0 

近隣別居 100 1 2 56 24 12 4 0 1 

 100.0 1.0 2.0 56.0 24.0 12.0 4.0 0.0 1.0 

その他別居 100 2 0 61 23 10 2 2 0 

 100.0 2.0 0.0 61.0 23.0 10.0 2.0 2.0 0.0 
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Ｆ７．主に介護をしているのは回答者か 

 サン

プル

数 

はい いい

え 

家族 300 115 185 

 100.0 38.3 61.7 

同居 100 56 44 

 100.0 56.0 44.0 

近隣別居 100 45 55 

 100.0 45.0 55.0 

その他別居 100 14 86 

 100.0 14.0 86.0 

 

Ｆ８．認知症の方と顔を合わせる頻度 

 サン

プル

数 
毎
日 

週
６
～
４
回 

週
３
～
１
回 

月
２
～
３
回 

程
度 

月
１
回
程
度 

数
か
月
に
１
回

程
度 

半
年
に
１
回 

程
度 

年
１
回
程
度 

そ
れ 

以
下 

家族 200 23 16 51 24 28 31 12 7 8 

 100.0 11.5 8.0 25.5 12.0 14.0 15.5 6.0 3.5 4.0 

同居 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

近隣別居 100 20 12 33 10 11 7 4 1 2 

 100.0 20.0 12.0 33.0 10.0 11.0 7.0 4.0 1.0 2.0 

その他別居 100 3 4 18 14 17 24 8 6 6 

 100.0 3.0 4.0 18.0 14.0 17.0 24.0 8.0 6.0 6.0 
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Ｆ９－１．認知症の方の性別 

 サン

プル

数 

男性 女性 

家族 300 73 227 

 100.0 24.3 75.7 

同居 100 25 75 

 100.0 25.0 75.0 

近隣別居 100 28 72 

 100.0 28.0 72.0 

その他別居 100 20 80 

 100.0 20.0 80.0 

 

Ｆ９－２．認知症の方の年代 

 サン

プル

数 

30代 

以下 

40代 50代 60代 70代 80代 90歳 

以上 

家族 300 0 0 0 0 17 179 104 

 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.7 59.7 34.7 

同居 100 0 0 0 0 0 62 38 

 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 62.0 38.0 

近隣別居 100 0 0 0 0 17 54 29 

 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 17.0 54.0 29.0 

その他別居 100 0 0 0 0 0 63 37 

 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 63.0 37.0 
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Ｆ10．認知症の方の職業 

 サ
ン
プ
ル
数 

会
社
員
・
公
務
員 

自
営
業
・
自
由
業 

農
林
漁
業 

会
社
役
員
・
経
営
者 

専
業 

主
婦
・
主
夫 

無
職 

そ
の
他 

家族 300 10 6 3 2 15 263 1 

 100.0 3.3 2.0 1.0 0.7 5.0 87.7 0.3 

同居 100 3 2 2 1 2 90 0 

 100.0 3.0 2.0 2.0 1.0 2.0 90.0 0.0 

近隣別居 100 5 2 1 1 7 84 0 

 100.0 5.0 2.0 1.0 1.0 7.0 84.0 0.0 

その他別居 100 2 2 0 0 6 89 1 

 100.0 2.0 2.0 0.0 0.0 6.0 89.0 1.0 

 

Ｆ11．認知症または軽度認知障害（ＭＣＩ）と診断されたことはあるか 

 
サ
ン
プ
ル
数 

認
知
症 

軽
度
認
知
障
害

（
Ｍ
Ｃ
Ｉ
） 

診
断
は
さ
れ
て

い
な
い 

家族 300 227 73 0 

 100.0 75.7 24.3 0.0 

同居 100 73 27 0 

 100.0 73.0 27.0 0.0 

近隣別居 100 74 26 0 

 100.0 74.0 26.0 0.0 

その他別居 100 80 20 0 

 100.0 80.0 20.0 0.0 
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Ｆ12．認知症と判明したのは、おおよそ何年前か 

 サン

プル

数 

～２ 

年前 

３～４

年前 

５～６

年前 

７～８

年前 

９～10

年前 

11年 

以上前 

平均 

（年前） 

家族 227 41 58 44 28 37 19 6.6 

 100.0 18.1 25.6 19.4 12.3 16.3 8.4  

同居 73 18 18 11 8 8 10 5.9 

 100.0 24.7 24.7 15.1 11.0 11.0 13.7  

近隣別居 74 9 23 18 9 12 3 6.8 

 100.0 12.2 31.1 24.3 12.2 16.2 4.1  

その他別居 80 14 17 15 11 17 6 7.0 

 100.0 17.5 21.3 18.8 13.8 21.3 7.5  

 

Ｆ13．軽度認知障害(MCI)と判明したのは、おおよそ何年前か 

 サン

プル

数 

１年前 ２年前 ３年前 ４年前 ５年前 ６年 

以上前 

平均 

（年前） 

家族 73 13 22 17 2 11 8 3.3 

 100.0 17.8 30.1 23.3 2.7 15.1 11.0  

同居 27 7 7 2 1 7 3 3.3 

 100.0 25.9 25.9 7.4 3.7 25.9 11.1  

近隣別居 26 5 9 7 1 3 1 2.7 

 100.0 19.2 34.6 26.9 3.8 11.5 3.8  

その他別居 20 1 6 8 0 1 4 4.0 

 100.0 5.0 30.0 40.0 0.0 5.0 20.0  
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Ｆ14．認知症の方は医師から処方された認知症のくすりを飲んでいるか 

 サ
ン
プ
ル
数 

飲
ん
で
い
る 

飲
ん
で
い
な
い 

家族 300 208 92 

 100.0 69.3 30.7 

同居 100 68 32 

 100.0 68.0 32.0 

近隣別居 100 75 25 

 100.0 75.0 25.0 

その他別居 100 65 35 

 100.0 65.0 35.0 

 

Ｆ15．認知症の種類 

 サ
ン
プ
ル
数 

ア
ル
ツ
ハ
イ
マ
ー
型 

認
知
症 

脳
血
管
性
認
知
症 

レ
ビ
ー
小
体
型
認
知
症 

前
頭
側
頭
葉
型
認
知
症 

そ
の
他 

わ
か
ら
な
い 

家族 300 152 20 22 13 2 91 

 100.0 50.7 6.7 7.3 4.3 0.7 30.3 

同居 100 53 9 10 4 0 24 

 100.0 53.0 9.0 10.0 4.0 0.0 24.0 

近隣別居 100 55 10 4 6 0 25 

 100.0 55.0 10.0 4.0 6.0 0.0 25.0 

その他別居 100 44 1 8 3 2 42 

 100.0 44.0 1.0 8.0 3.0 2.0 42.0 
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Ｆ16．認知症の方の介護度 

 サン

プル

数 

要支援

１ 

要支援

２ 

要介護

１ 

要介護

２ 

要介護

３ 

要介護

４ 

要介護

５ 

わから

ない 

家族 300 13 20 50 54 59 40 38 26 

 100.0 4.3 6.7 16.7 18.0 19.7 13.3 12.7 8.7 

同居 100 5 7 25 29 14 9 8 3 

 100.0 5.0 7.0 25.0 29.0 14.0 9.0 8.0 3.0 

近隣別居 100 3 11 9 16 24 11 19 7 

 100.0 3.0 11.0 9.0 16.0 24.0 11.0 19.0 7.0 

その他別居 100 5 2 16 9 21 20 11 16 

 100.0 5.0 2.0 16.0 9.0 21.0 20.0 11.0 16.0 
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（3）介護職 

Ｆ１．性別 

サン

プル

数 

男性 女性 

100 59 41 

100.0 59.0 41.0 

 

Ｆ２．年齢 

サン

プル

数 

20代 

以下 

30代 40代 50代 60代 70代 

以上 

100 5 19 30 33 10 3 

100.0 5.0 19.0 30.0 33.0 10.0 3.0 

 

Ｆ３．認知症の人の訪問支援サービス経験年数 

サン

プル

数 

２年 

以下 

３～

５年 

６～

10年 

10年 

以上 

100 12 25 23 40 

100.0 12.0 25.0 23.0 40.0 

 

Ｆ３－１．生活援助などで訪問している認知症の人の実人数 

サン

プル

数 

１～

４人 

５～

９人 

10～

14人 

15～

19人 

20～

29人 

30人 

以上 

平均

（人） 

100 27 25 15 12 11 10 12.2 

100.0 27.0 25.0 15.0 12.0 11.0 10.0  
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Ｆ３－２．利用者の性別割合／女性の割合 

サン

プル

数 

０割 ２割

未満 

２～

４割

未満 

４～

６割

未満 

６～

８割

未満 

８～

10割

未満 

10割 女性

平均

（割） 

男性

平均

（割） 

100 7 0 2 20 27 35 9 6.6 3.4 

100.0 7.0 0.0 2.0 20.0 27.0 35.0 9.0   

 

Ｆ３－３．最も多い利用者の年代 

サン

プル

数 

60代 

以下 

70代 80代 90歳 

以上 

100 1 11 77 11 

100.0 1.0 11.0 77.0 11.0 

 

Ｆ３－４．最も多い世帯構成 

サン

プル

数 

独居 夫婦 

二人 

夫婦

＋子

供 

その

他 

100 63 20 7 10 

100.0 63.0 20.0 7.0 10.0 

 

Ｆ４．通常自分が行っている認知症の人への生活支援内容(MA) 

サン

プル

数 

掃
除 

買
い
物 

調
理
と
配
下
膳 

ゴ
ミ
出
し 

薬
の
受
け
取
り
や
服
薬

確
認 

洗
濯
や
ア
イ
ロ
ン
が
け 

衣
類
の
整
理
や
補
修 

ベ
ッ
ド
メ
イ
ク
・
シ
ー
ツ

交
換
・
布
団
干
し 

話
し
相
手 

外
出
・
移
動
サ
ポ
ー
ト 

入
浴
・
排
泄
（
身
体
介
護
） 

そ
の
他 

100 62 47 40 33 46 17 32 38 52 42 54 8 

100.0 62.0 47.0 40.0 33.0 46.0 17.0 32.0 38.0 52.0 42.0 54.0 8.0 
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Ｆ４－１．その人の年代 

サン

プル

数 

30代 

以下 

40代 50代 60代 70代 80代 90歳 

以上 

100 0 1 1 2 15 66 15 

100.0 0.0 1.0 1.0 2.0 15.0 66.0 15.0 

 

Ｆ４－２．その人は次のいずれの症状にあてはまるか 

サンプル数 認知症 軽度認知障害

（ＭＣＩ） 

100 79 21 

100.0 79.0 21.0 

 

Ｆ４－３．認知症の種類 

サ
ン
プ
ル
数 

ア
ル
ツ
ハ
イ
マ
ー
型
認

知
症 

脳
血
管
性
認
知
症 

レ
ビ
ー
小
体
型
認
知
症 

前
頭
側
頭
葉
型
認
知
症 

そ
の
他 

わ
か
ら
な
い 

100 80 5 2 1 0 12 

100.0 80.0 5.0 2.0 1.0 0.0 12.0 

 

Ｆ４－４．その人の介護度 

サン

プル

数 

要支援

１ 

要支援

２ 

要介護

１ 

要介護

２ 

要介護

３ 

要介護

４ 

要介護

５ 

わから

ない 

100 4 7 16 20 31 16 5 1 

100.0 4.0 7.0 16.0 20.0 31.0 16.0 5.0 1.0 
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【日常生活の実態と意識】 

（１）日常生活全般で困っていること 

図 1：日常生活全般で困っていること（複数回答） 

 

日常生活全般で困っていることは、本人・家族・介護職のいずれも「掃除、洗濯、調理

等の家事がうまくできない」（本人 60.0％、家族 52.0％、介護職 66.0％）が最も多く、以

下「周囲とうまく意思疎通ができない」（同 38.0％、45.7％、45.0％）、「住居や敷地内に段

差等があり生活しづらい」（同 35.0％、30.0％、32.0％）、「外出すると自分の家がわからな

くなってしまう」（同 33.0％、23.0％、33.0％）、「できることは自分でやりたいが周囲がや

らせてくれない」（同 21.0％、10.3％、24.0％）などの順となっている。 

総じて《家族》は《本人》に比べて低い割合の項目が多く、特に「外出すると自分の家

がわからなくなってしまう」（本人 33.0％、家族 23.0％）、「できることは自分でやりたいが

掃除、洗濯、調理等の家事がうまくできない

周囲とうまく意思疎通ができない

住居や敷地内に段差等があり生活しづらい

外出すると自分の家がわからなくなってしまう

できることは自分でやりたいが周囲がやらせてくれない

注文した覚えのない商品や請求書が届く

困っていても周囲の人が手助けしてくれない

その他

特に困っていることはない

60.0

38.0

35.0

33.0

21.0

17.0

8.0

4.0

15.0

52.0

45.7

30.0

23.0

10.3

9.0

4.7

7.7

16.7

66.0

45.0

32.0

33.0

24.0

15.0

14.0

2.0

7.0

0 20 40 60 80

本人 <N=100>

家族 <N=300>

介護職 <N=100>

（％）

いずれも「掃除、洗濯、調理等の家事がうまくできない」（本人 60.0％、家族 52.0％、

介護職 66.0％）が最も多く、以下「周囲とうまく意思疎通ができない」（同 38.0％、45.7％、

45.0％）、「住居や敷地内に段差等があり生活しづらい」（同 35.0％、30.0％、32.0％）、「外

出すると自分の家がわからなくなってしまう」（同 33.0％、23.0％、33.0％）、「できるこ

とは自分でやりたいが周囲がやらせてくれない」（同 21.0％、10.3％、24.0％）などの順

で、《本人》と《介護職》の間にはあまり差はないが、《家族》は《本人》に比べて低い

割合の項目が多い。 

《家族》の同居の有無別では、「掃除、洗濯、調理等の家事がうまくできない」は《同

居》で多いが、そのほかの項目は《近隣別居》で高い割合の項目が多い。また、「特に困

っていることはない」は《その他別居》（27.0％）で特に多い。 
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周囲がやらせてくれない」（同 21.0％、10.3％）は《本人》よりも 10ポイント以上低い割

合である。《本人》と《介護職》の間にはあまり大きな差はない。 

 

図 2：日常生活全般で困っていること【家族：同居の有無別】（複数回答） 

  

家族について、同居の有無別にみると、《その他別居》の人では「特に困っていることは

ない」（27.0％）が３割に近く、《同居》（同 10.0％）、《近隣別居》（13.0％）に比べて差が

目立つ。具体的な項目では、いずれも「掃除、洗濯、調理等の家事がうまくできない」が

最も多いが、特に《同居》（62.0％）の人で高い。しかし、そのほかの項目では、「住居や敷

地内に段差等があり生活しづらい」（39.0％）、「外出すると自分の家がわからなくなってし

まう」（31.0％）をはじめ、《近隣別居》で高い割合となっている項目が多い。 

 

  

掃除、洗濯、調理等の家事がうまくできない

周囲とうまく意思疎通ができない

住居や敷地内に段差等があり生活しづらい

外出すると自分の家がわからなくなってしまう

できることは自分でやりたいが周囲がやらせてくれない

注文した覚えのない商品や請求書が届く

困っていても周囲の人が手助けしてくれない

その他

特に困っていることはない

62.0

44.0

27.0

21.0

10.0

3.0

2.0

8.0

10.0

49.0

49.0

39.0

31.0

13.0

15.0

7.0

7.0

13.0

45.0

44.0

24.0

17.0

8.0

9.0

5.0

8.0

27.0

0 20 40 60 80

同居 <n=100>

近隣別居 <n=100>

その他別居 <n=100>

（％）
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（２）日常生活での移動で困っていること 

 

図 3：日常生活での移動で困っていること（複数回答） 

 

日常生活での移動で困っていることは、「外出したいが人の手を借りないと目的地まで行

けない」（本人 53.0％、家族 51.3％、介護職 53.0％）がいずれも５割台で最も多く、次い

で「外出したいが人の手を借りないと帰ってこられない」（同 45.0％、40.7％、46.0％）が

４割台で続いている。以下、《本人》では「駅やバス停の表示がわかりづらく迷ってしまう」

（42.0％）、「切符の買い方や乗り換えが難しく交通機関が利用しづらい」（41.0％）の２項

目も４割台と多いが、《家族》（順に 22.3％、29.3％）では２割台と低く、《介護職》（順に

30.0％、37.0％）も３割台にとどまっている。「困っていても周囲の人が手助けしてくれな

い」だけは《介護職》（24.0％）のあげる割合が突出して高い。 

 

 

 

 

 

外出したいが人の手を借りないと目的地まで行けない

外出したいが人の手を借りないと帰ってこられない

駅やバス停の表示がわかりづらく迷ってしまう

切符の買い方や乗り換えが難しく交通機関が利用しづらい

駅などに段差等があり利用しづらい

手軽に利用できる交通機関がない

困っていても周囲の人が手助けしてくれない

その他

特に困っていることはない

53.0

45.0

42.0

41.0

32.0

30.0

11.0

0.0

16.0

51.3

40.7

22.3

29.3

25.7

30.0

7.0

8.0

22.0

53.0

46.0

30.0

37.0

30.0

31.0

24.0

2.0

13.0

0 10 20 30 40 50 60

本人 <N=100>

家族 <N=300>

介護職 <N=100>

（％）

「外出したいが人の手を借りないと目的地まで行けない」（本人 53.0％、家族 51.3％、

介護職 53.0％）が５割台、次いで「外出したいが人の手を借りないと帰ってこられない」

（同 45.0％、40.7％、46.0％）が４割台で多い。 

《家族》の同居の有無別では、「外出したいが人の手を借りないと目的地まで行けない」

は《同居》、「外出したいが人の手を借りないと帰ってこられない」は《近隣別居》で高

い。また、「特に困っていることはない」の割合は、《その他別居》（32.0％）で高い。 
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図 4：日常生活での移動で困っていること【家族：同居の有無別】（複数回答） 

 

家族について、同居の有無別にみると、いずれも「外出したいが人の手を借りないと目的

地まで行けない」（同居 59.0％、近隣別居 53.0％、その他別居 42.0％）が最も多いが、特

に《同居》の人で高い。次いで、いずれも「外出したいが人の手を借りないと帰ってこら

れない」（同 39.0％、49.0％、34.0％）が続くが、こちらは《近隣別居》が最も高い。一方、

「特に困っていることはない」の割合は、《その他別居》（32.0％）で３割を超えているのが

目立つ。 

  

外出したいが人の手を借りないと目的地まで行けない

外出したいが人の手を借りないと帰ってこられない

切符の買い方や乗り換えが難しく交通機関が利用しづらい

手軽に利用できる交通機関がない

駅などに段差等があり利用しづらい

駅やバス停の表示がわかりづらく迷ってしまう

困っていても周囲の人が手助けしてくれない

その他

特に困っていることはない

59.0

39.0

32.0

31.0

26.0

19.0

5.0

8.0

18.0

53.0

49.0

32.0

33.0

32.0

30.0

10.0

5.0

16.0

42.0

34.0

24.0

26.0

19.0

18.0

6.0

11.0

32.0

0 20 40 60 80

同居 <n=100>

近隣別居 <n=100>

その他別居 <n=100>

（％）
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（３）日常生活での買い物や飲食、金融機関等の利用で困っていること 

図 5：日常生活での買い物や飲食、金融機関等の利用で困っていること（複数回答） 

 

日常生活での買い物や飲食、金融機関等の利用で困っていることは、《本人》では「支払

いや釣銭の扱いがスムーズにできない」（40.0％）、「お店の中で迷ってしまうことがある」

支払いや釣銭の扱いがスムーズにできない

お店の中で迷ってしまうことがある

欲しい商品が見つけられない

注文がうまくできない

店員の説明がよくわからない

お店の掲示物やメニューの表示がわかりづらい

荷物が持ち帰れないため大きなものや重いものが買えない

お店の中に段差等があり利用しづらい

お店の中に休む場所がない

お店の中が騒がしく落ち着いて買い物や飲食ができない

困っていても周囲の人が手助けしてくれない

万引きや無銭飲食と間違われる（疑われる）ことがある

その他

特に困っていることはない

そもそも買い物や食事などに出かけることができない

40.0

36.0

34.0

28.0

28.0

25.0

23.0

22.0

18.0

13.0

12.0

5.0

0.0

8.0

18.0

22.7

15.3

14.7

16.3

13.7

11.0

19.0

11.3

13.7

8.3

3.7

3.7

2.0

8.7

47.0

47.0

35.0

31.0

32.0

24.0

24.0

29.0

21.0

20.0

14.0

14.0

8.0

3.0

5.0

14.0

0 10 20 30 40 50

本人 <N=100>

家族 <N=300>

介護職 <N=100>

（％）

「支払いや釣銭の扱いがスムーズにできない」（本人 40.0％、家族 22.7％、介護職

47.0％）、「お店の中で迷ってしまうことがある」（同 36.0％、15.3％、35.0％）、「欲しい

商品が見つけられない」（同 34.0％、14.7％、31.0％）、「注文がうまくできない」（同 28.0％、

16.3％、32.0％）、「店員の説明がよくわからない」（同 28.0％、13.7％、24.0％）などが

あげられ、《本人》と《介護職》は同じような結果だが、《家族》では総じて低い割合で、

「そもそも買い物や食事などに出かけることができない」（47.0％）が極めて多い。《家

族》の同居の有無別では、《同居》と《近隣別居》の間にはあまり差はないが、《その他

別居》は総じて低率。 
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（36.0％）、「欲しい商品が見つけられない」（34.0％）、「注文がうまくできない」（28.0％）、

「店員の説明がよくわからない」（28.0％）、「お店の掲示物やメニューの表示がわかりづら

い」（25.0％）などの順となっている。 

一方、《家族》では、最も高い「支払いや釣銭の扱いがスムーズにできない」（22.7％）で

も２割程度にとどまっており、「そもそも買い物や食事などに出かけることができない」

（47.0％）が半数近くに達しているのが目立つ。 

《介護職》では、「支払いや釣銭の扱いがスムーズにできない」（47.0％）、「お店の中で迷

ってしまうことがある」（35.0％）、「欲しい商品が見つけられない」（31.0％）、「注文がうま

くできない」（32.0％）などの順で、《本人》と近い結果となっている。 

図 6：日常生活での買い物や飲食、金融機関等の利用で困っていること【家族：同居の有無別】 

（複数回答） 

 

家族について、同居の有無別にみると、総じて《同居》と《近隣別居》の間にはあまり大

きな差はないが、「お店の掲示物やメニューの表示がわかりづらい」（同居 7.0％、近隣別居

17.0％）、「お店の中に段差等があり利用しづらい」（同 6.0％、19.0％）、「お店の中が騒が

荷物が持ち帰れないため大きなものや重いものが買えない

支払いや釣銭の扱いがスムーズにできない

注文がうまくできない

欲しい商品が見つけられない

お店の中で迷ってしまうことがある

お店の中に休む場所がない

店員の説明がよくわからない

お店の掲示物やメニューの表示がわかりづらい

お店の中に段差等があり利用しづらい

お店の中が騒がしく落ち着いて買い物や飲食ができない

万引きや無銭飲食と間違われる（疑われる）ことがある

困っていても周囲の人が手助けしてくれない

その他

特に困っていることはない

そもそも買い物や食事などに出かけることができない

25.0
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20.0
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17.0

12.0
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7.0
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4.0

1.0
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54.0

0 10 20 30 40 50 60

同居 <n=100>

近隣別居 <n=100>
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（％）
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しく落ち着いて買い物や飲食ができない」（同 4.0％、14.0％）は《近隣別居》の人の方が

10 ポイント以上高い割合となっている。 

《その他別居》は総じて他の層と比べて低く、《同居》《近隣別居》の人との認識の乖離が

顕著である。また、《その他別居》の人では「そもそも買い物や食事などに出かけることが

できない」（54.0％）とする割合が最も高い。 
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（４）利用頻度の高い業種 

図 7：利用頻度の高い業種（複数回答） 

 

利用頻度の高い業種は、《本人》では「介護施設」（42.0％）、「スーパー、コンビニエンス

ストア」（39.0％）、「医療機関」（38.0％）、「薬局（調剤薬局、薬店、ドラッグストアなど）」

（26.0％）の順である。 

《家族》でも「介護施設」（61.3％）、「医療機関」（52.3％）、「スーパー、コンビニエンス

ストア」（20.3％）の順だが、《本人》に比べ「介護施設」「医療機関」の割合がかなり高く、

逆に「スーパー、コンビニエンスストア」、「薬局（調剤薬局、薬店、ドラッグストアなど）」

の割合が低くなっている。 

《介護職》では、「介護施設」（50.0％）、「医療機関」（45.0％）、「スーパー、コンビニエ

ンスストア」（34.0％）、「薬局（調剤薬局、薬店、ドラッグストアなど）」（22.0％）の順で、

《家族》よりも《本人》に近い結果である。 

 

介護施設

スーパー、コンビニエンスストア

医療機関

薬局（調剤薬局、薬店、ドラッグストアなど）

金融機関（郵便局、銀行、保険会社、証券会社など）

鉄道、バス、タクシー

そのほかの小売店（食品店、衣料品店、日用品店など）

飲食店・レストラン

役所・役場（自治体や国の出先機関）

住宅管理、不動産管理

公共施設（公民館、図書館、スポーツ施設、文化ホールなど）

その他

42.0

39.0

38.0

26.0

17.0

14.0

10.0

10.0

6.0

3.0

0.0

1.0

61.3

20.3

52.3

14.7

7.0

9.0

4.3

4.0

2.7

0.7

2.7

6.0

50.0

34.0

45.0

22.0

18.0

13.0

6.0

8.0

9.0

1.0

2.0

1.0

0 20 40 60 80

本人 <N=100>

家族 <N=300>

介護職 <N=100>

（％）

「介護施設」（本人 42.0％、家族 61.3％、介護職 50.0％）、「スーパー、コンビニエン

スストア」（同 39.0％、20.3％、34.0％）、「医療機関」（同 38.0％、52.3％、45.0％）、「薬

局（調剤薬局、薬店、ドラッグストアなど）」（同 26.0％、14.7％、22.0％）と、《本人》

と《介護職》は近い結果だが、《家族》の認識はやや異なる。 
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図 8：利用頻度の高い業種【家族：同居の有無別】（複数回答） 

 

家族について、同居の有無別にみると、「医療機関」をあげる割合は、《近隣別居》（46.0％）、

《その他別居》（48.0％）の半数弱に比べ、《同居》（63.0％）では６割を超えている。 

  

介護施設

医療機関

スーパー、コンビニエンスストア

薬局（調剤薬局、薬店、ドラッグストアなど）

鉄道、バス、タクシー

飲食店・レストラン

金融機関（郵便局、銀行、保険会社、証券会社など）

そのほかの小売店（食品店、衣料品店、日用品店など）

役所・役場（自治体や国の出先機関）

公共施設（公民館、図書館、スポーツ施設、文化ホールなど）

住宅管理、不動産管理

その他

63.0

63.0

20.0

16.0

7.0

7.0

4.0

4.0

1.0

1.0

6.0

53.0

46.0
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4.0

1.0
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7.0

3.0
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3.0

1.0

10.0

0 20 40 60 80

同居 <n=100>

近隣別居 <n=100>

その他別居 <n=100>

（％）
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（５）利用する上で不安に感じる業種、利用しづらい業種 

 

図 9：利用する上で不安に感じる業種、利用しづらい業種（複数回答） 

 

利用する上で不安に感じる業種、利用しづらい業種は、《本人》では「金融機関（郵便局、

銀行、保険会社、証券会社など）」（54.0％）、「鉄道、バス、タクシー」（48.0％）、「スーパ

ー、コンビニエンスストア」（38.0％）、「役所・役場（自治体や国の出先機関）」（31.0％）

などの順である。 

《家族》も、「金融機関（郵便局、銀行、保険会社、証券会社など）」（52.0％）、「鉄道、

バス、タクシー」（51.7％）、「スーパー、コンビニエンスストア」（34.0％）、「役所・役場（自

治体や国の出先機関）」（33.3％）の順で、《本人》とほとんど変わらない結果である。 

《介護職》では、「金融機関（郵便局、銀行、保険会社、証券会社など）」（63.0％）が《本

人》《家族》に比べて多く、「鉄道、バス、タクシー」（38.0％）が少ないといった差がある

が、そのほかの項目は《本人》《家族》とあまり変わらない。 

金融機関（郵便局、銀行、保険会社、証券会社など）

鉄道、バス、タクシー

スーパー、コンビニエンスストア

役所・役場（自治体や国の出先機関）

薬局（調剤薬局、薬店、ドラッグストアなど）

飲食店・レストラン

そのほかの小売店（食品店、衣料品店、日用品店など）

医療機関

公共施設（公民館、図書館、スポーツ施設、文化ホールなど）

住宅管理、不動産管理

介護施設

その他

54.0

48.0

38.0

31.0

29.0

29.0

28.0

28.0

24.0

16.0

10.0

2.0

52.0

51.7

34.0

33.3

26.3

28.7

28.0

33.3

23.0

21.0

16.7

8.3

63.0

38.0

39.0

29.0

26.0

25.0

20.0

35.0

17.0

22.0

23.0

2.0

0 20 40 60 80

本人 <N=100>

家族 <N=300>

介護職 <N=100>

（％）

「金融機関（郵便局、銀行、保険会社、証券会社など）」（本人 54.0％、家族 52.0％、

介護職 63.0％）、「鉄道、バス、タクシー」（同 48.0％、51.7％、38.0％）、「スーパー、コ

ンビニエンスストア」（同 38.0％、34.0％、39.0％）、「役所・役場（自治体や国の出先機

関）」（同 31.0％、33.3％、29.0％）などの順で、《本人》《家族》《介護職》の間にあまり

差はない。 
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図 10：利用する上で不安に感じる業種、利用しづらい業種【家族：同居の有無別】 

（複数回答） 

 

 

家族について、同居の有無別にみると、《同居》と《近隣別居》の間にあまり大きな差は

ないが、「鉄道、バス、タクシー」は《近隣別居》（47.0％）よりも《同居》（57.0％）の方

が、逆に「スーパー、コンビニエンスストア」は《同居》（32.0％）よりも《近隣別居》（41.0％）

の方が、それぞれ高めである。また、《その他別居》は、総じて《同居》とあまり変わらな

い結果である。 

  

鉄道、バス、タクシー

金融機関（郵便局、銀行、保険会社、証券会社など）

役所・役場（自治体や国の出先機関）

医療機関

スーパー、コンビニエンスストア

飲食店・レストラン

そのほかの小売店（食品店、衣料品店、日用品店など）

公共施設（公民館、図書館、スポーツ施設、文化ホールなど）

薬局（調剤薬局、薬店、ドラッグストアなど）

住宅管理、不動産管理

介護施設

その他
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27.0
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13.0

4.0
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33.0

41.0

27.0

29.0
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31.0

26.0

22.0

5.0
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52.0

33.0

34.0

29.0

30.0

28.0

23.0

26.0

19.0

15.0

16.0

0 10 20 30 40 50 60

同居 <n=100>

近隣別居 <n=100>

その他別居 <n=100>

（％）
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（６）認知症またはＭＣＩと診断されてからやめてしまった趣味 

図 11：認知症またはＭＣＩと診断されてからやめてしまった趣味（複数回答） 

 

認知症またはＭＣＩと診断されてからやめてしまった趣味は、《本人》では「旅行」（43.0％）

が４割台で最も多く、以下「映画鑑賞」（24.0％）、「買物」（24.0％）、「外食」（22.0％）、「ド

ライブ」（18.0％）、「散歩・ウォーキング」（18.0％）が２割前後で続いている。 

《家族》でも「旅行」（32.7％）が最も多いが、《本人》（43.0％）と比べると低い。以下、

「買物」（25.3％）、「外食」（23.7％）、「散歩・ウォーキング」（23.3％）、「園芸・土いじり」

（23.3％）などの順で、《本人》よりも低い割合の項目が多い。 

旅行

映画鑑賞

買物

外食

ドライブ

散歩・ウォーキング

運動・スポーツ

園芸・土いじり

音楽鑑賞

カラオケ

ボランティア

ギャンブル

釣り

囲碁・将棋

その他

やめてしまったものはない

43.0

24.0

24.0

22.0

18.0

18.0

17.0

17.0

15.0

9.0

9.0

7.0

7.0

6.0

3.0

20.0

32.7

8.0

25.3

23.7

11.0

23.3

17.0

23.3

6.7

8.0

4.7

3.7

3.7

4.0

6.3

27.0

60.0

19.0

42.0

48.0

35.0

30.0

27.0

24.0

15.0

17.0

14.0

17.0

17.0

7.0

1.0

11.0

0 20 40 60 80

本人 <N=100>

家族 <N=300>

介護職 <N=100>

（％）

「旅行」（本人 43.0％、家族 32.7％、介護職 60.0％）、「映画鑑賞」（同 24.0％、8.0％、

19.0％）、「買物」（同 24.0％、25.3％、42.0％）、「外食」（同 22.0％、23.7％、48.0％）、

「ドライブ」（同 18.0％、11.0％、35.0％）、「散歩・ウォーキング」（同 18.0％、23.3％、

30.0％）などの順で、《家族》は《本人》よりも低い割合の項目が多く、《介護職》は逆

に《本人》よりも高い割合の項目が多い。 

《家族》の同居の有無別では「園芸・土いじり」は《同居》（31.0％）で高く、「旅行」

（同居 28.0％、近隣別居 41.0％）、「外食」（同 21.0％、35.0％）は《近隣別居》の方が

かなり高い。 
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《介護職》では、総じて《本人》よりもはるかに高い割合の項目が多く、「旅行」（60.0％）、

「外食」（48.0％）、「買物」（42.0％）などの順となっている。 

 

図 12：認知症またはＭＣＩと診断されてからやめてしまった趣味【家族：同居の有無別】 

（複数回答） 

 

家族について、同居の有無別にみると、「園芸・土いじり」の割合は、《同居》（31.0％）

の人の方が《近隣別居》（20.0％）よりも 10 ポイント以上高いが、「旅行」（同居 28.0％、

近隣別居 41.0％）、「外食」（同 21.0％、35.0％）は《近隣別居》の方がかなり高い。 

《その他別居》は、「園芸・土いじり」（19.0％）の割合は《同居》（31.0％）の人よりか

なり低いが、そのほかは《同居》と比べて大きな差のある項目はない。 

 

  

園芸・土いじり

買物
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ドライブ

音楽鑑賞

カラオケ

囲碁・将棋
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その他
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（７）認知症またはＭＣＩと診断されてから趣味をやめてしまった理由 

 

図 13：認知症またはＭＣＩと診断されから趣味をやめてしまった理由（複数回答） 

 

認知症またはＭＣＩと診断されてから趣味をやめてしまった理由は、《本人》では、「誰

かに手助けしてもらわないとできなくなったから」（47.5％）、「一人で行けなくなったから、

移動手段がないから」（42.5％）、「ルールや手順を覚えられなくなったから」（33.8％）、「家

族や周囲から止められたから」（32.5％）、「一緒に趣味を楽しむ仲間がいなくなったから」

（28.8％）、「仲間や他の参加者に迷惑をかけてしまうと思うから」（27.5％）、「仲間や他の

参加者と意思疎通ができなくなったから」（23.8％）などの順となっている。 

《家族》では、「一人で行けなくなったから、移動手段がないから」（56.2％）の方が「誰

かに手助けしてもらわないとできなくなったから」（49.3％）よりも多く、以下「ルールや

手順を覚えられなくなったから」（22.8％）、「家族や周囲から止められたから」（22.4％）な

どの順で、《本人》と比べ「一人で行けなくなったから、移動手段がないから」（本人 42.5％、

誰かに手助けしてもらわないとできなくなったから

一人で行けなくなったから、移動手段がないから

ルールや手順を覚えられなくなったから

家族や周囲から止められたから

一緒に趣味を楽しむ仲間がいなくなったから

仲間や他の参加者に迷惑をかけてしまうと思うから

仲間や他の参加者と意思疎通ができなくなったから

お金の心配があるから

設備環境が整っていなかったから

その他
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27.5

23.8

8.8

7.5

1.3

49.3

56.2

22.8
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39.3

18.0
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7.9

11.2

3.4

0 20 40 60 80

本人 <N=80>

家族 <N=219>

介護職 <N=89>

（％）

「誰かに手助けしてもらわないとできなくなったから」（本人 47.5％、家族 49.3％、

介護職 43.8％）、「一人で行けなくなったから、移動手段がないから」（同 42.5％、56.2％、

69.7％）、「ルールや手順を覚えられなくなったから」（同 33.8％、22.8％、34.8％）、「家

族や周囲から止められたから」（同 32.5％、22.4％、39.3％）、「一緒に趣味を楽しむ仲間

がいなくなったから」（同 28.8％、11.0％、18.0％）などの順で、《家族》では《本人》

よりも低い割合の項目が多く、《介護職》では「一人で行けなくなったから、移動手段が

ないから」（69.7％）が多いのが目立つ。 
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家族 56.2％）の割合は高いが、「ルールや手順を覚えられなくなったから」（本人 33.8％、

家族 22.8％）、「家族や周囲から止められたから」（同 32.5％、22.4％）、「一緒に趣味を楽し

む仲間がいなくなったから」（同 28.8％、11.0％）など、全般に《本人》よりも低い割合の

項目が多くなっている。 

《介護職》では、「一人で行けなくなったから、移動手段がないから」（69.7％）が７割近

くに達しているのが目立つ。そのほかの項目は、《本人》と近い割合の項目が多い。 

 

図 14：認知症またはＭＣＩと診断されてから趣味をやめてしまった理由 

【家族：同居の有無別】（複数回答） 

 

 

家族について、同居の有無別にみると、《近隣別居》の人では、《同居》の人に比べ「誰か

に手助けしてもらわないとできなくなったから」（同居 54.7％、近隣別居 42.5％）の割合は

低いが、「家族や周囲から止められたから」（同居 17.3％、近隣別居 27.5％）、「仲間や他の

参加者と意思疎通ができなくなったから」（同 13.3％、25.0％）、「一緒に趣味を楽しむ仲間

がいなくなったから」（同 6.7％、20.0％）の割合は《同居》の人に比べていずれも 10 ポイ

ント以上高い。 

《その他別居》の人については、《同居》の人との間に大きな差はない。 

 

  

一人で行けなくなったから、移動手段がないから

誰かに手助けしてもらわないとできなくなったから

ルールや手順を覚えられなくなったから

家族や周囲から止められたから

仲間や他の参加者に迷惑をかけてしまうと思うから

仲間や他の参加者と意思疎通ができなくなったから

設備環境が整っていなかったから

一緒に趣味を楽しむ仲間がいなくなったから

お金の心配があるから

その他
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（％）
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（８）認知症またはＭＣＩと診断された後も続けているまたは新しく始めた趣味はあるか 

 

図 15：認知症またはＭＣＩと診断された後も続けているまたは新しく始めた趣味はあるか 

（複数回答） 

 

認知症またはＭＣＩと診断された後も続けているまたは新しく始めた趣味は、まず《本

人》では、「続けているもの・始めたものはない」（45.0％）は４割台で、半数以上が何らか

の趣味を続けるか始めている。具体的には、「旅行」（17.0％）、「外食」（16.0％）、「園芸・

土いじり」（14.0％）、「買物」（13.0％）、「散歩・ウォーキング」（12.0％）、「音楽鑑賞」（10.0％）

などとなっている。 
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（％）

「続けているもの・始めたものはない」（本人 45.0％、家族 75.7％、介護職 51.0％）

は《家族》で特に多く、「旅行」（同 17.0％、5.0％、10.0％）、「外食」（同 16.0％、7.0％、

4.0％）、「園芸・土いじり」（同 14.0％、4.0％、15.0％）、「買物」（同 13.0％、6.3％、9.0％）、

「散歩・ウォーキング」（同 12.0％、6.7％、15.0％）、「音楽鑑賞」（同 10.0％、3.7％、

14.0％）など、具体的な項目は《家族》で低いものが多い。 

《家族》の同居の有無別では、「続けているもの・始めたものはない」は《その他別居》

（88.0％）が最も高く、次いで《同居》（74.0％）、《近隣別居》（65.0％）の順。 
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《家族》では、「続けているもの・始めたものはない」（75.7％）が４分の３を超え、《本

人》（45.0％）との乖離が目立つ。具体的な項目をみても、最も高いのは「外食」（7.0％）

で、《本人》の認識と違い、趣味はほとんどしていないと考えている。 

《介護職》については、「続けているもの・始めたものはない」（51.0％）が半数強で、《本

人》（45.0％）よりやや多い程度となっている。具体的な項目についても、「外食」（4.0％）

の割合が《本人》（16.0％）に比べて低いのが目につくくらいで、《家族》ほどは《本人》と

の乖離はない。 

図 16：認知症またはＭＣＩと診断された後も続けているまたは新しく始めた趣味はあるか 

【家族：同居の有無別】（複数回答） 

 

 

いずれの層でも「続けているもの・始めたものはない」が多数を占めるが、その割合は

《その他別居》（88.0％）が最も高く、次いで《同居》（74.0％）、《近隣別居》（65.0％）と

いった結果である。 
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（９）趣味を続けている（新しく始めた）理由 

 

図 17：趣味を続けている（新しく始めた）理由（複数回答） 

 

趣味を続けている（新しく始めた）理由は、《本人》では「家族や周囲からの勧め」（41.8％）、

「家族や周囲に手助けしてくれる人がいるから」（38.2％）と“家族や周囲の協力”が上位を

占めている。以下、「一緒に趣味を楽しむ仲間がいるから」（38.2％）、「ルールや手順を覚え

る必要がないから」（21.8％）、「利用しやすい施設環境が整っているから」（21.8％）、「職員、

スタッフがサポートしてくれるから」（20.0％）などの順となっている。 

《家族》では、「家族や周囲に手助けしてくれる人がいるから」（39.7％）、「家族や周囲か

らの勧め」（32.9％）、「一緒に趣味を楽しむ仲間がいるから」（23.3％）などの順だが、「一

緒に趣味を楽しむ仲間がいるから」（本人 38.2％、家族 23.3％）をはじめ、《本人》と比べ

て低い割合の項目が多い。 

《介護職》では、「家族や周囲からの勧め」（38.8％）に次いで、「利用しやすい施設環境

家族や周囲からの勧め

家族や周囲に手助けしてくれる人がいるから
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ルールや手順を覚える必要がないから

利用しやすい施設環境が整っているから

職員、スタッフがサポートしてくれるから

一人で行ける移動手段があるから

仲間や他の参加者が認知症を受け入れてくれるから

その他
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（％）

「家族や周囲からの勧め」（本人 41.8％、家族 32.9％、介護職 38.8％）、「家族や周囲

に手助けしてくれる人がいるから」（同 38.2％、39.7％、20.4％）、「一緒に趣味を楽しむ

仲間がいるから」（同 38.2％、23.3％、32.7％）、「ルールや手順を覚える必要がないから」

（同 21.8％、19.2％、16.3％）、「利用しやすい施設環境が整っているから」（同 21.8％、

17.8％、34.7％）、「職員、スタッフがサポートしてくれるから」（同 20.0％、15.1％、34.7％）

といった結果で、《家族》では《本人》と比べて低い割合の項目が多く、《介護職》では

「利用しやすい施設環境が整っているから」「職員、スタッフがサポートしてくれるから」

が多いのが目立つ。 
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が整っているから」（34.7％）、「職員、スタッフがサポートしてくれるから」（34.7％）が多

いのが目立ち、“家族や周囲”もさることながら、“施設やスタッフ”の力を高く評価している。

「家族や周囲に手助けしてくれる人がいるから」（20.4％）をあげる割合は《本人》（38.2％）、

《家族》（39.7％）に比べて著しく低い。 
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【認知症と仕事について】 

（１）勤務先には以下の制度や環境があるか（本人が現在仕事をしている人）【本人・家族】 

図 18：勤務先には以下の制度や環境があるか（本人が現在仕事をしている人）（複数回答） 

 

本人が現在仕事をしている人（N=本人 39、家族 21）に、勤務先には以下の制度や環境

があるかどうかを聞いた結果をみると、《本人》《家族》ともにサンプル数が少ないが、「認

知症に関する制度や環境は整っていない」とする割合が《本人》で３割強（30.8％）、《家族》

（52.4％）では半数を超えている。具体的にあげられている制度としては、《本人》では「病

気と仕事を両立できる制度や施策」（28.2％）、「認知症に対する職場のスタッフの理解」

（23.1％）、「職場の上司、同僚、部下のサポート」（23.1％）、「認知症になっても働き続け

られる制度や施策」（20.5％）などの順となっている。《家族》では、「認知症になっても働

き続けられる制度や施策」（23.8％）では２割台だが、他の項目はいずれも２割を下回って

いる。 
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「認知症に関する制度や環境は整っていない」が、《本人》で３割強（30.8％）、《家族》

（52.4％）では半数を超える。具体的な制度や環境としては、「病気と仕事を両立できる

制度や施策」（本人 28.2％、家族 14.3％）、「認知症に対する職場のスタッフの理解」（同

23.1％、9.5％）、「職場の上司、同僚、部下のサポート」（同 23.1％、14.3％）、「認知症

になっても働き続けられる制度や施策」（同 20.5％、23.8％）などの順で、総じて《家族》

の方が低い。 



65 

 

（２）これからも働き続けたい（働き続けてほしい）か（本人が現在仕事をしている人） 

【本人・家族】 

 

図 19：これからも働き続けたい（働き続けてほしい）か（本人が現在仕事をしている人） 

 

本人が現在仕事をしている人（N=本人 39、家族 21）に、これからも働き続けたい（働

き続けてほしい）かを聞いたところ、《本人》では「定年までは働きたい」（33.3％）が３人

に１人の割合を占めている。「できる限り永く働きたい」（46.2％）を含めると、“働きたい”

（79.5％）という人が８割近い。 

《家族》では、サンプル数が 21 名と非常に少ないものの、「定年までは働いてほしい」

（9.5％）は１割に満たず、「できる限り永く働いてほしい」（42.9％）を合わせても、“働い

てほしい”（52.4％）という割合は半数程度にとどまっている。本人の意思ほどには家族は

働いてほしいとは思っていない状況がうかがえる。 
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《本人》では“働きたい”（79.5％）という人が８割に近いが、《家族》では“働いてほし

い”（52.4％）は半数程度で、本人の意向との差が目立つ。 
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（３）どのような制度があればこれからも働き続けることができるか（働きたい・働いてほ

しい人） 

 

図 20：どのような制度があればこれからも働き続けることができるか 

（働きたい・働いてほしい人） 

 

 本人が働きたい、あるいは家族が本人に働いてほしいという人、および介護職全員に、

どのような制度があれば認知症の方がこれからも働き続けることができるかを聞いた結果

をみると、《本人》では、サンプル数が 31 名と少ないが、「病気と仕事を両立できる制度や

施策」（48.4％）が半数近くを占めて最も多く、以下「認知症になっても働き続けられる制

度や施策」（35.5％）、「認知症になっても働き続けられる設備環境」（32.3％）、「自分に合わ

せた仕事内容」（29.0％）、「職場の上司、同僚、部下のサポート」（29.0％）、「認知症に対す

る職場のスタッフの理解」（25.8％）などの順となっている。 

《家族》ではサンプル数が 11 名と極めて少ないが、「病気と仕事を両立できる制度や施

策」（49.0％）、「認知症になっても働き続けられる制度や施策」（37.0％）、「認知症になって
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「病気と仕事を両立できる制度や施策」（本人 48.4％、家族 45.5％、介護職 49.0％）、

「認知症になっても働き続けられる制度や施策」（同 35.5％、45.5％、37.0％）、「認知症

になっても働き続けられる設備環境」（同 32.3％、36.4％、35.0％）など、《本人》と《家

族》では近い結果だが、《介護職》では「認知症に対する職場のスタッフの理解」（本人

25.8％、家族 27.3％、介護職 41.0％）、「認知症に関する相談ができる提携専門機関」（同

19.4％、0.0％、36.0％）、「職場の上司、同僚、部下のサポート」（同 29.0％、18.2％、

34.0％）、「認知症に関する相談ができる社内の窓口」（同 6.5％、0.0％、32.0％）、など、

職場や専門機関の役割を重視する傾向が《本人》《家族》に比べて強い。 
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も働き続けられる設備環境」（35.0％）などの順で、上位項目の割合は《本人》と比較的近

い。 

《介護職》については、やはり「病気と仕事を両立できる制度や施策」（49.0％）が最も

多いが、「認知症に対する職場のスタッフの理解」（41.0％）、「認知症に関する相談ができる

提携専門機関」（36.0％）、「職場の上司、同僚、部下のサポート」（34.0％）、「認知症に関す

る相談ができる社内の窓口」（32.0％）などの割合が高いのは特徴的で、職場や専門機関の

役割を重視する傾向が《本人》《家族》に比べて強い。 
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（４）認知症が原因で退職した経験はあるか（本人が現在仕事をしていない人） 

【本人・家族】 

 図 21：認知症が原因で退職した経験はあるか（本人が現在仕事をしていない人） 

 

本人が現在仕事をしていない人に、認知症が原因で退職した経験はあるかどうかを聞いて

みたところ、《本人》《家族》ともに「経験がある」（順に 11.7％、11.5％）のは１割強であ

る。 

図 22：認知症が原因で退職した経験はあるか（本人が現在仕事をしていない人） 

【家族：同居の有無別】 

 

 

家族について、同居の有無別にみると、「経験がある」割合は、《同居》（9.8％）、《その他

別居》（8.4％）に比べ、《近隣別居》（16.5％）ではやや高めである。 
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《本人》《家族》ともに「経験がある」（順に 11.7％、11.5％）のは１割強。 
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表 1：以下の制度があれば働き続けられたか（認知症が原因で退職した経験がある人） 

（複数回答） 

 

 

サンプル数が《本人》７名、《家族》32 名と少ないが、認知症が原因で退職した経験があ

る人に対し、どのような制度があれば働き続けられたかどうかを聞いた結果をみると、《本

人》では「病気と仕事を両立できる制度や施策」（57.1％）、「認知症になっても働き続けら

れる制度や施策」（28.6％）、「認知症になっても働き続けられる設備環境」（28.6％）、「自分

に合わせた仕事内容」（28.6％）などの順、《家族》では「認知症になっても働き続けられる

制度や施策」（50.0％）の方が多く、以下「認知症に対する職場のスタッフの理解」（34.4％）、

「病気と仕事を両立できる制度や施策」（31.3％）、「自分に合わせた仕事内容」（31.3％）な

どの順となっている。 
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本人 7 57.1 28.6 28.6 28.6 14.3 14.3 14.3 14.3 -　 14.3

家族 32 31.3 50.0 25.0 31.3 34.4 21.9 21.9 28.1 6.3 18.8
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（５）これから働きたいと思うか（現在仕事をしていない人）【本人】 

図 23：これから働きたいと思うか（現在仕事をしていない人） 

 

《本人》について、現在仕事をしていない人に対し、これから働きたいと思うかどうか意

向を聞いたところ、「働きたい」（13.3％）のは１割程度となっている。 

表 2：どのような制度、環境があれば働くことができると思うか（複数回答） 

 

 

なお、サンプル数は８名と非常に少ないが、「働きたい」と回答した人に、どのような制

度、環境があれば働くことができると思うかを聞いた結果、「病気と仕事を両立できる制度

や施策」（50.0％）、「自分に合わせた仕事内容」（50.0％）、「職場の上司、同僚、部下のサポ

ート」（50.0％）がいずれも半数を占め、次いで「認知症になっても働き続けられる制度や

施策」（37.5％）、「認知症に対する職場のスタッフの理解」（37.5％）、「認知症に関する相談

ができる提携専門機関」（37.5％）などとなっている。 
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「働きたい」（13.3％）のは１割程度。 
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（６）回答者自身は現在、仕事をしているか【家族】 

図 24：回答者自身は現在、仕事をしているか 

 

 

《家族》について、回答者自身は現在、仕事をしているかどうかをみると、「仕事をして

いる」のは３人に２人（67.7％）の割合となっている。 

同居の有無別にみると、「仕事をしている」割合は《同居》（68.0％）、《近隣別居》（71.0％）

の７割前後に比べ、《その他別居》（64.0％）ではやや低めである。 
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「仕事をしている」のは３人に２人（67.7％）。 
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（７）回答者自身の勤務先には認知症に関する制度や環境が整っているか【家族】 

  

図 25：回答者自身の勤務先には認知症に関する制度や環境が整っているか（複数回答） 

 

 

《家族》について、回答者自身の勤務先には認知症に関する制度や環境が整っているかど

うかをみると、「認知症に関する制度や環境は整っていない」（52.7％）という回答が半数を

超えている。具体的に整っている制度や環境としては、「介護と仕事が両立できる制度や施

策」（26.6％）が最も多く、以下「認知症に対する職場のスタッフの理解」（19.7％）、「職場

の上司、同僚、部下のサポート」（16.7％）などの順となっている。 

同居の有無別にみると、《近隣別居》の人で「認知症に関する制度や環境は整っていない」

（40.8％）の割合が低く、そのほかの具体的な項目については少しずつ高い割合となってい

る。 
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「認知症に関する制度や環境は整っていない」（52.7％）が半数を超える。具体的な制度

や環境としては、「介護と仕事が両立できる制度や施策」（26.6％）、「認知症に対する職

場のスタッフの理解」（19.7％）、「職場の上司、同僚、部下のサポート」（16.7％）など

の順。 
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【認知症の方へのサポートに対する実態と意識】 

（１）日常生活、趣味、仕事を行っていく上で、企業（お店）などに求めたい姿勢や取り組

みについて、期待したいと思うもの 

図 26：日常生活、趣味、仕事を行っていく上で、企業（お店）などに求めたい姿勢や取り組み

について、期待したいと思うもの（複数回答） 

 

 

困っているときに進んで手助けしてくれる姿勢

認知症に関して正しい知識をもっていること

認知症の方のペースに合わせた接客・対応

認知症の方にもわかりやすく丁寧な説明

認知症の方や家族の要望を聞き入れてくれる姿勢

困っているときに相談できる窓口の設置

地域の医療・介護機関・包括支援センターなどとの連携

障害や病気の有無にかかわらず誰でも利用しやすい環境の整備

認知症である事を意識しないで交流や利用ができるような場の提供

他の利用者や顧客と区別（差別）のない接客・対応

認知症になっても活躍できる場の提供

認知症になっても働き続けられる制度や施策の整備

地元自治体や地域の警察との連携

周囲の利用者や顧客に認知症に関する理解や配慮を求める情報発信

認知症の方や家族が自分の考えや意見を発信する場の提供

その他
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「困っているときに進んで手助けしてくれる姿勢」（本人 44.0％、家族 33.3％、介護

職 49.0％）、「認知症に関して正しい知識をもっていること」（同 43.0％、42.0％、62.0％）、

「認知症の方のペースに合わせた接客・対応」（同 42.0％、34.0％、53.0％）、「認知症の

方にもわかりやすく丁寧な説明」（同 35.0％、24.3％、36.0％）、「認知症の方や家族の要

望を聞き入れてくれる姿勢」（同 34.0％、31.7％、31.0％）、「困っているときに相談でき

る窓口の設置」（同 31.0％、28.3％、26.0％）といった結果で、《家族》では《本人》よ

りも低い割合の項目が多く、《介護職》は逆に高い項目が多い。《家族》の同居の有無別

では、《近隣別居》では《同居》に比べ低い割合の項目が多く、《その他別居》は《同居》

に近い結果。 
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日常生活、趣味、仕事を行っていく上で、企業（お店）などに求めたい姿勢や取り組みに

ついて、期待したいと思うものは、《本人》では、「困っているときに進んで手助けしてく

れる姿勢」（44.0％）、「認知症に関して正しい知識をもっていること」（43.0％）、「認知症の

方のペースに合わせた接客・対応」（42.0％）、「認知症の方にもわかりやすく丁寧な説明」

（35.0％）、「認知症の方や家族の要望を聞き入れてくれる姿勢」（34.0％）、「困っていると

きに相談できる窓口の設置」（31.0％）、「地域の医療・介護機関・包括支援センターなどと

の連携」（30.0％）などの順となっている。 

《家族》では、「認知症に関して正しい知識をもっていること」（42.0％）が最も多く、以

下「地域の医療・介護機関・包括支援センターなどとの連携」（41.0％）、「困っているとき

に進んで手助けしてくれる姿勢」（33.3％）、「認知症の方のペースに合わせた接客・対応」

（34.0％）、「認知症の方や家族の要望を聞き入れてくれる姿勢」（31.7％）の順である。《本

人》と比べ、「困っているときに進んで手助けしてくれる姿勢」（本人 44.0％、家族 33.3％）、

「認知症の方にもわかりやすく丁寧な説明」（同 35.0％、24.3％）、「認知症である事を意識

しないで交流や利用ができるような場の提供」（同 26.0％、12.7％）、「他の利用者や顧客と

区別（差別）のない接客・対応」（同 22.0％、11.7％）、「認知症になっても働き続けられる

制度や施策の整備」（同 21.0％、8.0％）など、《本人》よりも低い割合の項目が多く、《本

人》と比べて期待することは総じて少ないが、「地域の医療・介護機関・包括支援センター

などとの連携」は逆に「地域の医療・介護機関・包括支援センターなどとの連携」（30.0％）

よりも《家族》（41.0％）の方が 10ポイント以上高い。 

《介護職》については、「認知症に関して正しい知識をもっていること」（62.0％）が６割

を超え、以下「認知症の方のペースに合わせた接客・対応」（53.0％）、「困っているときに

進んで手助けしてくれる姿勢」（49.0％）など、総じて他の回答者よりも高い割合の項目が

多く、期待するところが大きいとみられる。 
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図 27：日常生活、趣味、仕事を行っていく上で、企業（お店）などに求めたい姿勢や取り組み

について、期待したいと思うもの【家族：同居の有無別】（複数回答） 

 

家族について、同居の有無別にみると、《同居》に比べ、《近隣別居》では低い割合の項目

が全般に多くなっている。 

《その他別居》については、《同居》と近い傾向を示しているが、「障害や病気の有無にか

かわらず誰でも利用しやすい環境の整備」（同居 25.0％、その他別居 34.0％）、「地元自治体

や地域の警察との連携」（同 23.0％、33.0％）は《その他別居》の方が 10 ポイント前後高

い。 
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（２）認知症に対するサービスやサポートの情報源【本人・家族】 

 

図 28：認知症に対するサービスやサポートの情報は何から得ているか（複数回答） 

 

認知症に対するサービスやサポートの情報源は、《本人》では、「介護施設や介護関係者か

ら」（51.0％）が半数を超えて最も多く、以下「行政のパンフレットなどから」（39.0％）、

「家族、親戚、知人などから」（36.0％）、「病院や医師・看護師・管理栄養士など医療関係

者から」（32.0％）などの順となっている。 

《家族》では、やはり「介護施設や介護関係者から」（69.7％）が最も多いが、《本人》（51.0％）

よりもさらに高い割合である。以下、「病院や医師・看護師・管理栄養士など医療関係者か

介護施設や介護関係者から

行政のパンフレットなどから

家族、親戚、知人などから

病院や医師・看護師・管理栄養士など医療関係者から
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4.0

11.7

6.3

3.3

4.7

1.0

1.0

0 20 40 60 80

本人 <N=100>

家族 <N=300>

（％）

「介護施設や介護関係者から」（本人 51.0％、家族 69.7％）、「行政のパンフレットな

どから」（同 39.0％、34.3％）、「家族、親戚、知人などから」（同 36.0％、32.3％）、「病

院や医師・看護師・管理栄養士など医療関係者から」（同 32.0％、43.3％）、「テレビのニ

ュースや番組」（同 28.0％、28.0％）、「新聞や雑誌の記事、ニュース」（同 24.0％、24.0％）、

「インターネットの情報サイト」（同 18.0％、30.7％）などの順で、《家族》の方が高い

割合の項目が多い。 
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ら」（43.3％）、「行政のパンフレットなどから」（34.3％）、「家族、親戚、知人などから」（32.3％）、

「インターネットの情報サイト」（30.7％）などの順で、《本人》に比べ、「介護施設や介護

関係者から」（本人 51.0％、家族 69.7％）、「病院や医師・看護師・管理栄養士など医療関係

者から」（同 32.0％、43.3％）、「インターネットの情報サイト」（同 18.0％、30.7％）など、

高い割合の項目が多いが、「テレビのコマーシャル」は反対に、《本人》（16.0％）に対し、

《家族》（4.0％）は少ない。 

図 29：認知症に対するサービスやサポートの情報は何から得ているか【家族：同居の有無別】 

（複数回答） 

 

家族について、同居の有無別にみると、《近隣別居》では、《同居》に比べ、「介護施設や

介護関係者から」（同居 74.0％、近隣別居 65.0％）、「病院や医師・看護師・管理栄養士など

医療関係者から」（同 49.0％、38.0％）などの割合は低いが、「テレビのニュースや番組」（同

居 19.0％、近隣別居 31.0％）、「認知症に関する書籍から」（同 6.0％、17.0％）などは逆に

《近隣別居》の人の方が高い割合である。《近隣別居》と《その他別居》の間には大きな差

はない。 

  

介護施設や介護関係者から

病院や医師・看護師・管理栄養士など医療関係者から

家族、親戚、知人などから

インターネットの情報サイト

行政のパンフレットなどから

テレビのニュースや番組

新聞や雑誌の記事、ニュース

認知症に関する書籍から

薬局（薬剤師）から

新聞や雑誌の広告

テレビのコマーシャル

ＳＮＳから（フェイスブックやツイッターなど）

警察から

その他

74.0

49.0

33.0

32.0

28.0

19.0

17.0

6.0

5.0

4.0

1.0

1.0

2.0

65.0

38.0

29.0

30.0

36.0

31.0

26.0

17.0

5.0

11.0

9.0

7.0

2.0

1.0

70.0

43.0

35.0

30.0

39.0

34.0

29.0

12.0

4.0

4.0

2.0

2.0

1.0

0 20 40 60 80

同居 <N=100>

近隣別居 <N=100>

その他別居 <N=100>

（％）
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（３）回答者自身、認知症の方との生活で困りごとはあるか【家族】 

図 30：回答者自身、本人との生活で困りごとはあるか 

 

 

《家族》について、回答者自身、本人との生活で困りごとはあるかどうかをみると、「あ

る」のは３人に２人（67.0％）の割合となっている。 

同居の有無別にみると、「ある」とする割合は、《同居》78.0％、《近隣別居》68.0％、《そ

の他別居》55.0％と、本人との距離が近いほど高い割合となっている。 

  

あ　る な　い

家族 <N=300>

同居 <n=100>

近隣別居 <n=100>

その他別居 <n=100>

同
居

67.0

78.0

68.0

55.0

33.0

22.0

32.0

45.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

 ３人に２人（67.0％）が「ある」。 

《家族》の同居の有無別では、「ある」割合は、《同居》78.0％、《近隣別居》68.0％、

《その他別居》55.0％と、本人との距離が近いほど高い。 

困りごとの内容は、「意思疎通が難しい」（32 件）、「自分の時間がない／目が離せない」

（27件）、「物忘れが激しい、覚えられない／同じ事を何度もする」（24件）、「排泄困難、

トイレの世話」（18件）など。 
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表 3：困りごとの内容（自由回答：件） 

順位  件数 

1 意思疎通が難しい 32 

2 自分の時間がない／目が離せない 27 

3 物忘れが激しい、覚えられない／同じ事を何度もする 24 

4 排泄困難、トイレの世話 18 

5 こちらの言うことを聞いてくれない 12 

5 すぐに怒る／感情的になる 12 

7 徘徊 10 

8 将来が不安／精神的に不安定になる 7 

9 昼夜逆転 6 

10 食事の世話 5 

10 物を盗まれたなど、あらぬ疑いをかけられる 5 

10 予測不能な行動をとる 5 

13 お金をどんどん使ってしまう 4 

13 経済面 4 

13 離れているため毎日介護ができない 4 

 その他 52 

 特になし・わからない 5 

 

困りごとの内容を、自由回答で具体的に答えてもらった結果をみると、「意思疎通が難し

い」（32件）、「自分の時間がない／目が離せない」（27件）、「物忘れが激しい、覚えられな

い／同じ事を何度もする」（24件）、「排泄困難、トイレの世話」（18件）、「こちらの言うこ

とを聞いてくれない」（12 件）、「すぐに怒る／感情的になる」（12件）、「徘徊」（10 件）な

どがあげられている。 
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（４）家族には、どのような支援が必要だと思うか【家族・介護職】 

図 31：家族には、どのような支援が必要だと思うか（複数回答） 

 

 

家族には、どのような支援が必要だと思うかをみると、《家族》では、「経済面の支援」

（39.7％）、「心身の休息支援」（36.7％）、「病気治療や症状への対処法支援」（33.0％）、「認

知症介護に関する情報」（32.7％）、「介護者個人への健康支援」（26.3％）、「家事負担の軽減」

（23.0％）などの順となっている。 

《介護職》では、「心身の休息支援」（65.0％）、「認知症介護に関する情報」（65.0％）、「介

護者個人への健康支援」（47.0％）、「同じ立場の人と話せる場」（47.0％）などの順で、いず

れの項目も《家族》より高い割合である。一方、《家族》では「支援は必要ない」（14.3％）

が若干いるのに対し、《介護職》（0.0％）では皆無となっている。《家族》自身よりも《介護

経済面の支援

心身の休息支援

病気治療や症状への対処法支援

認知症介護に関する情報

介護者個人への健康支援

家事負担の軽減

同じ立場の人と話せる場

仕事量の軽減

その他

支援は必要ない

39.7

36.7

33.0

32.7

26.3

23.0

12.0

11.7

3.0

14.3

42.0

65.0

41.0

65.0

47.0

32.0

47.0

31.0

0.0

0.0

0 20 40 60 80

家族 <N=300>

介護職 <N=100>

（％）

「経済面の支援」（家族 39.7％、介護職 42.0％）、「心身の休息支援」（同 36.7％、65.0％）、

「病気治療や症状への対処法支援」（同 33.0％、41.0％）、「認知症介護に関する情報」（同

32.7％、65.0％）、「介護者個人への健康支援」（同 26.3％、47.0％）、「家事負担の軽減」

（同 23.0％、32.0％）、「同じ立場の人と話せる場」（同 12.0％、47.0％）、「仕事量の軽減」

（同 11.7％、31.0％）といった結果で、いずれの項目も《介護職》の方が《家族》より

高い。 

《家族》の同居の有無別では、「心身の休息支援」（同居 46.0％、近隣別居 39.0％、そ

の他別居 25.0％）をはじめ、本人との距離が近いほど高い割合を示す項目が多い。 
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職》の方が家族への支援の必要性を強く感じている。 

図 32：家族には、どのような支援が必要だと思うか【家族：同居の有無別】（複数回答） 

 

 

家族について、同居の有無別にみると、「心身の休息支援」（同居 46.0％、近隣別居 39.0％、

その他別居 25.0％）をはじめ、本人との距離が近いほど高い割合を示す項目が多くなって

いる。一方、「支援は必要ない」は、《同居》（10.0％）、《近隣別居》（8.0％）の１割前後に

比べ、《その他別居》（25.0％）では４人に１人の割合と高い。 

  

心身の休息支援

病気治療や症状への対処法支援

経済面の支援

家事負担の軽減

認知症介護に関する情報

介護者個人への健康支援

同じ立場の人と話せる場

仕事量の軽減

その他

支援は必要ない

46.0

38.0

37.0

32.0

29.0

25.0

12.0

9.0

4.0

10.0

39.0

33.0

42.0

19.0

36.0

32.0

18.0

16.0

2.0

8.0

25.0

28.0

40.0

18.0

33.0

22.0

6.0

10.0

3.0

25.0

0 10 20 30 40 50

同居 <n=100>

近隣別居 <n=100>

その他別居 <n=100>

（％）
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（５）これまで経験した中で「助けられた、良かった」サービスやサポートの有無 

 

図 33：これまで経験した中で「助けられた、良かった」サービスやサポートの有無 

 

 

これまで経験した中で「助けられた、良かった」サービスやサポートの有無をみると、「あ

った」とする割合は、《本人》（54.0％）、《家族》（50.7％）、《介護職》（50.0％）のいずれも

半数程度である。 

  

あった なかった

本人 <N=100>

家族 <N=300>

介護職 <N=100>

54.0

50.7

50.0

46.0

49.3

50.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

 「あった」割合は、《本人》（54.0％）、《家族》（50.7％）、《介護職》（50.0％）のいずれ

も半数程度。 

《家族》の同居の有無別では、「あった」割合は、《同居》（47.0％）、《その他別居》（43.0％）

に比べ、《近隣別居》（62.0％）で高い。 

「助けられた、良かった」サービスやサポートの具体的内容は、《本人》では「デイサ

ービス」（10 件）、「介護スタッフが相談に乗ってくれたこと」（9 件）、「徘徊した時に助

けてもらった」（5 件）など、《家族》では「デイサービス、ショートステイ」（29 件）、

「特別養護老人ホームなど介護施設」（21件）、「訪問介護、ヘルパー」（14件）など、《介

護職》では「デイサービス、ショートステイ」（7 件）、「話し相手になること、接する際

の心構え」（7件）などとなっている。 
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図 34：これまで経験した中で「助けられた、良かった」サービスやサポートの有無 

【家族：同居の有無別】 

 

 

家族について、同居の有無別にみると、「あった」割合は、《同居》（47.0％）、《その他別

居》（43.0％）の４割台に比べ、《近隣別居》では６割強（62.0％）と高い。 

表 4：「助けられた、良かった」サービスやサポートの具体的内容《本人》（自由回答：件） 

順位  件数 

1 デイサービス 10 

2 介護スタッフが相談に乗ってくれたこと 9 

3 徘徊した時に助けてもらった 5 

4 入浴介助 3 

5 介護タクシー、送り迎え 2 

 その他 15 

 特になし・わからない 11 

 

「助けられた、良かった」サービスやサポートの内容を、自由回答で答えてもらった結果

をみると、まず《本人》では、回答総数そのものが少ないが、「デイサービス」（10件）、「介

護スタッフが相談に乗ってくれたこと」（9 件）、「徘徊した時に助けてもらった」（5 件）、「入

浴介助」（3 件）などがあげられている。 

 

あった なかった

同居 <n=100>

近隣別居 <n=100>

その他別居 <n=100>

47.0

62.0

43.0

53.0

38.0

57.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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表 5：「助けられた、良かった」サービスやサポートの具体的内容《家族》（自由回答：件） 

順位  件数 

1 介護スタッフのアドバイス、対応 39 

2 デイサービス、ショートステイ 29 

3 特別養護老人ホームなど介護施設 21 

4 訪問介護、ヘルパー 14 

5 病院 9 

6 公的補助など経済支援 7 

7 親戚・近隣住民などのサポート 5 

 徘徊した時に助けてもらった 5 

9 介護タクシー、送り迎え 4 

 その他 25 

 特になし・わからない 7 

 

次いで、《家族》の回答をみると、「介護スタッフのアドバイス、対応」（39件）が最も多

く、以下「デイサービス、ショートステイ」（29 件）、「特別養護老人ホームなど介護施設」

（21件）、「訪問介護、ヘルパー」（14 件）、「病院」（9 件）、「公的補助など経済支援」（7件）

などの順となっている。 
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表 6：認知症の人に特に役立ったサービスやサポートの具体的内容《介護職》（自由回答：件） 

順位  件数 

1 デイサービス、ショートステイ 7 

 話し相手になること、接する際の心構え 7 

3 地域包括支援センター 4 

4 介護タクシーなど外出サポート 2 

 講演会、研修会 2 

 地域のコミュニティ形成 2 

 その他 19 

 特になし・わからない 9 

 

《介護職》については、回答総数が少ないが、「デイサービス、ショートステイ」（7 件）、

「話し相手になること、接する際の心構え」（7件）、「地域包括支援センター」（4 件）など

があげられている。 
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（６）認知症の人や家族への訪問支援サービスを行っている中で、困っていることや大きな

課題【介護職】 

 

表 7：認知症の人や家族への訪問支援サービスを行っている中で、困っていることや大きな課題 

（自由回答：件） 

順位  件数 

1 家族や周囲の認知症への理解 24 

2 独居や老老介護の高齢者が多いこと 7 

3 家族の金銭的サポート、公的支援 5 

4 家族へのサポート 4 

5 意思疎通が難しい 3 

 その他 33 

 特になし・わからない 28 

 

《介護職》の人に対して、認知症の人や家族への訪問支援サービスを行っている中で、困

っていることや大きな課題を自由回答であげてもらったところ、回答総数があまり多くな

いが、「家族や周囲の認知症への理解」（24件）が最も多くなっている。以下、「独居や老老

介護の高齢者が多いこと」（7 件）、「家族の金銭的サポート、公的支援」（5件）、「家族への

サポート」（4件）、「意思疎通が難しい」（3件）などの順となっている。 

 

 

 

  

 「家族や周囲の認知症への理解」（24件）が最も多く、以下「独居や老老介護の高齢者

が多いこと」（7 件）、「家族の金銭的サポート、公的支援」（5 件）など。 



87 

 

2.7. 企業等における認知症バリアフリー実施状況に関するアンケート調査 

2.7.1. 調査目的 

 認知症に関する企業等の「認知症バリアフリー宣言（仮称）」及び認証制度の在り方、評

価視点、普及方策を検討するために、認知症バリアフリーに関する現状の取組、認知症バ

リアフリーに関する従業員教育の実施状況、認知症バリアフリー宣言、認証への取組意向

の認知症バリアフリー宣言、認証への取組課題等について調査を行い、企業等の視点を定

量的に把握することとした。 

 

2.7.2. 調査対象 

日本認知症官民協議会に参加する業界団体のうち、医療・介護、報道分野を除く業界団

体傘下の企業を対象にした。 

 

2.7.3. 調査方法 

 WEBアンケートにより実施した。 

 

2.7.4. 調査項目 

 アルツハイマーニュージーランドの事例、ヒアリング調査、グループインタビュー調査

の結果、専門委員会での議論を踏まえ、調査項目を設計した。調査項目については、資料

編を参照。 

 

2.7.5. 調査結果 

令和 2 年 2 月 18日から依頼状を送付し、WEB での回収を行ったが、回収数は 112件と

想定を大きく下回る結果となった。加えて回答者の約 9 割（99件）が金融・保険業となっ

ている。これは、新型コロナウィルス感染拡大対策等により、企業側もこの時期のアンケ

ートへの対応が難しかったことが原因であると思われる。 

このため、本年度は、サンプル数の確保できた金融・保険業についてのみ、従業員規模、

従業員における認知症の家族の有無別、認知症バリアフリー宣言への取組意向別にてクロ

ス集計を行っている。 
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【回答者属性】 

Ｆ１．業種 

サンプ

ル数 

金融・

保険業 

製造業 情報 

通信業 

運輸・

郵便業 

宿泊・

飲食業 

卸・小

売業 

不動産・

物品賃

貸業 

医療・

福祉 

その他 

112 99 3 2 2 2 1 1 1 1 

100.0 88.4 2.7 1.8 1.8 1.8 0.9 0.9 0.9 0.9 

 

Ｆ２．従業員数 

サンプ

ル数 

～50

人 

51～

100 人 

101～

300 人 

301～

500 人 

501～

1,000

人 

1,001

人以上 

112 22 6 9 10 16 49 

100.0 19.6 5.4 8.0 8.9 14.3 43.8 

 

Ｆ３．回答者の役職 

サンプ

ル数 

一般職 管理職 役員 その他 

112 38 65 9 0 

100.0 33.9 58.0 8.0 0.0 

 

Ｆ４．従業員の中に認知症の方はいるか（複数回答） 

サンプ

ル数 

若年性

認知症

の人が

いる 

軽度認

知障害

（ＭＣＩ）

の人が

いる 

認知症

の人が

いる 

いない わから

ない 

112 3 3 2 52 56 

100.0 2.7 2.7 1.8 46.4 50.0 
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Ｆ５．従業員の中に認知症の家族の介護をしている人はいるか 

サンプ

ル数 

いる いない わから

ない 

112 51 7 54 

100.0 45.5 6.3 48.2 

 

【認知症バリアフリーに関する制度等の整備状況】 

（１）認知症に関する「従業員の教育・研修やマニュアル等の整備状況」 

 

図 35：認知症に関する「従業員の教育・研修やマニュアル等の整備状況」について、 

あてはまるもの（複数回答）
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顧
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対
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関
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践
的
な
訓
練
を
実
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は
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い

500人以下 <n=43> 14.0 -　 11.6 4.7 7.0 4.7 4.7 11.6 65.1

501人以上 <n=56> 82.1 39.3 14.3 21.4 19.6 21.4 1.8 10.7 7.1

いる <n=45> 71.1 33.3 22.2 22.2 15.6 24.4 4.4 6.7 11.1

いない、わからない <n=54> 37.0 13.0 5.6 7.4 13.0 5.6 1.9 14.8 50.0

取り組み意向あり <n=42> 64.3 26.2 11.9 21.4 11.9 21.4 2.4 7.1 23.8

何ともいえない、考えていない <n=57> 43.9 19.3 14.0 8.8 15.8 8.8 3.5 14.0 38.6

金
融
・
保
険
業

員
数

従
業

家
族

介
護

宣
言

B
F

49.1

19.6

14.3 14.3 13.4 12.5

4.5

11.6

33.9

0

10

20

30

40

50

60 <N=112>

（％）

“行っているものがある”（66.1％）のは３社に２社程度。行っていることは、「認知症

サポーターの育成（従業員の研修受講）に取り組んでいる」（49.1％）が多く、以下は１

割以下だが、「キャラバン・メイト（指導者）の育成を行っている」（19.6％）、「認知症

に関する自社オリジナルの研修を行っている」（14.3％）、「認知症の基礎知識に関する資

料（ガイドブックなど）を従業員に配布している」（14.3％）などを行っている。 
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認知症に関する「従業員の教育・研修やマニュアル等の整備状況」について、あてはま

るものをみると、「行っているものはない」（33.9％）のは３社に１社程度で、残りの３社に

２社（66.1％）は何らかのことを行っている。最も多いのは「認知症サポーターの育成（従

業員の研修受講）に取り組んでいる」（49.1％）で、半数近くに達している。そのほかの項

目は、高くても１割台だが、「キャラバン・メイト（指導者）の育成を行っている」（19.6％）、

「認知症に関する自社オリジナルの研修を行っている」（14.3％）、「認知症の基礎知識に関

する資料（ガイドブックなど）を従業員に配布している」（14.3％）、「認知症の顧客に対す

る対応・接遇マニュアルを用意している」（13.4％）、「外部の研修機関を活用し認知症に関

する研修を行っている（認知症サポーターを除く）」（12.5％）などの順となっている。 

 

以下、金融・保険業の業種に対して、属性別にみると、まず従業員数別では、《500 人以

下》の回答者では「行っているものはない」（65.1％）が６割台と多く、行っているものと

しては、最も多いものでも「認知症サポーターの育成（従業員の研修受講）に取り組んで

いる」（14.0％）と１割台にとどまっている。《501 人以上》では「行っているものはない」

（7.1％）はわずかで、行っているものとしては、「認知症サポーターの育成（従業員の研修

受講）に取り組んでいる」（82.1％）の８割強をはじめ、「キャラバン・メイト（指導者）の

育成を行っている」（39.3％）、「認知症の基礎知識に関する資料を従業員に配布している」

（21.4％）、「外部の研修機関を活用し認知症に関する研修を行っている」（21.4％）などが

みられる。 

 

従業員内における従業員内における認知症介護家族の有無別にみると、認知症介護家族

が《いない、わからない》層では、「行っているものはない」（50.0％）が半数に達し、《い

る》（11.1％）という回答者の１割程度と比べて差が大きい。行っているものとしては、「認

知症サポーターの育成（従業員の研修受講）に取り組んでいる」（《いる》71.1％、《いない、

わからない》37.0％）、「キャラバン・メイト（指導者）の育成を行っている」（同 33.3％、

13.0％）など、《いる》企業の方が高い項目がほとんどである。 

 

認知症バリアフリー宣言への取り組み意向別にみると、「行っているものはない」割合は

《取り組み意向あり》（23.8％）よりも《何ともいえない、考えていない》（38.6％）の方が

15 ポイント近く高く、行っているものとしては、「認知症サポーターの育成（従業員の研修

受講）に取り組んでいる」（《取り組み意向あり》64.3％、《何ともいえない、考えていない》

43.9％）、「認知症の基礎知識に関する資料（ガイドブックなど）を従業員に配布している」

（同 21.4％、8.8％）、「外部の研修機関を活用し認知症に関する研修を行っている（認知症

サポーターを除く）」（同 21.4％、8.8％）など、《取り組み意向あり》の方が高い割合とな

っている項目が多い。 
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（２）認知症に関する「顧客対応やサービス」 

 

図 36：認知症に関する「顧客対応やサービス」について、あてはまるもの（複数回答） 

 

 

認知症に関する「顧客対応やサービス」について、あてはまるものは、「行っているもの

はない」（33.0％）のはやはり３社に１社程度で、“行っているものがある”（67.0％）のは

３社に２社程度である。行っているのは、「認知症の方が理解しやすいようゆっくりと丁寧

に説明している」（45.5％）、「認知症の方のペースに合わせた接客・対応を行っている」

（41.1％）、「店舗や顧客窓口に認知症に関する知識をもった人材を配置している」（32.1％）、

「認知症の方向けの商品・サービスを販売・提供している」（19.6％）などである。 

 

以下、金融・保険業の業種に対して、属性別にみると、まず従業員数別では、前項の“従

業員の教育・研修やマニュアル等の整備状況”と同様、《500人以下》では「行っているもの
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500人以下 <n=43> 18.6 11.6 11.6 9.3 7.0 -　 4.7 2.3 -　 9.3 60.5

501人以上 <n=56> 67.9 66.1 51.8 30.4 17.9 17.9 8.9 3.6 5.4 19.6 5.4

いる <n=45> 53.3 53.3 53.3 20.0 22.2 17.8 13.3 2.2 6.7 8.9 17.8

いない、わからない <n=54> 40.7 33.3 18.5 22.2 5.6 3.7 1.9 3.7 -　 20.4 38.9

取り組み意向あり <n=42> 47.6 40.5 40.5 26.2 14.3 9.5 9.5 -　 4.8 9.5 26.2

何ともいえない、考えていない <n=57> 45.6 43.9 29.8 17.5 12.3 10.5 5.3 5.3 1.8 19.3 31.6
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（％）

“行っているものがある”（67.0％）のは３社に２社程度。行っていることは、「認知症

の方が理解しやすいようゆっくりと丁寧に説明している」（45.5％）、「認知症の方のペー

スに合わせた接客・対応を行っている」（41.1％）、「店舗や顧客窓口に認知症に関する知

識をもった人材を配置している」（32.1％）、「認知症の方向けの商品・サービスを販売・

提供している」（19.6％）など。 
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はない」（60.5％）では６割強を占めており、行っているものとしては、「認知症の方が理解

しやすいようゆっくりと丁寧に説明している」の２割弱（18.6％）が最も多い程度である。 

《501 人以上》では「行っているものはない」（5.4％）はごくわずかで、行っているものと

しては、「認知症の方が理解しやすいようゆっくりと丁寧に説明している」（67.9％）、「認知

症の方のペースに合わせた接客・対応を行っている」（66.1％）が６割台、「店舗や顧客窓口

に認知症に関する知識をもった人材を配置している」が５割強（51.8％）、「認知症の方向け

の商品・サービスを販売・提供している」が３割強（30.4％）など、多くのことを行ってい

る。 

 

従業員内における認知症介護家族の有無別にみると、「行っているものはない」の割合は

《いない、わからない》（38.9％）という企業の方が《いる》（17.8％）よりも 20ポイント

以上高い割合である。行っているものとしては、「認知症の方が理解しやすいようゆっくり

と丁寧に説明している」（《いる》53.3％、《いない、わからない》40.7％）、「認知症の方の

ペースに合わせた接客・対応を行っている」（同 53.3％、33.3％）、「店舗や顧客窓口に認知

症に関する知識をもった人材を配置している」（同 53.3％、18.5％）など、ほとんどの項目

で《いる》という企業の方が高くなっている。 

 

認知症バリアフリー宣言への取り組み意向別にみると、「店舗や顧客窓口に認知症に関す

る知識をもった人材を配置している」は、《取り組み意向あり》（40.5％）の方が《何ともい

えない、考えていない》（29.8％）よりも 10ポイント強高い。 
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（３）認知症に関する「店舗の設備面の整備状況」 

 

図 37：認知症に関する「店舗の設備面の整備状況」について、あてはまるもの（複数回答） 

 

 

認知症に関する「店舗の設備面の整備状況」について、あてはまるものをみると、「店舗

がないため非該当」（33.9％）が３分の１ほどを占めている。また、「行っているものはない」

は 24.1％で、何らかのことを行っているのは４割強（42.0％）である。具体的には、「段差

の解消、スロープ、手すり設置など認知症の人でも利用しやすい環境を整えている」（38.4％）

に回答が集中しており、そのほかでは多くても１割程度で、「くつろげる空間づくりのため

に、落ち着いた照明、防音などに配慮している」（10.7％）、「サインや表示類は認知症の人

にも利用（理解）しやすいよう工夫している」（9.8％）などとなっている。 

 

以下、金融・保険業の業種に対して、属性別にみると、まず従業員数別では、《500 人以
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500人以下 <n=43> 9.3 2.3 2.3 -　 -　 -　 2.3 20.9 69.8

501人以上 <n=56> 62.5 16.1 12.5 12.5 7.1 -　 7.1 25.0 7.1

いる <n=45> 64.4 15.6 11.1 11.1 8.9 -　 4.4 13.3 17.8

いない、わからない <n=54> 18.5 5.6 5.6 3.7 -　 -　 5.6 31.5 48.1

取り組み意向あり <n=42> 50.0 16.7 9.5 14.3 9.5 -　 2.4 23.8 23.8

何ともいえない、考えていない <n=57> 31.6 5.3 7.0 1.8 -　 -　 7.0 22.8 42.1
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３分の１は「店舗がないため非該当」（33.9％）。行っていることは、「段差の解消、ス

ロープ、手すり設置など認知症の人でも利用しやすい環境を整えている」（38.4％）、「く

つろげる空間づくりのために、落ち着いた照明、防音などに配慮している」（10.7％）、「サ

インや表示類は認知症の人にも利用（理解）しやすいよう工夫している」（9.8％）など。 
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下》では「店舗がないため非該当」（69.8％）が７割に近く、そのほかの項目も「行ってい

るものはない」（20.9％）が多く、行っているものとしては「段差の解消、スロープ、手す

り設置など認知症の人でも利用しやすい環境を整えている」（9.3％）が最も多いが、１割に

満たない。《501 人以上》の企業では、「行っているものはない」（25.0％）は４分の１で、

４分の３近くは何らかの整備を行っており、最も多い「段差の解消、スロープ、手すり設

置など認知症の人でも利用しやすい環境を整えている」（62.5％）は６割を超えている。 

 

従業員内における認知症介護家族の有無別にみると、《いない、わからない》という企業

では「店舗がないため非該当」（48.1％）が半数近くを占め、それ以外の回答も「行ってい

るものはない」（31.5％）が多く、実際に行っているものとしては「段差の解消、スロープ、

手すり設置など認知症の人でも利用しやすい環境を整えている」（18.5％）の２割弱が最高

である。《いる》という企業では、「店舗がないため非該当」（17.8％）、「行っているものは

ない」（13.3％）のいずれも１割台で、行っているものとしては「段差の解消、スロープ、

手すり設置など認知症の人でも利用しやすい環境を整えている」（64.4％）が６割を超えて

いる。 

 

認知症バリアフリー宣言への取り組み意向別にみると、《何ともいえない、考えていない》

という企業では、「店舗がないため非該当」が４割強（42.1％）を占めており、行っている

ものとしては「段差の解消、スロープ、手すり設置など認知症の人でも利用しやすい環境

を整えている」（31.6％）が３割を超えているが、そのほかの項目はいずれも１割未満であ

る。《取り組み意向あり》の企業では、「段差の解消、スロープ、手すり設置など認知症の

人でも利用しやすい環境を整えている」（50.0％）を半数があげて最も多くなっている。 
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（４）認知症に関する「地域との連携状況」 

 

図 38：認知症に関する「地域との連携状況」について、あてはまるもの（複数回答） 

 

 

認知症に関する「地域との連携状況」について、あてはまるものは、「行っているものは

ない」（61.6％）が６割を超えており、“行っているものがある”という回答は４割弱（38.4％）

となっている。具体的に行っていることは、「地域の『見守り、声かけ、ＳＯＳネットワー

ク』などに参加・支援している」（21.4％）が２割台、「地域包括支援センター等の専門機関

と連携体制を構築している」（15.2％）、「地域の警察と連携体制を構築している」（15.2％）

が１割台となっている。 

 

以下、金融・保険業の業種に対して、属性別にみると、まず従業員数別では、《500 人以

下》では「行っているものはない」（86.0％）が大半を占め、行っているものはほとんどな

い状況である。《501 人以上》では、「行っているものはない」（41.1％）は４割強で、残り
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“行っているものはない”のが 6 割強（61.6％）で、「地域の『見守り、声かけ、ＳＯＳ

ネットワーク』などに参加・支援している」（21.4％）、「地域包括支援センター等の専門

機関と連携体制を構築している」（15.2％）、「地域の警察と連携体制を構築している」

（15.2％）などを行っている。 
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ワーク』などに参加・支援している」が４割強（41.1％）、「地域包括支援センター等の専門

機関と連携体制を構築している」（25.0％）、「地域の警察と連携体制を構築している」（25.0％）

が２割台などとなっている。 

 

従業員内における認知症介護家族の有無別にみると、《いない、わからない》という企業

では「行っているものはない」（81.5％）が８割を超えており、実際に行っているものでは

「地域の『見守り、声かけ、ＳＯＳネットワーク』などに参加・支援している」（7.4％）が

最も多いが、１割以下にとどまっている。《いる》という企業では、「行っているものはな

い」（35.6％）は３割台で、行っているものとしては「地域の『見守り、声かけ、ＳＯＳネ

ットワーク』などに参加・支援している」（42.2％）が４割台、「地域の警察と連携体制を構

築している」（31.1％）が３割台、「地域包括支援センター等の専門機関と連携体制を構築し

ている」（26.7％）が２割台などとなっている。 

 

認知症バリアフリー宣言への取り組み意向別にみると、「行っているものはない」の割合

は《取り組み意向あり》では半数（50.0％）、《何ともいえない、考えていない》では７割弱

（68.4％）で、後者の方が 20 ポイント近く高い。行っているものとしては、《取り組み意

向あり》の方が総じて高率で、「地域の『見守り、声かけ』などに参加・支援している」（31.0％）、

「地域の警察と連携体制を構築している」（23.8％）、「地域包括支援センター等の専門機関

と連携体制を構築している」（21.4％）などとなっている。 
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（５）認知症に関する「社内制度の整備状況」 

 

図 39：認知症に関する「社内制度の整備状況」について、あてはまるもの（複数回答） 

 

 

認知症に関する「社内制度の整備状況」について、あてはまるものをみると、「行ってい

るものはない」（26.8％）は４分の１強で、残りの４分の３弱（73.2％）は何らかの整備を

行っている。最も多いのは「従業員の家族の介護に伴う離職防止のための制度や施策を用

意している」（67.9％）で、突出して高い割合となっている。以下、「従業員の治療と仕事の

両立に関する制度や施策を用意している」（27.7％）、「従業員が認知症になった場合の相談

窓口が社内に用意されている」（16.1％）が続いている。 

 

以下、金融・保険業の業種に対して、属性別にみると、まず従業員数別では、《500 人以
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“行っているものがある”のは７割強（73.2％）と多い。行っていることは、「従業員の

家族の介護に伴う離職防止のための制度や施策を用意している」（67.9％）が突出して多

く、以下「従業員の治療と仕事の両立に関する制度や施策を用意している」（27.7％）、「従

業員が認知症になった場合の相談窓口が社内に用意されている」（16.1％）など。 
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ものとしては「従業員の家族の介護に伴う離職防止のための制度や施策を用意している」

（44.2％）が４割台、「従業員の治療と仕事の両立に関する制度や施策を用意している」

（16.3％）が１割台となっている。《501 人以上》では、「従業員の家族の介護に伴う離職防

止のための制度や施策を用意している」がほぼ９割（89.3％）に達しているほか、「従業員

の治療と仕事の両立に関する制度や施策を用意している」（37.5％）、「従業員が認知症にな

った場合の相談窓口が社内に用意されている」（19.6％）、「従業員が認知症になった場合に

相談できる連携専門機関がある」（10.7％）などの順で、ほとんどの項目で《500 人以下》

よりも高い割合である。 

 

従業員内における認知症介護家族の有無別にみると、認知症介護家族が《いない、わか

らない》企業では「行っているものはない」（35.2％）の割合が《いる》（11.1％）企業に比

べて高い。具体的に行っている項目も、「従業員の家族の介護に伴う離職防止のための制度

や施策を用意している」（《いる》84.4％、《いない、わからない》57.4％）、「従業員の治療

と仕事の両立に関する制度や施策を用意している」（同 42.2％、16.7％）など、総じて《い

る》企業の方が高い割合である。 

 

認知症バリアフリー宣言への取り組み意向別にみると、《取り組み意向あり》という企業

では「従業員の家族の介護に伴う離職防止のための制度や施策を用意している」（81.0％）

が８割を超えており、《何ともいえない、考えていない》（61.4％）という企業よりも 20 ポ

イント近く高い。 

  



99 

 

（６）認知症に関する「社内の設備面の整備状況」 

 

図 40：認知症に関する「社内の設備面の整備状況」について、あてはまるもの（複数回答） 

 

 

認知症に関する「社内の設備面の整備状況」について、あてはまるものは、「行っている

ものはない」（58.0％）が半数を超えており、何らかの整備を行っているのは４割強（42.0％）

である。最も多いのは「段差の解消、スロープ、手すり設置など認知症の人でも利用しや

すい環境を整えている」（32.1％）で、３割を超えているが、そのほかの項目はいずれも１

割未満で、「くつろげる空間づくりのために、落ち着いた照明、防音などに配慮している」

（9.8％）などが続いている。 

 

以下、金融・保険業の業種に対して、属性別にみると、まず従業員数別では、《500 人以
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“行っているものがある”のは４割強（42.0％）で、最も多いのは「段差の解消、スロー

プ、手すり設置など認知症の人でも利用しやすい環境を整えている」（32.1％）。 
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下》では「行っているものはない」（81.4％）が８割を超えており、行っているものとして

は「段差の解消、スロープ、手すり設置など認知症の人でも利用しやすい環境を整えてい

る」（11.6％）が１割を超えているのが最も高く、そのほかの項目はいずれもわずかである。

《501 人以上》では、「段差の解消、スロープ、手すり設置など認知症の人でも利用しやす

い環境を整えている」（50.0％）を半数があげているほか、「くつろげる空間づくりのために、

落ち着いた照明、防音などに配慮している」（17.9％）、「出入り口などが識別しやすいよう

色やデザインを工夫している」（10.7％）が１割台などとなっている。 

 

従業員内における認知症介護家族の有無別にみると、認知症介護家族が《いない、わか

らない》企業では「行っているものはない」が７割（70.4％）と多数を占めており、行って

いるものとしては「段差の解消、スロープ、手すり設置など認知症の人でも利用しやすい

環境を整えている」（18.5％）、「くつろげる空間づくりのために、落ち着いた照明、防音な

どに配慮している」（11.1％）が１割台となっている。《いる》企業では、「行っているもの

はない」は４割（40.0％）と少なめで、行っているものとしては「段差の解消、スロープ、

手すり設置など認知症の人でも利用しやすい環境を整えている」が半数強（51.1％）を占め、

以下「出入り口などが識別しやすいよう色やデザインを工夫している」（13.3％）、「くつろ

げる空間づくりのために、落ち着いた照明、防音などに配慮している」（11.1％）が１割台

となっている。 

 

認知症バリアフリー宣言への取り組み意向別にみると、《何ともいえない、考えていない》

という企業では、「行っているものはない」が３分の２（66.7％）を占め、行っているもの

では「段差の解消、スロープ、手すり設置など認知症の人でも利用しやすい環境を整えて

いる」（24.6％）以外はほとんどみられない。《取り組み意向あり》の企業では、「行ってい

るものはない」（42.9％）は少なめで、行っているものとしては「段差の解消、スロープ、

手すり設置など認知症の人でも利用しやすい環境を整えている」（45.2％）、「くつろげる空

間づくりのために、落ち着いた照明、防音などに配慮している」（16.7％）、「出入り口など

が識別しやすいよう色やデザインを工夫している」（16.7％）、「認知症の方が休むことがで

きるスペースを用意している」（9.5％）などがあげられている。 
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（７）認知症の人やその家族からニーズや意見の収集を行っているか 

図 41：認知症の人やその家族からニーズや意見の収集を行っているか 

 

 

認知症の人やその家族からニーズや意見の収集をどのように行っているかを見ると、サ

ンプル数は 39名と少ないが、「日常業務の中で直接寄せられるご意見や苦情要望」が７割

強（71.8％）を占めて圧倒的に多い対応となっている。以下、「調査機関等の報告書を活用」

（23.1％）、「認知症の方や家族から電話、メール等により意見収集」（17.9％）、「顧客アン

ケートにより収集」（17.9％）が２割前後などとなっている。 

 

  

行っている 行っていない

　全　　　　　体 <N=112>

500人以下 <n=43>

501人以上 <n=56>

いる <n=45>

いない、わからない <n=54>

取り組み意向あり <n=42>

何ともいえない、考えていない <n=57>

従業員数

介護家族

BF宣言

34.8

18.6

48.2

44.4

27.8

35.7

35.1

65.2

81.4

51.8

55.6

72.2

64.3

64.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

金
融
・
保
険
業

認知症の人やその家族からニーズや意見の収集を行っているかどうかをみると、「行っ

ている」のは３分の１強（34.8％）となっている。 

以下、金融・保険業の業種に対して、属性別にみると、まず従業員数別では、《500人

以下》では「行っている」のは２割弱（18.6％）にとどまっている。《501 人以上》（48.2％）

では半数近い割合である。 

従業員内における認知症介護家族の有無別にみると、「行っている」割合は、認知症介

護家族が《いる》（44.4％）企業では４割台、《いない、わからない》（27.8％）企業では

２割台である。 

認知症バリアフリー宣言への取り組み意向別にみると、「行っている」割合は、《取り

組み意向あり》（35.7％）、《何ともいえない、考えていない》（35.1％）の間にほとんど

差はない。 
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図 42：認知症の人やその家族からニーズや意見の収集を、どのように行っているか（複数回答） 

 

次に、収集したニーズや意見はどのように活用しているかをみると、やはりサンプル数

は 39名と少ないが、「顧客対応の見直しに活用している」（79.5％）がほぼ８割を占めて最

も多く、次いで「新商品・サービス開発について活用している」（51.3％）、「既存商品・サ

ービスの見直しに活用している」（48.7％）がともに５割前後で続いている。以下、「社内の

制度の見直しに活用している」（25.6％）、「店舗の設備の見直しに活用している」（20.5％）、

「企業の社会貢献活動に活用している」（12.8％）などの順となっている。 

 

図 43：収集したニーズや意見はどのように活用しているか（複数回答） 
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認知症の人やその家族からニーズや意見の収集を行っていない理由は、「意見収集を行い

たいがどのように収集をして良いかわからない」が３割強（31.5％）で最も多く、次いで「認

知症の顧客がいないため」（21.9％）、「認知症の方とは関係のない商品・サービスを扱って

いるため」（19.2％）、「認知症の方から意見を収集できると思っていないため」（11.0％）な

どの順となっている。 

 

図 1．認知症の人やその家族からニーズや意見の収集を行っていない理由（複数回答） 
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（８）認知症に関する従業員教育を進める上での課題 

 

図 45：認知症に関する従業員教育を進める上での課題について、あてはまるもの（複数回答） 

 

 

認知症に関する従業員教育を進める上での課題について、あてはまるものは、「認知症に

関する従業員教育を行う上で適切なツールがない」（39.3％）、「認知症に関する従業員教育

を行う人的余裕がない」（39.3％）、「認知症に関する従業員教育をどのようにすればよいか

わからない」（33.0％）がいずれも３割台で多く、以下「認知症に関する従業員教育を行う

資金的余裕がない」（13.4％）、「熱心に取り組んでいるのは一部の従業員のみであり、全従

業員にまで浸透していない」（8.0％）といった問題点を指摘する回答が多い。 

 

以下、金融・保険業の業種に対して、属性別にみると、まず従業員数別では、従業員が

少ないほど高い割合となっている項目が多く、「認知症に関する従業員教育を行う人的余裕
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「認知症に関する従業員教育を行う上で適切なツールがない」（39.3％）、「認知症に関

する従業員教育を行う人的余裕がない」（39.3％）、「認知症に関する従業員教育をどのよ

うにすればよいかわからない」（33.0％）、「認知症に関する従業員教育を行う資金的余裕

がない」（13.4％）などの順。 
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のようにすればよいかわからない」（同 48.8％、19.6％）、「認知症に関する従業員教育を行

う資金的余裕がない」（同 16.3％、5.4％）では 10 ポイント以上の差がある。一方、「熱心

に取り組んでいるのは一部の従業員のみであり、全従業員にまで浸透していない」は《501

人以上》（10.7％）では１割ほどいるが、《500 人以下》（0.0％）では皆無である。 

 

従業員内における認知症介護家族の有無別にみると、認知症介護家族が《いる》企業で

は、「課題はない」が３割弱（28.9％）を占め、《いない、わからない》（11.1％）企業に比

べて高い。具体的な課題としては、「認知症に関する従業員教育を行う人的余裕がない」（《い

る》26.7％、《いない、わからない》42.6％）、「認知症に関する従業員教育をどのようにす

ればよいかわからない」（同 26.7％、37.0％）など、《いない、わからない》企業の方が高

い割合の項目が多いが、「熱心に取り組んでいるのは一部の従業員のみであり、全従業員に

まで浸透していない」は、《いない、わからない》（1.9％）企業ではわずかなのに対し、《い

る》企業では１割強（11.1％）みられる。 

 

認知症バリアフリー宣言への取り組み意向別にみると、「認知症に関する従業員教育を行

う上で適切なツールがない」をあげる割合は、《取り組み意向あり》（31.0％）という回答者

よりも《何ともいえない、考えていない》（42.1％）の方が 10 ポイント強高いといった若

干の差がみられる。 
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（９）認知症に関する対応やサービス提供体制を整備する上での課題 

 

図 46：認知症に関する対応やサービス提供体制を整備する上での課題について、 

あてはまるもの（複数回答） 

 

 

認知症に関する対応やサービス提供体制を整備する上での課題について、あてはまるも

のは、「認知症のレベルが判断できないので、その人にあった対応や支援が難しい」（57.1％）

を半数以上があげて最も多い。以下、「どのように体制を整備すればよいのかわからない」

（33.9％）、「顧客の中に認知症の方がいるかどうかわからない」（33.0％）、「認知症の方が

どのような支援を求めているのかわからない」（31.3％）が３割台、「認知症の方に対して特

別な対応を行う人的余裕がない」（17.9％）が１割台で続いている。 

 

以下、金融・保険業の業種に対して、属性別にみると、まず従業員数別では、「認知症の

レベルが判断できないので、その人にあった対応や支援が難しい」は《501人以上》（73.2％）
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「認知症のレベルが判断できないので、その人にあった対応や支援が難しい」（57.1％）

が最も多く、以下「どのように体制を整備すればよいのかわからない」（33.9％）、「顧客

の中に認知症の方がいるかどうかわからない」（33.0％）、「認知症の方がどのような支援

を求めているのかわからない」（31.3％）、「認知症の方に対して特別な対応を行う人的余

裕がない」（17.9％）などが続く。 
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では７割以上と多数を占めているが、《500 人以下》（39.5％）では４割弱で、「顧客の中に

認知症の方がいるかどうかわからない」（46.5％）の方が多くなっている。そのほか、「どの

ように体制を整備すればよいのかわからない」（《500 人以下》39.5％、《501人以上》28.6％）、

「認知症の方がどのような支援を求めているのかわからない」（同 37.2％、25.0％）、「認知

症の方に対して特別な対応を行う人的余裕がない」（同 20.9％、8.9％）など、「認知症のレ

ベルが判断できないので、その人にあった対応や支援が難しい」以外の項目は、従業員が

少ない回答者ほど高い割合の項目が多くなっている。 

 

従業員内における認知症介護家族の有無別にみると、「認知症のレベルが判断できないの

で、その人にあった対応や支援が難しい」は、認知症介護家族が《いない、わからない》（50.0％）

という企業よりも《いる》（68.9％）企業の方が 20ポイント近く高い割合となっているが、

そのほかの項目は「顧客の中に認知症の方がいるかどうかわからない」（《いる》22.2％、《い

ない、わからない》42.6％）、「認知症の方がどのような支援を求めているのかわからない」

（同 24.4％、35.2％）など、《いない、わからない》企業の方が高い項目が多い。 

 

認知症バリアフリー宣言への取り組み意向別にみると、「顧客の中に認知症の方がいるか

どうかわからない」（《取り組み意向あり》23.8％、《何ともいえない、考えていない》40.4％）、

「認知症の方がどのような支援を求めているのかわからない」（同 23.8％、35.1％）など、

《何ともいえない、考えていない》という企業の方が高い割合の項目が多い。 
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（１０）認知症に関して地域連携を進める上での課題 

 

図 47：認知症に関して地域連携を進める上での課題についてあてはまると思うもの（複数回答） 

 

 

認知症に関して地域連携を進める上での課題についてあてはまると思うものは、「認知症

に関して地域の他の事業者や自治体担当者等と情報共有する場がない」（33.0％）、「自社に

連携を推進する担当者を置く人的余裕がない」（30.4％）の２項目が３割台で多く、以下「誰

に相談してよいのかわからない」（21.4％）、「地域で連携のハブとなる機関や団体がない」

（19.6％）、「連携を進めたいが地域にどのような資源があるのかわからない」（17.9％）と

いったさまざまな問題点があげられている。「すでに他業種や地域と連携ができているため

課題はない」（6.3％）や「自社での資源で解決できているため連携の必要はない」（5.4％）

といった“課題はない”という回答は少ない。 
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「認知症に関して地域の他の事業者や自治体担当者等と情報共有する場がない」

（33.0％）、「自社に連携を推進する担当者を置く人的余裕がない」（30.4％）、「誰に相談

してよいのかわからない」（21.4％）、「地域で連携のハブとなる機関や団体がない」

（19.6％）、「連携を進めたいが地域にどのような資源があるのかわからない」（17.9％）

など、さまざまな問題点があげられる。 
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携を推進する担当者を置く人的余裕がない」（《500 人以下》41.9％、《501人以上》17.9％）、

「誰に相談してよいのかわからない」（同 30.2％、10.7％）をあげる割合は、従業員の少な

い《500人以下》の方がかなり高いのが目立つ。 

 

従業員内における認知症介護家族の有無別にみると、「誰に相談してよいのかわからない」

は《いる》（13.3％）企業よりも《いない、わからない》（24.1％）企業の方が高く、一方「地

域で連携のハブとなる機関や団体がない」は逆に《いない、わからない》（5.6％）企業では

わずかなのに対し、《いる》（28.9％）では３割近くと差が大きい。 

 

認知症バリアフリー宣言への取り組み意向別にみると、「自社に連携を推進する担当者を

置く人的余裕がない」（《取り組み意向あり》35.7％、《何ともいえない、考えていない》22.8％）、

「地域で連携のハブとなる機関や団体がない」（同 23.8％、10.5％）などは、《取り組み意

向あり》の方が 10ポイント以上高い割合である。 
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（１１）認知症に関する店舗、社内の設備等を整備する上での課題 

 

図 48：認知症に関する店舗、社内の設備等を整備する上での課題について、あてはまるもの 

（複数回答） 

 

 

認知症に関する店舗、社内の設備等を整備する上での課題について、あてはまるものは、

「認知症の方がどのような設備の整備を求めているのかわからない」（47.3％）、「認知症に

関する設備の整備をどのようにすればよいかわからない」（41.1％）、「顧客や従業員の中に

認知症の方がいるかどうかわからない」（29.5％）、「認知症に関する設備の整備を行う資金

的余裕がない」（17.0％）などの課題があげられている。「課題はない（既存の設備で十分だ

と考えている）」（15.2％）との回答は１割台で、大半の回答者が何らかの課題をあげている。 
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500人以下 <n=43> 27.9 30.2 39.5 20.9 -　 16.3 20.9

501人以上 <n=56> 62.5 48.2 16.1 10.7 -　 10.7 10.7

いる <n=45> 60.0 53.3 17.8 15.6 -　 6.7 17.8

いない、わからない <n=54> 37.0 29.6 33.3 14.8 -　 18.5 13.0

取り組み意向あり <n=42> 54.8 47.6 21.4 16.7 -　 9.5 7.1

何ともいえない、考えていない <n=57> 42.1 35.1 29.8 14.0 -　 15.8 21.1
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「認知症の方がどのような設備の整備を求めているのかわからない」（47.3％）、「認知

症に関する設備の整備をどのようにすればよいかわからない」（41.1％）、「顧客や従業員

の中に認知症の方がいるかどうかわからない」（29.5％）などの課題があげられ、「課題

はない（既存の設備で十分だと考えている）」（15.2％）は少ない。 
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以下、金融・保険業の業種に対して、属性別にみると、まず従業員数別では、「認知症の

方がどのような設備の整備を求めているのかわからない」をあげる割合は、《500 人以下》

（27.9％）では２割台なのに対し、《501人以上》（62.5％）では６割を超えており、極めて

差が大きい。また、「認知症に関する設備の整備をどのようにすればよいかわからない」

（《500 人以下》30.2％、《501 人以上》48.2％）でも《501 人以上》の企業の方が 20 ポイ

ント近く高い割合だが、「顧客や従業員の中に認知症の方がいるかどうかわからない」（《500

人以下》39.5％、《501 人以上》16.1％）、「認知症に関する設備の整備を行う資金的余裕が

ない」（同 20.9％、10.7％）は逆に従業員数の少ない《500人以下》の方が高い。また、「課

題はない（既存の設備で十分だと考えている）」の割合も、《501 人以上》（10.7％）よりも

《500 人以下》（20.9％）の方が高い。 

 

従業員内における認知症介護家族の有無別にみると、「認知症の方がどのような設備の整

備を求めているのかわからない」をあげる割合は、認知症介護家族が《いない、わからな

い》（37.0％）企業よりも《いる》（60.0％）企業の方がはるかに高い。また、「認知症に関

する設備の整備をどのようにすればよいかわからない」も同様に《いる》（53.3％）が《い

ない、わからない》（29.6％）を大きく上回るが、「顧客や従業員の中に認知症の方がいるか

どうかわからない」は逆に《いる》（17.8％）企業よりも《いない、わからない》（33.3％）

企業の方が 15ポイント以上高い。 

 

認知症バリアフリー宣言への取り組み意向別にみると、「課題はない（既存の設備で十分

だと考えている）」とする割合は、《取り組み意向あり》（7.1％）の企業では１割以下だが、

《何ともいえない、考えていない》（21.1％）という人では２割を超えている。具体的な課

題としては、「認知症の方がどのような設備の整備を求めているのかわからない」（《取り組

み意向あり》54.8％、《何ともいえない、考えていない》42.1％）、「認知症に関する設備の

整備をどのようにすればよいかわからない」（同 47.6％、35.1％）など、《取り組み意向あ

り》の企業の方が高い項目が多い。 

  



112 

 

（１２）認知症に関する社内制度を構築する上での課題 

 

図 49：認知症に関する社内制度を構築する上での課題について、あてはまるもの（複数回答） 

 

 

認知症に関する社内制度を構築する上での課題について、あてはまるものは、「認知症に

関する社内制度にはどのようなものが必要かわからない」（47.3％）、「認知症に関する社内

制度をどのように整えればよいのかわからない」（42.0％）、の２項目が４割台、そして「認

知症に関する社内制度を整備する人的余裕がない」が２割強（22.3％）で続いている。「課

題はない（既存の社内制度で十分だと考えている）」との回答は２割弱（19.6％）で、残り

の８割近くの回答者が何らかの課題をあげている。 

 

以下、金融・保険業の業種に対して、属性別にみると、まず従業員数別では、「認知症に
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501人以上 <n=56> 46.4 39.3 10.7 3.6 -　 14.3 25.0

いる <n=45> 44.4 44.4 11.1 4.4 -　 8.9 28.9

いない、わからない <n=54> 46.3 38.9 25.9 11.1 1.9 20.4 16.7

取り組み意向あり <n=42> 50.0 42.9 16.7 2.4 -　 21.4 16.7

何ともいえない、考えていない <n=57> 42.1 40.4 21.1 12.3 1.8 10.5 26.3
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「認知症に関する社内制度にはどのようなものが必要かわからない」（47.3％）、「認知

症に関する社内制度をどのように整えればよいのかわからない」（42.0％）、「認知症に関

する社内制度を整備する人的余裕がない」（22.3％）などがあげられ、「課題はない（既

存の社内制度で十分だと考えている）」との回答は２割弱（19.6％）。 
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関する社内制度を整備する人的余裕がない」をあげる割合は、《500人以下》（30.2％）の方

が《501 人以上》（10.7％）よりも 20ポイント近く高く、人員の制約がより深刻となってい

る。 

 

従業員内における認知症介護家族の有無別にみると、「課題はない（既存の社内制度で十

分だと考えている）」とする割合は、認知症介護家族が《いない、わからない》（16.7％）企

業よりも《いる》（28.9％）企業の方が 10 ポイント以上高い。具体的な課題としては、「認

知症に関する社内制度を整備する人的余裕がない」（《いる》11.1％、《いない、わからない》

25.9％）は、《いない、わからない》という企業の方が高い。 

 

認知症バリアフリー宣言への取り組み意向別にみると、「課題はない（既存の社内制度で

十分だと考えている）」の割合は、《取り組み意向あり》（16.7％）よりも《何ともいえない、

考えていない》（26.3％）の方が 10 ポイント近く高く、そのほかの具体的な課題について

は、《取り組み意向あり》という企業の方が総じて高い割合となっている。 
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【「認知症バリアフリー宣言（仮称）、認証制度」に対する意識】 

（１）「認知症バリアフリー認証」制度が創設された際に、組織（会社）として、「認知症バ

リアフリー宣言、認証」に期待すること 

図 50：「認知症バリアフリー認証」制度が創設された際に、組織（会社）として、 

「認知症バリアフリー宣言、認証」に期待すること 

 

 

「認知症バリアフリー認証」制度が創設された際に、組織（会社）として、「認知症バリ

アフリー宣言、認証」に期待することは、「企業の社会的なプレゼンスが向上し、イメージ

アップにつながること」がほぼ７割（69.6％）と突出して多くなっている。以下、「宣言や

認証を受けた企業について政府や自治体による情報発信や推奨があること」（33.0％）、「働

きやすい企業として人材獲得につながること」（32.1％）、「他社の取り組みの事例集等が入

手できること」（31.3％）、「政府や自治体が認知症バリアフリー宣言、認証を普及させる啓
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「企業の社会的なプレゼンスが向上し、イメージアップにつながること」（69.6％）が

突出して多く、以下「宣言や認証を受けた企業について政府や自治体による情報発信や

推奨があること」（33.0％）、「働きやすい企業として人材獲得につながること」（32.1％）、

「他社の取り組みの事例集等が入手できること」（31.3％）、「政府や自治体が認知症バリ

アフリー宣 言、認証を普及させる啓発活動を積極的に展開すること」（24.1％）など、

期待することは多い。 
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発活動を積極的に展開すること」（24.1％）、「自社の商品・サービスの広告宣伝につながる

こと」（19.6％）など、多くの期待することがあげられている。 

 

以下、金融・保険業の業種に対して、属性別にみると、まず従業員数別では、多くの項

目で《501 人以上》の大きな規模の企業の方が高い割合となっており、特に「企業の社会的

なプレゼンスが向上し、イメージアップにつながること」は《501 人以上》（76.8％）が《500

人以下》（58.1％）を 20 ポイント近くも上回っている。一方、「税制優遇が得られること」

は、《500人以下》（23.3％）の方が《501人以上》（12.5％）よりも 10 ポイント以上高い。 

 

従業員内における認知症介護家族の有無別にみると、「企業の社会的なプレゼンスが向上

し、イメージアップにつながること」（《いる》77.8％、《いない、わからない》61.1％）、「自

社の商品・サービスの広告宣伝につながること」（同 26.7％、14.8％）、「●●経営銘柄のよう

に株式市場の評価を得られること」（同 13.3％、1.9％）は、《いる》企業の方が 10 ポイン

ト以上高い割合だが、「宣言や認証を受けた企業について政府や自治体による情報発信や推

奨があること」は逆に《いない、わからない》（40.7％）という企業の方が、《いる》（17.8％）

の２倍以上の割合に達している。 

 

認知症バリアフリー宣言への取り組み意向別にみると、「宣言や認証を受けた企業につい

て政府や自治体による情報発信や推奨があること」（《取り組み意向あり》26.2％、《何とも

いえない、考えていない》42.1％）、「他社の取り組みの事例集等が入手できること」（同

21.4％、38.6％）は《何ともいえない、考えていない》という回答者の方が、「自社の商品・

サービスの広告宣伝につながること」（《取り組み意向あり》28.6％、《何ともいえない、考

えていない》14.0％）は逆に《取り組み意向あり》の方が、それぞれ 10 ポイント以上高い

割合である。 
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（１）「認知症バリアフリー宣言」に参加するための条件についての考え 

 

図 51：「認知症バリアフリー宣言」に参加するための条件についての考え 

 

 

「認知症バリアフリー宣言」に参加するための条件については、「どちらともいえない」

（39.3％）と評価を保留する回答を除けば、「できるだけ多くの企業や組織が参加できるよ

うなハードルの低い条件にすべきだ」（57.1％）が半数を超えて主たる意見となっている。

「企業の差別化につながるハードルの高い条件にすべきだ」（3.6％）という回答はごく少数

である。 

  

以下、金融・保険業の業種に対して、属性別にみると、まず従業員数別では、「できるだ

け多くの企業や組織が参加できるようなハードルの低い条件にすべきだ」の割合は、《500

人以下》（53.5％）よりも《501人以上》（58.9％）の方が５ポイントほど高いだけで、大き

な差はない。 

 

従業員内における認知症介護家族の有無別にみると、「できるだけ多くの企業や組織が参

加できるようなハードルの低い条件にすべきだ」の割合は、認知症介護家族が《いる》（71.1％）
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「できるだけ多くの企業や組織が参加できるようなハードルの低い条件にすべきだ」

（57.1％）が半数を超え、「企業の差別化につながるハードルの高い条件にすべきだ」

（3.6％）という意見はごく少数。 
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企業では７割と多数を占めるが、《いない、わからない》（44.4％）企業では４割台にとどま

り、「どちらともいえない」（50.0％）の方が多くなっている。 

 

認知症バリアフリー宣言への取り組み意向別にみると、「できるだけ多くの企業や組織が

参加できるようなハードルの低い条件にすべきだ」の割合は、《取り組み意向あり》（76.2％）

では４分の３を超えているが、《何ともいえない、考えていない》（42.1％）では４割程度に

とどまっている。 
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（３）「認知症バリアフリー認証」を受けるための条件についての考え 

 

図 52：「認知症バリアフリー認証」を受けるための条件についての考え 

 

 

「認知症バリアフリー認証」を受けるための条件については、「どちらとも言えない」

（43.8％）を除けば、やはり「できるだけ多くの企業や組織が参加できるようなハードルの

低い条件にすべきだ」（42.0％）が多いが、「企業の差別化につながるハードルの高い条件に

すべきだ」（14.3％）という意見も１割台となっている。 

 

以下、金融・保険業の業種に対して、属性別にみると、まず従業員数別では大きな差は

みられない。 

 

従業員内における認知症介護家族の有無別にみると、認知症介護家族が《いる》企業で

は、「多くの企業や組織が参加できるハードルの低い条件にすべきだ」（44.4％）が４割台を

占めているものの、「企業の差別化につながるハードルの高い条件にすべきだ」（24.4％）も

２割台と少なくない。《いない、わからない》企業では、「どちらともいえない」（51.9％）

が半数を超えている。 
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「できるだけ多くの企業や組織が参加できるようなハードルの低い条件にすべきだ」

（42.0％）が多いが、「企業の差別化につながるハードルの高い条件にすべきだ」（14.3％）

も若干みられる。 
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認知症バリアフリー宣言への取り組み意向別にみると、《取り組み意向あり》という企業

では、「多くの企業や組織が参加できるハードルの低い条件にすべきだ」（57.1％）が半数を

超えているが、「企業の差別化につながるハードルの高い条件にすべきだ」（21.4％）も２割

台と少なくない。《何ともいえない、考えていない》という企業では、「どちらともいえな

い」（57.9％）が６割に近い。 
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（４）「認知症バリアフリー宣言」の実施や「認知症バリアフリー認証」取得に向けて必要な

支援 

 

図 53：「認知症バリアフリー宣言」の実施や「認知症バリアフリー認証」取得に向けては 

どのような支援が必要か（複数回答） 

 

 

「認知症バリアフリー宣言」の実施や「認知症バリアフリー認証」取得に向けてはどの

ような支援が必要かをみると、「企業が行うべき具体的な取り組み内容が示されること」

（85.7％）が最も多く、次いで「認知症バリアフリーに向けた、わかりやすい教材やツール

が用意されること」（71.4％）も７割台と多い。以下、「認知症バリアフリーに向けた、情報
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「企業が行うべき具体的な取り組み内容が示されること」（85.7％）、「認知症バリアフリ

ーに向けた、わかりやすい教材やツールが用意されること」（71.4％）、「認知症バリアフ

リーに向けた、情報交換や勉強会などの場が用意されること」（46.4％）、「認知症バリア

フリーに向けた、体制の整備や設備の支援に補助金等が活用できること」（36.6％）、「認

知症バリアフリーに向けた、集合教育が受けられること」（33.0％）などが必要とされる。 
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の整備や設備の支援に補助金等が活用できること」（36.6％）、「認知症バリアフリーに向け

た、集合教育が受けられること」（33.0％）、「認知症バリアフリーに向けた、コンサルティ

ングが受けられること」（22.3％）などの順となっている。 

 

以下、金融・保険業の業種に対して、属性別にみると、まず従業員数別では、「認知症バ

リアフリーに向けた、体制の整備や設備の支援に補助金等が活用できること」（《500人以下》

25.6％、《501 人以上》37.5％）、「認知症バリアフリーに向けた、集合教育が受けられるこ

と」（同 25.6％、35.7％）など、いずれの項目でも《501 人以上》の方が高い割合である。 

 

従業員内における認知症介護家族の有無別にみると、「認知症バリアフリーに向けた、体

制の整備や設備の支援に補助金等が活用できること」（《いる》40.0％、《いない、わからな

い》25.9％）をはじめ、《いる》という企業の方が高い割合となっている項目がほとんどで

ある。 

 

認知症バリアフリー宣言への取り組み意向別にみると、「認知症バリアフリーに向けた、

わかりやすい教材やツールが用意されること」をあげる割合は、《何ともいえない、考えて

いない》（64.9％）という回答者よりも、《取り組み意向あり》（81.0％）の方が 15 ポイン

ト以上高い。 
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（５）「認知症バリアフリー宣言」の実施や「認知症バリアフリー認証」は、企業単位または

店舗（事業所）単位のどちらが取り組みやすいか 

 

図 54：「認知症バリアフリー宣言」の実施や「認知症バリアフリー認証」は、 

企業単位または店舗（事業所）単位のどちらが取り組みやすいか 

 

 

「認知症バリアフリー宣言」の実施や「認知症バリアフリー認証」は、企業単位または

店舗（事業所）単位のどちらが取り組みやすいかをみると、「企業ごと」（75.9％）が７割台

を占めている。そのほかの回答も、「どちらでも」（16.1％）の方が多く、「店舗（事業所）

ごと」（8.0％）はごくわずかである。 

 

以下、金融・保険業の業種に対して、属性別にみると、まず従業員数別では、いずれも

「企業ごと」が多数を占めているが、《500 人以下》（72.1％）よりも《501人以上》（83.9％）

の方が 10ポイント以上高い。 

 

従業員内における認知症介護家族の有無別では、「企業ごと」の割合は、認知症介護家族

が《いない、わからない》（70.4％）という企業よりも、《いる》（88.9％）という企業の方

が 20ポイント近くも高い。 

 

認知症バリアフリー宣言への取り組み意向別にみると、「企業ごと」（《取り組み意向あり》

83.3％、《何ともいえない、考えていない》75.4％）の割合は、《取り組み意向あり》という

回答者の方がやや高い。 
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「企業ごと」（75.9％）が多くを占め、「店舗（事業所）ごと」（8.0％）はごくわずか。 
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（６）「認知症バリアフリー宣言」に取り組みたいと思うか 

図 55：「認知症バリアフリー宣言」に取り組みたいと思うか 

 

「認知症バリアフリー宣言」に取り組みたいと思うかどうかをみると、「何ともいえない

（宣言の内容次第など）」（58.0％）が半数を超えて多いが、そのほかでは、「支援があれば

取り組みたい」（17.9％）、「手間のかからないものであれば取り組みたい」（12.5％）、「支援

がなくても積極的に取り組みたい」（10.7％）と、取り組みの意思を示す回答がほとんどで、

「宣言は考えていない」（0.9％）との回答はほとんどみられない。 

 

以下、金融・保険業の業種に対して、属性別にみると、まず従業員数別では、いずれも

「何ともいえない（宣言の内容次第など）」が主になっているが、《501 人以上》（51.8％）

よりも《500 人以下》（65.1％）の方がさらに高い。一方、「支援がなくても積極的に取り組

みたい」の割合は、《500人以下》（2.3％）ではごくわずかだが、《501人以上》ではほぼ２

割（19.6％）を占めている。 

 

従業員内における認知症介護家族の有無別にみると、認知症介護家族が《いない、わか

らない》という企業では、「何ともいえない（宣言の内容次第など）」（70.4％）が７割を超

えて多数を占めているが、《いる》という企業（42.2％）では４割程度にとどまり、「支援が

なくても積極的に取り組みたい」（20.0％）、「支援があれば取り組みたい」（24.4％）といっ

たより積極的な態度が目立つ。 
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「何ともいえない（宣言の内容次第など）」（58.0％）が主だが、そのほかでは「支援が

あれば取り組みたい」（17.9％）、「手間のかからないものであれば取り組みたい」

（12.5％）、「支援がなくても積極的に取り組みたい」（10.7％）などの順で、「宣言は考

えていない」（0.9％）はごくわずか。 
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（７）「認知症バリアフリー認証」に取り組みたいと思うか 

 

図 56：「認知症バリアフリー認証」に取り組みたいと思うか 

 

 

「認知症バリアフリー認証」に取り組みたいと思うかどうかをみると、「何ともいえない

（認証の内容次第など）」（58.9％）がやはり５割台で、そのほかの回答も、「支援があれば

取り組みたい」（18.8％）、「手間のかからないものであれば取り組みたい」（13.4％）、「支援

がなくても積極的に取り組みたい」（8.0％）と大半が取り組みの意思を示しており、「認証

は考えていない」（0.9％）はごく少数である。前項の“「認知症バリアフリー宣言」への取

り組みの意向”とほとんど変わらない結果となっている。 

 

以下、金融・保険業の業種に対して、属性別にみると、まず従業員数別では、いずれも

「何ともいえない（認証の内容次第など）」が過半数を占めるが、「支援がなくても積極的

に取り組みたい」の割合は、《500 人以下》（2.3％）ではわずかなのに対し、《501 人以上》

（14.3％）では１割台で、規模の大きい企業ほど積極的な態度を示している。 

 

従業員内における認知症介護家族の有無別にみると、《いない、わからない》という企業
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 “「認知症バリアフリー宣言」”と同様、「何ともいえない（認証の内容次第など）」

（58.9％）が過半数だが、そのほかは「支援があれば取り組みたい」（18.8％）、「手間の

かからないものであれば取り組みたい」（13.4％）、「支援がなくても積極的に取り組みた

い」（8.0％）と続き、「認証は考えていない」（0.9％）はごく少数。 



125 

 

では「何ともいえない（認証の内容次第など）」（68.5％）が７割近くを占めているが、《い

る》企業（46.7％）では半数を下回り、「支援がなくても積極的に取り組みたい」（13.3％）、

「支援があれば取り組みたい」（24.4％）、「手間のかからないものであれば取り組みたい」

（15.6％）などの割合が高い。 

 

認知症バリアフリー宣言への取り組み意向別にみると、《何ともいえない、考えていない》

という回答者では「何ともいえない（認証の内容次第など）」（96.5％）が大半となっている。

《取り組み意向あり》という回答者では、「支援があれば取り組みたい」（45.2％）が半数近

くを示し、次いで「手間のかからないものであれば取り組みたい」（26.2％）、「支援がなく

ても積極的に取り組みたい」（21.4％）がともに２割台となっている。 
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（８）「認知症バリアフリー認証」を企業単位で取得する場合、いくらまでなら取得を考える

か 

 

図 57：「認知症バリアフリー認証」を企業単位で取得する場合、 

いくらまでなら取得を考えるか 

 

 

「認知症バリアフリー認証」を企業単位で取得する場合、いくらまでなら取得を考える

かをみると、「５万円以内」（54.5％）が半数強で最も多く、以下「10 万円以内」（24.1％）、

「30万円以内」（9.8％）などの順となっている。 

 

以下、金融・保険業の業種に対して、属性別にみると、まず従業員数別では、《500 人以

下》の方が総じて低い金額をあげている。 

 

従業員内における認知症介護家族の有無別や認知症バリアフリー宣言への取り組み意向

別では、大きな属性差はみられない。 
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「５万円以内」（54.5％）が半数強で最も多く、以下「10万円以内」（24.1％）、「30 万円

以内」（9.8％）などの順。 
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（９）「認知症バリアフリー認証」を店舗（事業所）単位で取得する場合、いくらまでなら取

得を考えるか 

 

図 58：「認知症バリアフリー認証」を店舗（事業所）単位で取得する場合、 

いくらまでなら取得を考えるか 

 

 

「認知症バリアフリー認証」を店舗（事業所）単位で取得する場合については、「５万円

以内」（85.7％）が８割を超えて大多数となっている。 

 

以下、金融・保険業の業種に対して、属性別にみると、まず従業員数別では、いずれも

「５万円以内」が大半を占めるが、《500 人以下》（81.4％）よりも《501人以上》（92.9％）

の方がむしろ高い割合となっている。 

 

従業員内における認知症介護家族の有無別や認知症バリアフリー宣言への取り組み意向

別では、あまり差はない。 
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「５万円以内」（85.7％）が大多数。 
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2.8. アンケート結果総括 

2.8.1. 認知症当事者のニーズ 

日常生活における 1 番の困りごとは、本人・家族・介護職のいずれも「掃除、洗濯、調

理等の家事がうまくできない」、次いで「周囲との意思疎通」であった。 

また、移動における 1 番の困りごとは、「外出したいが人の手を借りないと目的地まで行

けない」。移動における支援は趣味の継続にも影響していることが推察される。また、「駅

やバス停の表示」、「交通機関の利用」は、周囲が思っている以上に本人が困っていること

がわかった。 

日常生活での買い物や飲食、金融機関等の利用における 1 番の困りごとは「支払いや釣

銭の扱い」。認知症本人の回答を見ると、「利用頻度の高い業種」かつ「利用する上で不安

に感じる業種、利用しづらい業種」は、医療・介護機関を除くと、「スーパー、コンビニエ

ンスストア」、「金融機関」となっている。加えて、前述の通り、「駅やバス停の表示」、「交

通機関の利用」は、周囲が思っている以上に本人が困っていることから、認知症バリアフ

リーへの取り組みが求められる優先分野としては、小売り、金融、運輸分野があげられる。 

趣味については、認知症またはＭＣＩをきっかけに、8割が趣味をやめているということ

がわかった。趣味をやめた理由の 1 位として、「活動や移動のサポートがないから」という

ことがあげられており、周囲に移動や活動をサポートできる人材やサービスがあれば、認

知症やＭＣＩになっても趣味を継続できる可能性がある。 

認知症と仕事では、勤務先に「認知症に関する制度や環境は整っていない」とする割合

が《本人》で３割強、《家族》では半数を超えている。また、認知症の方を抱える家族自信

の勤務先でも「認知症に関する制度や環境は整っていない」とする割合が 5 割を超えてい

る。 

企業に対しては、「認知症に関して正しい知識をもっていること」、「認知症の方のペース

に合わせた接客・対応」、「認知症の方にもわかりやすく丁寧な説明」といった、顧客応対

時のソフト面の充実を期待している。加えて、日常生活での買い物については、「お店の中

で迷ってしまうことがある」、「欲しい商品が見つけられない」といった回答も 3 割を超え

ていることから、案内板やサイン類の整備といったハードの充実も求められている。 

一方で、《家族》では、「認知症に関して正しい知識をもっていること」（42.0％）が最も

多く、以下「地域の医療・介護機関・包括支援センターなどとの連携」（41.0％）、「困って

いるときに進んで手助けしてくれる姿勢」（33.3％）となっている。 

 

2.8.2. 企業等における認知症バリアフリーの取組状況  

認知症に関する「従業員の教育・研修やマニュアル等の整備状況」については、約半数

の企業が「認知症サポーター」の育成に取り組む一方、認知症の顧客対応マニュアルの整

備等認知症サポーター養成以外の取組は 1割程度の企業が実施しているにとどまっている。 

認知症に関する「顧客対応やサービス」については、「認知症の方が理解しやすいよう、
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ゆっくりと丁寧に説明している」が 4 割超、「認知症の方のペースに合わせた接客・対応を

行っている」、「店舗や顧客窓口に認知症に関する知識をもった人材を配置している」がい

ずれも約 3 割となっており、認知症本人が期待する「認知症に関して正しい知識をもって

いること」、「認知症の方のペースに合わせた接客・対応」項目とも一致している。しかし、

「顧客対応やサービス」について認知症に関する取り組みが全く行われていない企業が 3

割超存在している。 

また、課題として「認知症のレベルが判断できないので、その人にあった対応や支援が

難しい」という回答が半数以上となっている。 

認知症に関する「店舗の設備面の整備状況」については、一般的なハードのバリアフリ

ー化にとどまり、認知症の方にもわかりやすいサイン類の整備や休憩スペース等、認知症

の方向けのハードのバリアフリー化は進んでいない。 

従業員向け社内制度の整備については、「従業員の家族の介護に伴う離職防止のための制

度や施策を用意している」が約 7 割で、突出して高い割合となっているが、「従業員の治療

と仕事の両立に関する制度や施策を用意している」は約 3 割にとどまっている。その他、

従業員が認知症になった場合の相談窓口の整備等の取組は 1 割前後となっている。 

認知症に関する「従業員の教育・研修やマニュアル等の整備」、「顧客対応やサービス」、

「店舗の設備面の整備」「社内制度の整備」いずれも課題として「どのようにすればよいか

わからない」といった回答が上位に挙がっていることから、「認知症バリアフリー」に関し

て、企業側に情報が不足している様子がうかがえる。 

「認知症バリアフリー宣言」の実施や「認知症バリアフリー認証」取得に向けてはどの

ような支援が必要かをみると、「企業が行うべき具体的な取り組み内容が示されること」が

8 割超と最も多く、次いで「認知症バリアフリーに向けた、わかりやすい教材やツールが用

意されること」が 7割超となっており、従業員教育についても、「認知症に関する従業員教

育を行う人的余裕がない」が 4 割を超えていることから、企業の負担なく「認知症バリア

フリー」を導入できるような教育ツールやプログラムを準備する必要がある。 

 

2.9. 認証スキームの検討 認証制度の類型 

 認知症バリアフリー宣言、認証制度のスキームを検討するにあたり、既存の認証制度に

ついて、認証スキームの類型化を行い、それぞれのメリット、デメリットを整理した。既

存の厚生労働省所管認証制度については、認証スキームの類型、認証方法、公表方法をま

とめた。 

 

2.9.1. 自己適合宣言 

自己適合宣言は、受審企業が基準をもとに自らで適合性評価を実施。社会にその結果を

自ら公表する。比較的参入が容易かつ、受審企業側のコスト負担が少ないというメリット

があるが、受審企業自ら評価するため客観性、信頼性に乏しいというデメリットがある。 
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認証制度の類型（自己適合宣言） 
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2.9.2. 業界認証 

 業界認証は、受審企業の所属する団体（業界団体）等が基準に適合しているかを審査、

認証し、結果を公表するもの。業界団体自身がスキームオーナー（規格とその認証スキー

ムを所有し、運営・維持する主体）と審査機関を兼ねる場合と、外部審査機関に審査を委

託する場合がある。 

 自己適合に比べ客観性が高く、スキームオーナーが業界団体であることから業界特性を

考慮した評価や普及のための訴求ができる。さらに、外部審査機関に審査を委託する場合

は、審査行為の客観性も担保できるというメリットがある。 

 一方で、認証機関は業界団体のため、第三者認証に比べて客観性が乏しく、自己適合よ

りコストがかかるというデメリットが存在する。 

 

認証制度の類型（業界認証） 

 

※広い意味では第三者認証であるが、受審企業の所属する団体（業界団体）等が認証する

ことから、利害関係のない機関による第三者認証と区別するため業界認証という言葉を用

いている。 
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2.9.3. 第三者認証 

 第三者機関がスキームオーナーとなり、審査、認証し、結果を公表するもの。第三者機

関自身がスキームオーナーと審査機関を兼ねる場合と、外部審査機関に審査を委託する場

合がある。 

 自己適合、業界認証に比べ客観性、信頼性が高い。さらに、外部審査機関に審査を委託

する場合は、審査行為の専門性も担保できるというメリットがある。 

 一方で、事業者のコスト、体制構築の負担が大きく、第三者機関が審査機関を兼ねる場

合は、受審企業が増えると 1機関では対応できなくなる恐れがある。 

 

認証制度の類型（第三者認証） 
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2.9.4. 既存の厚生労働省所管認証制度 

 既存の厚生労働省所管認証制度における、認証スキームの類型、認証方法、公表方法は以

下の通り。 

 

既存の厚生労働省所管認証制度 

制度名 概要 類型 認証 公表方法 

安全衛生 

優良企業認定  

ホワイトマーク 

労働安全衛生法に

沿って労働者の安

全や健康を確保す

る対策に積極的に

取り組み、高い安全

衛生水準を維持・改

善している企業を

認定。 

Ⅳ-1 

都道府県労働局へ申

請 

書類審査・ヒアリン

グ調査 

厚生労働省

HP 

ユースエール 

認定制度 

若者の採用・育成に

積極的で、若者の雇

用管理の状況など

が優良な中小企業

を厚生労働大臣が

認定。 

Ⅱ 
都道府県労働局へ申

請 

都道府県労働

局 HP 

障害者活躍 

企業認証 

障害者の雇用につ

いて、特に優れた取

組と積極的な社会

貢献を行う企業を

認証。 

Ⅳ-1 

全国重度障害者雇用

事業者協会へ申請 

委員会での書類審査 

全国重度障害

者雇用事業者

協会 HP 

くるみん認定 

子育て支援に積極

的に取り組む企業

に対し、厚生労働大

臣が認定する制度。 

Ⅱ 
都道府県労働局へ申

請 

厚生労働省

HP 

都道府県労働

局 HP 

両立支援の広

場 HP 

えるぼし認定 

女性の活躍推進に

関する状況などが

優良な企業を認定

する制度。 

Ⅱ 
都道府県労働局へ申

請 

厚生労働省

HP 

女性の活躍推

進企業 HP 
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2.10. 認知症バリアフリー宣言（仮称）、認証制度の在り方 

2.10.1. 調査結果を踏まえた評価視点の考え方 

（１）「認知症への正しい理解」評価視点（仮説）に対する利用者の意向と企業の達成度 

 2.5.2. ヒアリング調査結果を踏まえた評価視点の考え方（仮説）で示した「認知症への

正しい理解」に対して、利用者側が企業に求める姿勢や取り組みを見ると、「困っていると

きに進んで手助けしてくれる姿勢」（44.0％）、「認知症に関して正しい知識をもっているこ

と」（43.0％）、「認知症の方のペースに合わせた接客・対応」（42.0％）、「認知症の方にもわ

かりやすく丁寧な説明」（35.0％）、「認知症の方や家族の要望を聞き入れてくれる姿勢」

（34.0％）が上位にあがっており、《家族》では、「認知症に関して正しい知識をもっている

こと」（42.0％）が最も多く、以下「地域の医療・介護機関・包括支援センターなどとの連

携」（41.0％）、「困っているときに進んで手助けしてくれる姿勢」（33.3％）が上位となって

いることから、利用者側は、仮説の通り、企業に対して、「認知症に関する教育」「地域の

専門機関との連携」「当事者からの意見収集」を求めていることが分かった。 

これらは全業種に共通する項目かつ、認知症バリアフリーの基礎となることから企業の

認知症バリアフリーに対する取り組み姿勢を示す「宣言」の項目として採用したい。 

一方で企業の取り組み状況を見ると、何らかの取り組みが行われている割合は、「①認知

症に関する教育」が約 6 割、「②地域の専門機関との連携」が約 4 割、「当事者からの意見

収集」が約 3割となっており、「①認知症に関する教育」を除き実施率は低い。 

企業が地域機関や当事者と連携を求めても、どこに相談したら良いのかが分からない状

況であることから、自治体、制度運営側が関係づくりのための支援を行っていく必要があ

る。 

 

「認知症への正しい理解」について、企業側で何らかの取組が行われている割合 

 

 

2.10.2. 「具体的な取組」評価視点（仮説）に対する利用者の意向と企業の達成度 

2.5.2. ヒアリング調査結果を踏まえた評価視点の考え方（仮説）で示した企業における

「具体的な取組」に対して、利用者アンケート調査からは、顧客応対時のソフト面（顧客

応対）の充実を期待する声があがっていた。対して企業側で何らかの取り組みが行われて

いるのは、約６割となっている。認知症バリアフリーにおけるソフト面の評価に関しては、
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業種横断的な評価項目を設けることができると考えられるものの、店舗そのものが無い業

種や設備そのものが業種によって全く異なることから、ハードに関しては次年度以降業界

の実情を踏まえて評価項目を設定する必要がある。 

また、社内制度については、従業員の家族の介護に伴う離職防止のための制度をはじめ

約 7割が何らかの取り組みを行っていることがわかった。 

ヒアリング調査からは、企業における「認知症バリアフリー」に関する取り組みは、あ

る程度進んでいる様子が伺えたが、アンケート調査からは、他業種との連携体制を構築し

ている事業者は 4.5％にとどまっていたことから、企業における認知症バリアフリーの取り

組みを進めていくためには、事業者が課題として挙げている「認知症に関して地域の他の

事業者や自治体担当者等と情報共有する場がない」といった推進環境を整備すること認知

症バリアフリー社会を実現するための優先事項となっている。 

 

「具体的な取り組み」について、企業側で何らかの取組が行われている割合 

 

 

現状では、多くの企業が認知症バリアフリーに向けて「課題がある」としており、「具体

的に何をすればよいのかわからない」といった状態であることから、このまま「認知症バ

リアフリー宣言」や「認証制度」を実装しても政府や制度運営側による認知症バリアフリ

ーに向けた具体的な支援活動がなければ普及しない可能性が高いと考えられる。 

すべての業種に向けて一度に認知症バリアフリーへの取り組み環境を整備することは不

可能であることから、認知症バリアフリー宣言（仮称）、認証制度の実装に向けては、まず

は、「利用頻度の高い業種」、「利用する上で不安に感じる業種、利用しづらい業種」でどち

らにも上位にランクインしている、「スーパー、コンビニエンスストア」、「金融機関」を優

先的に取り上げ、モデルケースとして認知症バリアフリーへの取り組みを進めることで他

業種への展開を検討することが望ましいと考えらえる。 

次年度以降は、小売、金融等の業界団体を巻き込み「企業が行うべき具体的な取り組み

内容を示す」とともに、「認知症バリアフリーに向けた、わかりやすい教材やツール」や「認

知症に関して地域の他の事業者や自治体担当者等と情報共有する場」といった環境整備に

加え、認証取得に向けたコンサルティングなどの支援を検討しいく必要がある。 
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2.10.3. 健全性、制度普及の観点からの認知症バリアフリー宣言（仮称）・認証制度のスキー

ム案 

認知症バリアフリー社会の実現に向けては、「認知症バリアフリー宣言」は、裾野拡大の

観点から企業の負担を軽減させる意味でも類型Ⅰまたは類型Ⅱの「自己適合宣言」の形が

望ましいが、類型Ⅱでは、スキームオーナーが適合企業を公表する「見える化」が加わる

ことから、「認知症バリアフリー宣言」を行った企業をより広く世間に周知することが可能

となる。 

「認知症バリアフリー認証」については、客観性、公正性を確保することに加え、審査

の専門性を確保するためにも、利害関係のない第三者機関＋外部審査機関を活用した認証

である類型Ⅳ-2「第三者認証②」にて制度を構築することが望ましい。 

さらに、認証制度のスキームオーナーを例えば日本認知症官民協議会等の政府機関とす

ることで、さらなる信頼性の確保、認証制度の権威づけ、訴求力向上につながることから、

企業側の望む「企業の社会的なプレゼンスが向上し、イメージアップにつながること」が

実現されると考えられる。加えて、認知症バリアフリー認証を受けた企業等の中から、象

徴的な取り組み、顕著な取り組み、認知症バリアフリーの裾野拡大に資するロールモデル

となり得る取組を表彰し大々的に発信することで、未宣言企業においても自社の認知症バ

リアフリー実現に向けた取り組みをイメージすることが可能となると考えられる。 

 

認知症バリアフリー宣言（仮称）・認証制度のスキーム案 
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認知症バリアフリー宣言（仮称）・認証制度の構造案 

 

 

2.11. 認証制度の実装に向け準備すべき事項 

 続いて、次年度以降の認証制度の実装に向け準備すべき事項について、①制度全体に関

わる事項、②認証体制構築に関わる事項、③受審企業における体制構築に関わる事項をそ

れぞれ下図のように整理した。 
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2.12. 認知症バリアフリー宣言（仮称）・認知症制度の普及に向けて 

ヒアリング調査においては、認知症バリアフリーに向けて、先駆的に様々な取組を行っ

ていた業界（金融機関）内においても、アンケート調査からは、取り組みに大きな差があ

ることが分かった。 

企業等に対するアンケート調査の結果でも記載した通り、認知症バリアフリーに関する

「従業員教育」「顧客対」「地域連携」「社内・店舗の設備」について、いずれも 8 割以上が

「課題がある」としており、その理由の上位として、認知症バリアフリーの実現に向け、「そ

もそも何をしてよいのかわからない。」状況である。 

認知症バリアフリー宣言（仮称）・認知症制度の普及に向けては、次年度以降、基準の策

定、制度の構築と並行して、認知症官民協議会のバリアフリーワーキングとも連携しなが

ら優先分野である金融、小売の業界団体等を巻き込み「企業が行うべき具体的な取り組み

内容を示す」とともに、「認知症バリアフリーに向けた、わかりやすい教材やツール」や「認

知症に関して地域の他の事業者や自治体担当者等と情報共有する場」といった認知症バリ

アフリー推進環境の整備に加え、認証取得に向けたコンサルティングなどの支援を検討し

ていかなければならない。 

また、本年度のアンケート調査は新型コロナウィルス対応等の影響により、金融・保険

業界に偏ったものとなったため、次年度以降あらためて他業界への調査を実施し、各業界

における認知症バリアフリー取組状況、取組課題を整理する必要がある。   
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アンケート調査 設問一覧 

参考 1．認知症バリアフリー宣言・認証制度に関するアンケート（本人または代理回答） 

 

〇ご回答いただいているのはどなたでしょうか。 

  1.認知症の方ご本人  2.代理回答の方 

 

〇代理回答の方にお伺いします。 

(1)認知症の方とは同居ですか。 

  1.同居  2.近隣に居住（５分で駆け付けられる）  3．その他 

(2)認知症の方との続柄は。 

  1.配偶者 2.子供 3．孫 4．親類 5．その他（     ） 

 

はじめに、あなたご自身（代理回答の場合は認知症の方）のことについてお伺いします。 

Ｆ1．性別は 

1.男性   2.女性 

 

Ｆ2．年代は 

1．～30代 2．40 代 3．50代 4．60 代 5．70 代 6．80代 7．90 歳以上 

 

Ｆ3．認知症または軽度認知障害（ＭＣＩ）と診断されたことはありますか。 

 1.認知症  2.軽度認知障害（ＭＣＩ） 

 

Ｆ3-1．F3.で 1と回答⇒認知症と判明したのは、おおよそ何年前でしょうか。 

（    ）年前 

Ｆ3-2．F3.で 2と回答⇒軽度認知障害（ＭＣＩ）と判明したのは、おおよそ何年前でしょ

うか。 

（    ）年前 

 

Ｆ4．同居している家族構成をお聞かせください （あてはまるものにいくつでも） 

1．ひとり住まい  2．配偶者  3．子供  4．孫  5．自身もしくは配偶者の親 

6．自身もしくは配偶者の祖父母   7．きょうだい   8．その他（        ） 

 

Ｆ5．職業をお聞かせください 

1．会社員・公務員  2．自営業・自由業  3．農林漁業  4．会社役員・経営者  

5．専業主婦 6．パート･アルバイト   7．学生  8．無職  9．その他（     ）  
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Ｆ6．医師から処方された認知症のくすりを飲んでいますか 

１．飲んでいる   ２．飲んでいない 

 

Ｆ7．認知症の種類を教えてください 

1.アルツハイマー型認知症  2.脳血管性認知症  3.レビー小体型認知症   

4.前頭側頭葉型認知症 5.その他（          ）  6.わからない 

  

【Ⅰ．日常生活に関する質問】 

Ｑ１-1．日常生活全般で困っていることは何でしょうか。（あてはまるものにチェック） 

1. 掃除、洗濯、調理等の家事がうまくできない 

2. 住居や敷地内に段差等があり生活しづらい 

3. 他の家と区別がつきにくいため外出すると自分の家がわからなくなってしまう 

4. 注文した覚えのない商品や請求書が届く 

5. できることは自分でやりたいが周囲がやらせてくれない 

6. 周囲とうまく意思疎通ができない 

7. 困っていても周囲の人が手助けしてくれない 

8. その他（                ） 

9. 特に困っていることはない 

 

Ｑ１-2．日常生活での移動で困っていることは何でしょうか。（あてはまるものにチェック） 

1. 外出したいが人の手を借りないと目的地まで行けない 

2. 外出したいが人の手を借りないと帰ってこられない 

3. 切符の買い方や乗り換えが難しく交通機関が利用しづらい 

4. 駅やバス停の表示がわかりづらく迷ってしまう 

5. 駅などに段差等があり利用しづらい 

6. 手軽に利用できる交通機関がない 

7. 困っていても周囲の人が手助けしてくれない 

8. その他（             ） 

9. 特に困っていることはない 

 

Ｑ１-3．日常生活での買い物や飲食、金融機関等の利用で困っていることは何でしょうか。

（あてはまるものにチェック） 

1. 欲しい商品が見つけられない 

2. 注文がうまくできない 

3. 支払いや釣銭の扱いがスムーズにできない 

4. お店の中で迷ってしまうことがある 
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5. お店の中に休む場所がない 

6. お店の掲示物やメニューの表示がわかりづらい 

7. お店の中に段差等があり利用しづらい 

8. お店の中が騒がしく落ち着いて買い物や飲食ができない 

9. 店員の説明がよくわからない 

10. 荷物が持ち帰れないため大きなものや重いものが買えない 

11. 困っていても周囲の人が手助けしてくれない 

12. 万引きや無銭飲食と間違われる（疑われる）ことがある 

13. その他（               ） 

14. 特に困っていることはない 

  

Ｑ２．次の中で利用頻度の高い業種はどれですか。（３つまでチェック） 

1. 金融機関（銀行、保険会社、証券会社など） 

2. 鉄道、バス、タクシー 

3. スーパー、コンビニエンスストア 

4. 薬局（調剤薬局、薬店、ドラッグストアなど） 

5. そのほかの小売店（食品店、衣料品店、日用品店など） 

6. 飲食店・レストラン 

7. 介護施設 

8. 医療機関 

9. 役所・役場（自治体や国の出先機関） 

10. 公共施設（公民館、図書館、スポーツ施設、文化ホールなど） 

11. 住宅管理、不動産管理 

12. その他（           ） 

 

Ｑ３．利用する上で不安に感じる業種、利用しづらい業種はどれですか。（あてはまるもの

にチェック） 

1. 金融機関（銀行、保険会社、証券会社など） 

2. 鉄道、バス、タクシー 

3. スーパー、コンビニエンスストア 

4. 薬局（調剤薬局、薬店、ドラッグストアなど） 

5. そのほかの小売店（食品店、衣料品店、日用品店など） 

6. 飲食店・レストラン 

7. 介護施設 

8. 医療機関 

9. 役所・役場（自治体や国の出先機関） 
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10. 公共施設（公民館、図書館、スポーツ施設、文化ホールなど） 

11. 住宅管理、不動産管理 

12. その他（           ） 

 

【Ⅱ．生きがいづくりに関する質問】 

Ｑ４．認知症または MCIと診断されてからやめてしまった趣味はありますか 

1. 旅行 

2. 外食 

3. ドライブ 

4. 映画鑑賞 

5. 買物 

6. 音楽鑑賞 

7. 運動・スポーツ 

8. カラオケ 

9. ギャンブル 

10. 散歩・ウォーキング 

11. 釣り 

12. 囲碁・将棋 

13. 園芸・土いじり 

14. ボランティア 

15. その他 

16. やめてしまったものはない 

  

Ｑ５．認知症または MCIと診断されから趣味をやめてしまった理由であてはまるもの（あ

てはまるものすべてにチェック） 

1. 家族や周囲から止められたから 

2. 一人で行けなくなったから、移動手段がないから 

3. 誰かに手助けしてもらわないとできなくなったから 

4. 一緒に趣味を楽しむ仲間がいなくなったから 

5. ルールや手順を覚えられなくなったから 

6. 仲間や他の参加者と意思疎通ができなくなったから 

7. 仲間や他の参加者に迷惑をかけてしまうと思うから 

8. 設備環境が整っていなかったから 

9. お金の心配があるから 

10. その他（         ） 
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Ｑ６．認知症またはMCIと診断された後も続けているまたは新しくはじめた趣味はありま

すか 

1. 旅行  

2. 外食 

3. ドライブ 

4. 映画鑑賞 

5. 買物 

6. 音楽鑑賞 

7. 運動・スポーツ 

8. カラオケ 

9. ギャンブル 

10. 散歩・ウォーキング 

11. 釣り 

12. 囲碁・将棋 

13. 園芸・土いじり 

14. ボランティア 

15. その他 

16. 続けいてるもの・始めたものはない 

 

Ｑ７．続けているもの、新しくはじめた理由であてはまるもの（あてはまるものすべて） 

1. 家族や周囲からの勧め 

2. 一人で行ける移動手段があるから 

3. 家族や知人に手助けてくれる人がいるから 

4. 一緒に趣味を楽しむ仲間がいるから 

5. ルールや手順を覚える必要がないから 

6. 仲間や他の参加者が認知症を受け入れてくれるから 

7. 利用しやすい施設環境が整っているから 

8. 職員、スタッフがサポートしてくれるから 

9. その他（         ） 

 

Ⅲ．就業に関する質問 

Ｑ８‐１．現在仕事をしている方にお聞きします。勤務先には以下の制度や環境がありま

すか。 

1. 病気と仕事を両立できる制度や施策 

2. 認知症になっても働き続けられる制度や施策 

3. 認知症になっても働き続けられ設備環境 
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4. 認知症に対する職場のスタッフの理解 

5. 職場の上司、同僚、部下のサポート 

6. 認知症に関する相談ができる社内の窓口 

7. 認知症に関する相談ができる提携専門機関 

 

Ｑ８-２．現在仕事をしている方にお聞きします。これからも働き続けたいですか 

１．定年までは働きたい  ２．できる限り永く働きたい  ３．いいえ 

 

Ｑ８‐３．Ｑ8-2 で１．または２．と回答した方にお聞きします。どのような制度があれば

これからも働き続けることができますか。 

1. 病気と仕事を両立できる制度や施策 

2. 認知症になっても働き続けられる制度や施策 

3. 認知症になっても働き続けられ設備環境 

4. 自分に合わせた仕事内容 

5. 認知症に対する職場のスタッフの理解 

6. 職場の上司、同僚、部下のサポート 

7. 認知症に関する相談ができる社内の窓口 

8. 認知症に関する相談ができる提携専門機関 

9. その他（                    ） 

 

Ｑ９-１．現在仕事していない方にお聞きします。認知症が原因で退職した経験はあります

か。 

１．はい  ２．いいえ 

 

Ｑ９-２．Ｑ9-1 で１．と回答した方にお聞きします。以下の制度があれば働き続けられま

したか。 

1. 病気と仕事を両立できる制度や施策 

2. 認知症になっても働き続けられる制度や施策 

3. 認知症になっても働き続けられ設備環境 

4. 自分に合わせた仕事内容 

5. 認知症に対する職場のスタッフの理解 

6. 職場の上司、同僚、部下のサポート 

7. 認知症に関する相談ができる社内の窓口 

8. 認知症に関する相談ができる提携専門機関 

9. その他（                ） 

10. どのような制度があっても働き続けることはできなかった 
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Ｑ１０－１．現在仕事していない方にお聞きします。これから働きたいと思いますか。 

 １．はい  ２．いいえ 

 

Ｑ１０-２．Ｑ10-1 で１．と回答した方にお聞きします。どのような制度、環境があれば働

くことができると思いますか。 

1. 病気と仕事を両立できる制度や施策 

2. 認知症になっても働き続けられる制度や施策 

3. 認知症になっても働き続けられ設備環境 

4. 自分に合わせた仕事内容 

5. 認知症に対する職場のスタッフの理解 

6. 職場の上司、同僚、部下のサポート 

7. 認知症に関する相談ができる社内の窓口 

8. 認知症に関する相談ができる提携専門機関 

9. その他（                ） 

 

Ｑ１１．日常生活、趣味、仕事を行っていく上で、企業（お店）などに求めたい姿勢や取

り組みについて伺います。以下の中から期待したいと思うものをいくつでもお選びくださ

い。 

1. 認知症に関して正しい知識もっていること 

2. スタッフによるわかりやすく丁寧な説明 

3. 自分のペースに合わせた接客・対応 

4. 自分の要望を聞き入れてくれる姿勢 

5. 困っているときに進んで手助けしてくれる姿勢 

6. 困っているときに相談できる窓口の設置 

7. 他の利用者や顧客と区別のない接客・対応 

8. 障害や病気の有無にかかわらず誰でも利用しやすい環境の整備 

9. 周囲の利用者や顧客に認知症に関する理解や配慮を求める情報発信 

10. 認知症であることを意識しないで交流や利用ができるような場の提供 

11. 自分の考えや意見を発信する場の提供 

12. 認知症になっても活躍できる場の提供 

13. 認知症になっても働き続けられる制度や施策の整備 

14. その他（                          ） 

 

Ｑ１２．認知症に対するサービスやサポートの情報は何から得ていますか。（あてはまるも

のにいくつでも） 
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1. 行政のパンフレットなどから 

2. 新聞や雑誌の記事、ニュース 

3. テレビのニュースや番組 

4. 新聞や雑誌の広告 

5. テレビのコマーシャル 

6. インターネットの情報サイト 

7. ＳＮＳから（フェイスブックやツイッターなど） 

8. 家族、親戚、知人などから 

9. 介護施設や介護関係者から（地域包括支援センター、社会福祉協議会、ケアマネ

 ージャー、民生委員） 

10. 病院や医師･看護師・管理栄養士など医療関係者から 

11. 認知症に関する書籍から 

12. 薬局（薬剤師）から 

13. 警察から 

14. その他（           ） 

 

Ｑ１３．これまで経験した中で「助けられた、良かった」サービスやサポートについて伺

います。そのような経験の有無と具体的な内容をお聞かせ下さい。 

１．あった⇒（具体的に：                  ） 

２．なかった 
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参考 2．認知症バリアフリー宣言・認証制度に関するアンケート（認知症の方のご家族） 

 

はじめに、あなたご自身のことについてお伺いします。 

Ｆ1．性別は 

1.男性   2.女性 

 

Ｆ2．年代は 

1．～20代 2．30 代 3．40代 4．50 代 5．60 代 6．70代 7．80 歳以上 

 

Ｆ3．認知症のご家族とはどのような関係になりますか 

1.配偶者   2.子供   3. 父母、 4．義父母  5. 祖父母  6．義祖父母  

7. 兄弟・姉妹  8.その他（       ） 

 

Ｆ4．認知症のご家族とは同居ですか   

 1.同居  2.近くに居住（片道５分程度で行き来できる）  3．その他    

 

F4-1. 主に介護をしているのはあなたですか 

 1.はい  2.いいえ 

 

F4-2．F4．で 2.または 3.と回答した方にお聞きします。認知症のご家族と顔を合わせる頻

度は？ 

 1.毎日  2.週 6～4  3.週 3～1  4.月 2～3程度  5.月 1程度  

6.数か月に 1 回程度  7.半年に 1 程度  8.年 1程度  9.それ以下 

 

Ｆ5．あなたの職業をお聞かせください 

1．会社員・公務員  2．自営業・自由業  3．農林漁業  4．会社役員・経営者   

5．専業主婦 6．パート･アルバイト   7．学生  8．無職    

9．その他（                  ）  

 

Ｆ6．同居している家族構成をお聞かせください （あてはまるものにいくつでも） 

1．ひとり住まい  2．配偶者  3．子供  4．孫  5．自身もしくは配偶者の親 

6．自身もしくは配偶者の祖父母   7．きょうだい   8．その他（         ） 

 

次に認知症のご家族についてお伺いします。 

Ｆ7．認知症のご家族は 

①性別・・・・・・・ １．男性  ２．女性 
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②年代・・・・・・・ １．～30代 2．40 代 3．50 代 4．60代 5．70 代  

 6．80 代 7．90歳以上 

③認知症と判明したのは、おおよそ何年前でしょうか。 （    ）年前 

 

Ｆ8．認知症のご家族の職業をお聞かせください 

1．会社員・公務員  2．自営業・自由業  3．農林漁業  4．会社役員・経営者   

5．専業主婦 6．パート･アルバイト   7．学生  8．無職    

9．その他（                  ）  

 

Ｆ9．認知症のご家族は医師から処方された認知症のくすりを飲んでいますか 

１．飲んでいる   ２．飲んでいない 

 

Ｆ10．認知症のご家族の認知症の種類を教えてください 

１．アルツハイマー型認知症  ２．脳血管性認知症  ３．レビー小体型認知症   

４．前頭側頭葉型認知症 ５．その他（          ）   ６．わからない 

 

  

【Ⅰ．日常生活に関する質問】 

Ｑ１-1．あなたから見て認知症のご家族が日常生活全般で困っていることは何でしょうか。

（あてはまるものにチェック） 

1. 掃除、洗濯、調理等の家事がうまくできない 

2. 住居や敷地内に段差等があり生活しづらい 

3. 他の家と区別がつきにくいため外出すると自分の家がわからなくなってしまう 

4. 認知症のご家族が注文した覚えのない商品や請求書が届く 

5. できることは自分でやりたいが周囲がやらせてくれない 

6. 周囲とうまく意思疎通ができない 

7. 困っていても周囲の人が手助けしてくれない 

8. その他（                ） 

9. 特に困っていることはない 

 

Ｑ１-2．あなたから見て認知症のご家族が日常生活での移動で困っていることは何でしょう

か。（あてはまるものにチェック） 

1. 外出したいが人の手を借りないと目的地まで行けない 

2. 外出したいが人の手を借りないと帰ってこられない 

3. 切符の買い方や乗り換えが難しく交通機関が利用しづらい 

4. 駅やバス停の表示がわかりづらく迷ってしまう 
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5. 駅などに段差等があり利用しづらい 

6. 手軽に利用できる交通機関がない 

7. 困っていても周囲の人が手助けしてくれない 

8. その他（             ） 

9. 特に困っていることはない 

 

Ｑ１-3．あなたから見て認知症のご家族が日常生活での買い物や飲食、金融機関等の利用で

困っていることは何でしょうか。（あてはまるものにチェック） 

1. 欲しい商品が見つけられない 

2. 注文がうまくできない 

3. 支払いや釣銭の扱いがスムーズにできない 

4. お店の中で迷ってしまうことがある 

5. お店の中に休む場所がない 

6. お店の掲示物やメニューの表示がわかりづらい 

7. お店の中に段差等があり利用しづらい 

8. お店の中が騒がしく落ち着いて買い物や飲食ができない 

9. 店員の説明がよくわからない 

10.荷物が持ち帰れないため大きなものや重いものが買えない 

11. 困っていても周囲の人が手助けしてくれない 

12.万引きや無銭飲食と間違われる（疑われる）ことがある 

14.その他（               ） 

15.特に困っていることはない 

 

Ｑ２．認知症のご家族が次の中で利用頻度の高い業種はどれですか。（３つまでチェック） 

1. 金融機関（銀行、保険会社、証券会社など） 

2. 鉄道、バス、タクシー 

3. スーパー、コンビニエンスストア 

4. 薬局（調剤薬局、薬店、ドラッグストアなど） 

5. そのほかの小売店（食品店、衣料品店、日用品店など） 

6. 飲食店・レストラン 

7. 介護施設 

8. 医療機関 

9. 役所・役場（自治体や国の出先機関） 

10.公共施設（公民館、図書館、スポーツ施設、文化ホールなど） 

11. 住宅管理、不動産管理 

12.その他（           ） 
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Ｑ３．あなたから見て認知症のご家族が利用する際に不安に感じる業種、利用しづらいと

思う業種はどれですか。（あてはまるものにチェック） 

1. 金融機関（銀行、保険会社、証券会社など） 

2. 鉄道、バス、タクシー 

3. スーパー、コンビニエンスストア 

4. 薬局（調剤薬局、薬店、ドラッグストアなど） 

5. そのほかの小売店（食品店、衣料品店、日用品店など） 

6. 飲食店・レストラン 

7. 介護施設 

8. 医療機関 

9. 役所・役場（自治体や国の出先機関） 

10.公共施設（公民館、図書館、スポーツ施設、文化ホールなど） 

11. 住宅管理、不動産管理 

12.その他（           ） 

 

【Ⅱ．生きがいづくりに関する質問】 

Ｑ４．認知症のご家族が認知症または MCI と診断されてからやめてしまった趣味はありま

すか 

1. 旅行 

2. 外食 

3. ドライブ 

4. 映画鑑賞 

5. 買物 

6. 音楽鑑賞 

7. 運動・スポーツ 

8. カラオケ 

9.ギャンブル 

10.散歩・ウォーキング 

11.釣り 

12.囲碁・将棋 

13.園芸・土いじり 

14.ボランティア 

15.その他 

16.やめたしまったものはない 

  



152 

 

Ｑ５．認知症のご家族が認知症または MCI と診断されから趣味をやめてしまった理由であ

てはまるもの（あてはまるものすべてにチェック） 

1. 家族や周囲から止められたから 

2. 一人で行けなくなったから、移動手段がないから 

3. 誰かに手助けしてもらわないとできなくなったから 

4. 一緒に趣味を楽しむ仲間がいなくなったから 

5. ルールや手順を覚えられなくなったから 

6. 仲間や他の参加者と意思疎通ができなくなったから 

7. 仲間や他の参加者に迷惑をかけてしまうと思うから 

8. 設備環境が整っていなかったから 

9. お金の心配があるから 

10.その他（         ） 

 

Ｑ６．認知症のご家族が認知症または MCI と診断された後も続けているまたは新しくはじ

めた趣味はありますか 

1. 旅行  

2. 外食 

3. ドライブ 

4. 映画鑑賞 

5. 買物 

6. 音楽鑑賞 

7. 運動・スポーツ 

8. カラオケ 

9.ギャンブル 

10.散歩・ウォーキング 

11.釣り 

12.囲碁・将棋 

13.園芸・土いじり 

14.ボランティア 

15.その他 

16.続けいてるもの・始めたものはない 

 

Ｑ７．認知症のご家族が続けているもの、新しくはじめた理由であてはまるもの（あては

まるものすべて） 

1. 家族や周囲からの勧め 

2. 一人で行ける移動手段があるから 
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3. 家族や知人に手助けてくれる人がいるから 

4. 一緒に趣味を楽しむ仲間がいるから 

5. ルールや手順を覚える必要がないから 

6. 仲間や他の参加者が認知症を受け入れてくれるから 

7. 利用しやすい施設環境が整っているから 

8. 職員、スタッフがサポートしてくれるから 

9. その他（         ） 

 

Ⅲ．就業に関する質問 

Ｑ８‐１．認知症のご家族が現在仕事をしている方にお聞きします。認知症のご家族の勤

務先には以下の制度や環境がありますか。 

1. 病気と仕事を両立できる制度や施策 

2. 認知症になっても働き続けられる制度や施策 

3. 認知症になっても働き続けられ設備環境 

4. 認知症に対する職場のスタッフの理解 

5. 職場の上司、同僚、部下のサポート 

6. 認知症に関する相談ができる社内の窓口 

7. 認知症に関する相談ができる提携専門機関 

 

Ｑ８-２．認知症のご家族が現在仕事をしている方にお聞きします。これからも働いてほし

いですか 

１．定年までは働いてほしい  ２．できる限り永く働いてほしい  ３．いいえ 

 

Ｑ８‐３．Ｑ8-2 で１．または２．と回答した方にお聞きします。どのような制度があれば

これからも認知症のご家族は働き続けることができますか。 

1. 病気と仕事を両立できる制度や施策 

2. 認知症になっても働き続けられる制度や施策 

3. 認知症になっても働き続けられ設備環境 

4. 自分に合わせた仕事内容 

5. 認知症に対する職場のスタッフの理解 

6. 職場の上司、同僚、部下のサポート 

7. 認知症に関する相談ができる社内の窓口 

8. 認知症に関する相談ができる提携専門機関 

9. その他（                    ） 
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Ｑ９-１．認知症のご家族が現在仕事していない方にお聞きします。認知症のご家族は認知

症が原因で退職した経験はありますか。 

１．はい  ２．いいえ 

 

Ｑ９-２．Ｑ9-1 で１．と回答した方にお聞きします。以下の制度があれば認知症のご家族

は働き続けられましたか。 

1. 病気と仕事を両立できる制度や施策 

2. 認知症になっても働き続けられる制度や施策 

3. 認知症になっても働き続けられ設備環境 

4. 自分に合わせた仕事内容 

5. 認知症に対する職場のスタッフの理解 

6. 職場の上司、同僚、部下のサポート 

7. 認知症に関する相談ができる社内の窓口 

8. 認知症に関する相談ができる提携専門機関 

9. その他（                ） 

10.どのような制度があっても働き続けることはできなかった 

 

Ｑ１０－１．あなたにお聞きします。現在、仕事をなさっていますか。 

1. 仕事をしている   2. 仕事はしていない 

 

Ｑ１０－２．仕事をしている方にお聞きします。勤務先には認知症に関する制度や環境が

整っていますか。 

1. 介護と仕事が両立できる制度や施策 

2. 認知症に対する職場のスタッフの理解 

3. 職場の上司、同僚、部下のサポート 

4. 認知症を含めて家族の介護に関する相談ができる社内の窓口 

5. 認知症に関する相談ができる提携専門機関 

6. その他（                ） 

 

Ｑ１１．認知症のご家族が日常生活、趣味、仕事をする上で、あなたが企業（お店）など

に求めたい姿勢や取り組みについて伺います。以下の中から期待したいと思うものをいく

つでもお選びください。 

1. 認知症に関して正しい知識もっていること 

2. 認知症の方にもわかりやすく丁寧な説明 

3. 認知症の方のペースに合わせた接客・対応 

4. 認知症の方や家族の要望を聞き入れてくれる姿勢 
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5. 困っているときに進んで手助けしてくれる姿勢 

6. 困っているときに相談できる窓口の設置 

7. 他の利用者や顧客と区別のない接客・対応 

8. 障害や病気の有無にかかわらず誰でも利用しやすい環境の整備 

9. 周囲の利用者や顧客に認知症に関する理解や配慮を求める情報発信 

10.認知症であることを意識しないで交流や利用ができるような場の提供 

11. 認知症の方や家族が自分の考えや意見を発信する場の提供 

12.認知症になっても活躍できる場の提供 

13.認知症になっても働き続けられる制度や施策の整備 

14.その他（                          ） 

 

Ｑ１２．あなたにお聞きします。認知症に対するサービスやサポートの情報は何から得て

いますか。（あてはまるものにいくつでも） 

1. 行政のパンフレットなどから 

2. 新聞や雑誌の記事、ニュース 

3. テレビのニュースや番組 

4. 新聞や雑誌の広告 

5. テレビのコマーシャル 

6. インターネットの情報サイト 

7. ＳＮＳから（フェイスブックやツイッターなど） 

8. 家族、親戚、知人などから 

9. 介護施設や介護関係者から（地域包括支援センター、社会福祉協議会、ケアマネージャ

ー、民生委員） 

10.病院や医師･看護師・管理栄養士など医療関係者から 

11. 認知症に関する書籍から 

12.薬局（薬剤師）から 

13.警察から 

14.その他（           ） 

 

Ｑ１３．あなたにお聞きします。認知症のご家族と暮らしている中で困りごとはあります

か。 

1. ある⇒（             ） 

2. ない 

 

Ｑ１４．あなたにお聞きします。認知症のご家族と暮らしている中であなたにはどのよう

な支援が必要ですか。 
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1. 認知症介護に関する情報 

2. 病気治療や症状への対処法支援 

3. 心身の休息支援 

4. 介護者個人への健康支援 

5. 同じ立場の人と話せる場 

6. 経済面の支援 

7. 仕事量の軽減 

8. 家事負担の軽減 

9. その他（             ） 

10. 支援は必要ない 

 

Ｑ１５．あなたにお聞きします。これまで経験した中で「助けられた、良かった」サービ

スやサポートについて伺います。そのような経験の有無と具体的な内容をお聞かせ下さい。 

１．あった⇒（具体的に：                             ） 

２．なかった 
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参考 3．認知症バリアフリー宣言・認証制度に関するアンケート（訪問介護職） 

 

Q１以降は介護保険外でのサービスを念頭にご回答いただきますようお願い申し上げます。 

はじめに、あなたご自身のことについてお伺いします。 

Ｆ1．性別は・・・1.男性   2.女性 

Ｆ2．年代は・・・1.～20 代 2．30代 3．40 代 4．50代 5．60 代 6．70代以上 

Ｆ3．認知症の方の訪問支援サービス経験年数は 

1．～２年  2．3～5年  3．6～10年  4．10 年以上 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

認知症の方の訪問支援サービスついてお伺いします。 

(1)現在あなたが担当している認知症の方の利用者像は 

①生活援助などで訪問している認知症の方の人数・・【  人】（延べ人数ではなく実人数） 

②利用者の性別割合・・・・1.男性【約 割】  2. 女性【約 割】 

③最も多い利用者の年代・・1.～60代  2.70 代  3.80 代  4.90歳以上 

④最も多い世帯構成は・・・1.独居 2.夫婦二人 3.夫婦＋子供 4.その他 

 

(2)通常あなたが行っている認知症の方への生活支援内容は（通常の支援内容すべてにチェ

ック） 

1.掃除           7.衣類の整理や補修 

2.買い物          8.ベッドメイク・シーツ交換・布団干し 

3.調理と配下膳       9.話し相手 

4.ゴミ出し         10.外出・移動サポート 

5.薬の受け取りや服薬確認  11.入浴・排泄（身体介護） 

6.洗濯やアイロンがけ    12.その他（         ） 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

以下、現在、生活支援を行っている認知症の方の中で、独居かつあなたが最も親しくして

いる方を念頭に置いてご回答下さい。 

＜最も親しくしている認知症に方について＞ 

① 年代は・・・ 1．～30代 2．40 代 3．50代 4．60代 5．70 代 6．80代  

7．90 歳以上 

② 次のいずれですか・・・1.認知症  2.軽度認知障害（ＭＣＩ） 

③ 認知症の種類は・・・1.アルツハイマー型認知症  2.脳血管性認知症   

3.レビー小体型認知症 4.前頭側頭葉型認知症 5.その他（      ） 6.わからない 

 

Ｑ１-1．あなたから見てこの方（認知症の利用者）が日常生活全般で困っていることは何だ

と思いますか。 



158 

 

（あてはまるものすべてにチェック） 

1. 掃除、洗濯、調理等の家事ができない 

2. 住居や敷地内に段差等があり生活しづらい 

3. 外出すると自分の家がわからなくなってしまう 

4. 注文した覚えのない商品や請求書が届く 

5. できることは自分でやりたいが周囲がやらせてくれない 

6. 周囲とうまく意思疎通ができない 

7. 困っていても周囲の人が手助けしてくれない 

8. その他（                ） 

 

Ｑ１-2．あなたから見てこの方（認知症の利用者）が日常生活での移動で困っていることは

何だと思います 

か。（あてはまるものすべてにチェック） 

1. 外出したいが人の手を借りないと目的地まで行けない 

2. 外出したいが人の手を借りないと帰ってこられない 

3. 切符の買い方や乗り換えが難しく交通機関が利用しづらい 

4. 駅やバス停の表示がわかりづらく迷ってしまう 

5. 駅などに段差等があり利用しづらい 

6. 手軽に利用できる交通機関がない 

7. 困っていても周囲の人が手助けしてくれない 

8. その他（             ） 

 

Ｑ１-3．あなたから見てこの方（認知症の利用者）が日常生活での買い物や飲食、金融機関

等の利用で困って 

いることは何だと思いますか。（あてはまるものすべてにチェック） 

1. 欲しい商品が見つけられない 

2. 注文がうまくできない 

3. 支払いや釣銭の扱いがスムーズにできない 

4. お店の中で迷ってしまうことがある 

5. お店の中に休む場所がない 

6. お店の掲示物やメニューの表示がわかりづらい 

7. お店の中に段差等があり利用しづらい 

8. お店の中が騒がしく落ち着いて買い物や飲食ができない 

9. 店員の説明がよくわからない 

10.荷物が持ち帰れないため大きなものや重いものが買えない 

11. 困っていても周囲の人が手助けしてくれない 
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12.万引きや無銭飲食と間違われる（疑われる）ことがある 

13.その他（               ） 

14.そもそも買い物や食事などに出かけることができない 

 

Ｑ２．この方（認知症の利用者）が次の中で利用頻度の高い業種・業態はどれだと思いま

すか。 

（３つまでチェック） 

1. 金融機関（郵便局、銀行、保険会社、証券会社など） 

2. 鉄道、バス、タクシー 

3. スーパー、コンビニエンスストア 

4. 薬局（調剤薬局、薬店、ドラッグストアなど） 

5. そのほかの小売店（食品店、衣料品店、日用品店など） 

6. 飲食店・レストラン 

7. 介護施設 

8. 医療機関 

9. 役所・役場（自治体や国の出先機関） 

10.公共施設（公民館、図書館、スポーツ施設、文化ホールなど） 

11. 住宅管理、不動産管理 

12.その他（           ） 

 

Ｑ３．あなたから見てこの方（認知症の利用者）が利用する際に不安に感じる業種・利用

しづらいと思う業種はどれですか。（あてはまるものすべてにチェック） 

1. 金融機関（郵便局、銀行、保険会社、証券会社など） 

2. 鉄道、バス、タクシー 

3. スーパー、コンビニエンスストア 

4. 薬局（調剤薬局、薬店、ドラッグストアなど） 

5. そのほかの小売店（食品店、衣料品店、日用品店など） 

6. 飲食店・レストラン 

7. 介護施設 

8. 医療機関 

9. 役所・役場（自治体や国の出先機関） 

10.公共施設（公民館、図書館、スポーツ施設、文化ホールなど） 

11. 住宅管理、不動産管理 

12.その他（           ） 
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Ｑ４．この方（認知症の利用者）が認知症になってからやめてしまった行動はどのような

ものでしょうか。（あてはまると思うものすべてにチェック） 

1. 旅行 

2. 外食 

3. ドライブ 

4. 映画鑑賞 

5. 買物 

6. 音楽鑑賞 

7. 運動・スポーツ 

8. カラオケ 

9.ギャンブル 

10.散歩・ウォーキング 

11.釣り 

12.囲碁・将棋 

13.園芸・土いじり 

14.ボランティア 

15.その他 

16.やめてしまったものはない 

 

Ｑ５．この方（認知症の利用者）が上記のような行動をやめてしまった理由についてはど

う思われますか。（あてはまると思うものすべてにチェック） 

1. 家族や周囲から止められたから 

2. 一人で行けなくなったから、移動手段がないから 

3. 誰かに手助けしてもらわないとできなくなったから 

4. 一緒に趣味を楽しむ仲間がいなくなったから 

5. ルールや手順を覚えられなくなったから 

6. 仲間や他の参加者と意思疎通ができなくなったから 

7. 仲間や他の参加者に迷惑をかけてしまうと思うから 

8. 設備環境が整っていなかったから 

9. お金の心配があるから 

10.その他（         ） 

  

Ｑ６．この方（認知症の利用者）が認知症になってからも続けてられていることや新しく

はじめたもので、あなたがご存じのものありますか。（あてはまるものすべてにチェック） 

1. 旅行  

2. 外食 
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3. ドライブ 

4. 映画鑑賞 

5. 買物 

6. 音楽鑑賞 

7. 運動・スポーツ 

8. カラオケ 

9.ギャンブル 

10.散歩・ウォーキング 

11.釣り 

12.囲碁・将棋 

13.園芸・土いじり 

14.ボランティア 

15.その他 

16.続けいてるもの・始めたものはない 

 

Ｑ７．この方（認知症の利用者）が認知症になってからも続けているものや新しくはじめ

た理由についてはどう思われますか。（あてはまると思うものすべてにチェック） 

1. 家族や周囲からの勧め 

2. 一人で行ける移動手段があるから 

3. 家族や優位に手助けてくれる人がいるから 

4. 一緒に趣味を楽しむ仲間がいるから 

5. ルールや手順を覚える必要がないから 

6. 仲間や他の参加者が認知症を受け入れてくれるから 

7. 利用しやすい施設環境が整っているから 

8. その他（         ） 

 

Ｑ８．企業などにどのような制度や対策があれば、介護離職の防止や認知症の方も働き続

けることができると思いますか。あてはまるものをいくつでも終えお選びください。 

1. 介護や自分の病気と仕事を両立できる制度や施策 

2. 認知症になっても働き続けられる制度や施策 

3. 認知症になっても働き続けられ設備環境 

4. 認知症に対する職場のスタッフの理解 

5. 職場の上司、同僚、部下のサポート 

6. 認知症に関する相談ができる窓口 

7. 認知症に関する相談ができる提携専門機関 

8. その他（        ） 
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Ｑ９．この地域が認知症の方に優しい・住みやすい地域になるために、企業（お店）など

に求めたい姿勢や取り組みについて伺います。以下の中から期待したいと思うものをいく

つでもお選びください。 

1. 認知症に関して正しい知識もっていること 

2. 認知症の方にもわかりやすく丁寧な説明 

3. 認知症の方のペースに合わせた接客・対応 

4. 認知症の方や家族の要望を聞き入れてくれる姿勢 

5. 困っているときに進んで手助けしてくれる姿勢 

6. 困っているときに相談できる窓口の設置 

7. 他の利用者や顧客と区別（差別）のない接客・対応 

8. 障害や病気の有無にかかわらず誰でも利用しやすい環境の整備 

9. 周囲の利用者や顧客に認知症に関する理解や配慮を求める情報発信 

10.認知症であることを意識しないで交流や利用ができるような場の提供 

11. 認知症の方や家族が自分の考えや意見を発信する場の提供 

12.認知症になっても活躍できる場の提供 

13.認知症になっても働き続けられる制度や施策の整備 

14.地域の医療・介護機関・包括支援センターなどとの連携 

15.地元自治体や地域の警察との連携 

16.その他（                          ） 

 

Ｑ10．認知症の方のご家族には、どのような支援が必要だと思いますか。必要だと思うも

のをすべてお選びください。 

1. 認知症介護に関する情報 

2. 病気治療や症状への対処法支援 

3. 心身の休息支援 

4. 介護者個人への健康支援 

5. 同じ立場の人と話せる場 

6. 経済面の支援 

7. 仕事量の軽減 

8. 家事負担の軽減 

9. その他（             ） 

 

Ｑ11．これまで経験した中で、認知症の方に特に役立ったサービスやサポートについて伺

います。そのような経験の有無と具体的な内容をお聞かせ下さい。 

１．あった⇒ 具体的な内容（                ） 
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２．なかった 

 

Ｑ12．最後にお伺いします。認知症の方やご家族への訪問支援サービスを行っている中で

困っていることや大きな課題はどのようなことでしょうか。具体的にお聞かせください。 

 （                            ） 
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参考 4. 企業等における認知症バリアフリー取組状況に関するアンケート調査 

 

【Ⅰ．認知症バリアフリーに関する各種整備状況について】 

Ｑ１．認知症に関する「従業員の教育・研修やマニュアル等の整備状況」についてあては

まるものをお選びください。（いくつでも） 

1. 認知症サポーターの育成（従業員の研修受講）に取り組んでいる 

2. キャラバン・メイト（指導者）の育成を行なっている 

3. 認知症に関する自社オリジナルの研修を行っている 

4. 認知症の顧客対応に関する OJT など実践的な訓練を実施している 

5. 外部の研修機関を活用し認知症に関する研修を行っている（認知症サポーターを除く） 

6. 認知症の基礎知識に関する資料（ガイドブックなど）を従業員に配布している 

7. 認知症の顧客に対する対応・接遇マニュアルを用意している 

8. その他（                                 ） 

9. 行っているものはない 

 

Ｑ２．認知症に関する「顧客対応やサービス」についてあてはまるものをお選びください。

（いくつでも） 

1. 店舗や顧客窓口に認知症に関する知識をもった人材を配置している 

2. 認知症の方のペースに合わせた接客・対応を行っている 

3. 認知症の方が理解しやすいようゆっくりと丁寧に説明している 

4. 認知症の方に付き添い、購入や利用を支援するサービスを行っている 

5. 認知症の方のご要望に応じて個別対応を行える体制を整えている 

6. お困りごとはないかどうか認知症の方に積極的にお声がけを行っている 

7. 他の顧客や地域に対して認知症に関する理解を求める啓発活動を行っている 

8. 顧客対応やサービスに反映させるために認知症当事者から意見収集を行っている 

9. 認知症の方向けの商品・サービスを販売・提供している（⇒商名：        ） 

10. その他（                                 ） 

11. 行っているものはない 

 

Ｑ３． 認知症に関する「店舗の設備面の整備状況」についてあてはまるものをお選びく

ださい。（いくつでも） 

1. サインや表示類は認知症の人にも利用（理解）しやすいよう工夫している 

2. 段差の解消、スロープ、手すり設置など認知症の人でも利用しやすい環境を整えている 

3. くつろげる空間づくりのために、落ち着いた照明、防音（外からの騒音防止）などに配

慮している 

4. 出入り口などが識別しやすいよう色やデザインを工夫している 
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5. 認知症の方が休むことができるスペースを用意している 

6. 認知症カフェや教育研修の場として施設を提供（開放）している 

7. その他（                                 ） 

8. 行っているものはない 

9. 店舗がないため非該当 

 

Ｑ４．認知症に関する「地域との連携状況」についてあてはまるものをお選びください。（い

くつでも） 

1. 自治体による「認知症にやさしいお店」等の認証やマークを取得している 

2. 地域の「見守り、声かけ、SOSネットワーク」などに参加・支援している 

3. 地域包括支援センター等の専門機関と連携体制を構築している 

4. 地域の医療・介護機関との連携体制を構築している 

5. 地域の警察と連携体制を構築している 

6. 地域の認知症当事者団体等と情報交換を行う場を設けている 

7. 認知症当事者や家族の意見を収集する機会を設けている 

8. 認知症の顧客対応について連携体制を、地域の他業種ともに構築している 

9. 社内の空きスペースや専門人材などの資源を、地域に提供できるように準備できている 

10. その他（                                 ） 

11. 行っているものはない 

 

Ｑ５．認知症に関する「社内制度の整備状況」についてあてはまるものをお選びください。

（いくつでも） 

1. 従業員の家族の介護に伴う離職防止のための制度や施策を用意している 

2. 従業員の治療と仕事の両立に関する制度や施策を用意している 

3. 従業員が認知症になっても働き続けられる制度や施策を用意している 

4. 従業員が認知症になった場合の相談窓口が社内に用意されている 

5. 従業員が認知症になった場合に相談できる連携専門機関がある 

6. 従業員の認知症に関するチェックを行っている 

7. 認知症の方を新規雇用する体制を整えている 

8. その他（                                 ） 

9. 行っているものはない 

 

  

Ｑ６．認知症に関する「社内の設備面の整備状況」についてあてはまるものをお選びくだ

さい。（いくつでも） 

1. サインや表示類は認知症の人にも利用（理解）しやすいよう工夫している 
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2. 段差の解消、スロープ、手すり設置など認知症の人でも利用しやすい環境を整えている 

3. くつろげる空間づくりのために、落ち着いた照明、防音（外からの騒音防止）などに配

慮している 

4. 出入り口などが識別しやすいよう色やデザインを工夫している 

5. 認知症の方が休むことができるスペースを用意している 

6. その他（                                 ） 

7. 行っているものはない 

 

Ｑ７．認知症の方やそのご家族からニーズやご意見の収集を行っていますか。 

1. はい  2. いいえ 

 

Ｑ７-１．Ｑ７で「1.はい」と回答された方にお聞きします。どのように行っていますか。 

（いくつでも） 

1. 日常業務の中で直接寄せられるご意見や苦情、要望 

2. 認知症の方や家族と対面する機会をつくり直接意見を収集 

3. 認知症の方や家族から電話、メール等により意見収集 

4. 顧客アンケートにより収集 

5. 認知症当事者団体から意見を収集 

6. 調査機関等の報告書を活用 

7. その他（              ） 

 

Ｑ７-２．Ｑ７で「1.はい」と回答された方にお聞きします。収集したニーズやご意見はど

のように活用していますか。（いくつでも） 

1. 顧客対応の見直しに活用している 

2. 既存商品・サービスの見直しに活用している 

3. 新商品・サービス開発について活用している 

4. 店舗の設備の見直しに活用している 

5. 社内の制度の見直しに活用している 

6. 社内の設備の見直しに活用している 

7. 企業の社会貢献活動に活用している 

8. その他（               ） 

9. 収集はしているが活用はできていない 

 

  

Ｑ７-３．Ｑ７で「2.いいえ」と回答した方にお聞きします。その理由はなぜですか。（いく

つでも） 
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1. 認知症の方とは関係のない商品・サービスを扱っているため 

2. 認知症の顧客がいないため 

3. 認知症の方から意見を収集できると思っていないため 

4. 意見収集を行いたいがどのように収集をして良いかわからない 

5. 意見収集を行いたいが認知症当事者の方が見つからない 

6. 意見収集を行いたいが認知症当事者の方から拒否されてしまう 

7. その他（                        ） 

 

 

【Ⅱ．認知症バリアフリーを推進する上での課題】 

 

Ｑ８．認知症に関する従業員教育を進める上での課題についてあてはまるものをお選びく

ださい。（いくつでも） 

1. 認知症に関する従業員教育をどのようにすればよいかわからない 

2. 認知症に関する従業員教育を行う上で適切なツールがない 

3. 認知症に関する従業員教育を行う人的余裕がない 

4. 認知症に関する従業員教育を行う資金的余裕がない 

5. 組織のトップの同意が得られない 

6. 熱心に取り組んでいるのは一部の従業員のみであり、全従業員にまで浸透していない 

7. 認知症に関する従業員教育を行っていても身についていない 

8. その他（                                 ） 

9. 課題はない 

10. 認知症に関する従業員教育は必要ない 

 

Ｑ９．認知症に関する対応やサービス提供体制を整備する上での課題についてあてはまる

ものをお選びください。（いくつでも） 

1. 顧客の中に認知症の方がいるかどうかわからない 

2. 認知症の方がどのような支援を求めているのかわからない 

3. どのように体制を整備すればよいのかわからない 

4. 認知症のレベルが判断できないので、その人にあった対応や支援が難しい 

5. 認知症の方に対して特別な対応を行う人的余裕がない 

6. 認知症に方に対して特別な対応を行う資金的余裕がない 

7. 組織のトップの同意が得られない 

8. 一部の部署や事業所のみで全社的な展開ができていない 

9. その他（                                  ） 

10. 課題はない 
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11. 認知症の顧客に対して特別なサービスは必要ない 

 

Ｑ１０．認知症に関して地域連携を進める上での課題についてあてはまると思うものをお

選びください。（いくつでも） 

1. 誰に相談してよいのかわからない 

2. 認知症に関して地域の他の事業者や自治体担当者等と情報共有する場がない 

3. 地域で連携のハブとなる機関や団体がない 

4. 連携を進めたいが地域にどのような資源があるのかわからない 

5. 連携を進めたいが他社や地域の機関が連携に消極的 

6. 自社に連携を推進する担当者を置く人的余裕がない 

7. 組織のトップの同意が得られない 

8. その他（                                 ） 

9. すでに他業種や地域と連携ができているため課題はない 

10. 自社での資源で解決できているため連携の必要はない 

 

Ｑ１１．認知症に関する店舗、社内の設備等を整備する上での課題についてあてはまるも

のをお選びください。（いくつでも） 

1. 顧客や従業員の中に認知症の方がいるかどうかわからない 

2. 認知症の方がどのような設備の整備を求めているのかわからない 

3. 認知症に関する設備の整備をどのようにすればよいかわからない 

4. 認知症に関する設備の整備を行う資金的余裕がない 

5. 組織のトップの同意が得られない 

6. その他（                                 ） 

7. 課題はない（既存の設備で十分だと考えている） 

 

Ｑ１２．認知症に関する社内制度を構築する上での課題についてあてはまるものをお選び

ください。（いくつでも） 

1. 認知症に関する社内制度にはどのようなものが必要かわからない 

2. 認知症に関する社内制度をどのように整えればよいのかわからない 

3. 認知症に関する社内制度を整備する人的余裕がない 

4. 認知症に関する社内制度を整備する資金的余裕がない 

5. 組織のトップの同意が得られない 

6. その他（                                 ） 

7. 課題はない（既存の社内制度で十分だと考えている） 
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【Ⅲ．認知症バリアフリー宣言・認証について】 

 

Ｑ１３．政府では、「認知症バリアフリー社会」の実現に向け、企業等が姿勢や取り組み方

針を示す「認知症バリアフリー宣言」や、認知症バリアフリーに関する取り組みを第三者

が評価する「認知症バリアフリー認証」制度の創設を検討しています。 

こうした制度が創設された際に、組織（会社）として、「認知症バリアフリー宣言、認証」

にどのようなことを期待しますか。（3つまで） 

1. 自社の商品・サービスの広告宣伝につながること 

2. 企業の社会的なプレゼンスが向上し、イメージアップにつながること 

3. 宣言や認証を受けた企業について政府や自治体による情報発信や推奨があること 

4. 働きやすい企業として人材獲得につながること 

5. 他社の取り組みの事例集等が入手できること 

6. 政府や自治体が認知症バリアフリー宣言、認証を普及させる啓発活動を積極的に展開す

ること 

7. ●●経営銘柄のように株式市場の評価を得られること 

8. 税制優遇が得られること 

9. 金融機関等から融資が受けやすくなること 

10. 地域の他事業者との連携の場に参加できること 

11. その他（                               ） 

 

Ｑ１４．認知症バリアフリー「宣言」に参加するための条件については、どのようにお考

えですか。 

1. できるだけ多くの企業や組織が参加できるようなハードルの低い条件にすべきだ 

2. 企業の差別化につながるハードルの高い条件にすべきだ 

3. どちらともいえない 

 

Ｑ１５．認知症バリアフリー「認証」を受けるための条件については、どのようにお考え

ですか。 

1. できるだけ多くの企業や組織が参加できるようなハードルの低い条件にすべきだ 

2. 企業の差別化につながるハードルの高い条件にすべきだ 

3. どちらとも言えない 

 

  

Ｑ１６．「認知症バリアフリー宣言」の実施や「認知症バリアフリー認証」取得に向けては

どのような支援が必要ですか。（いくつでも） 

1. 企業が行うべき具体的な取り組み内容が示されること 
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2. 認知症バリアフリーに向けた、わかりやすい教材やツールが用意されること 

3. 認知症バリアフリーに向けた、集合教育が受けられること 

4. 認知症バリアフリーに向けた、コンサルティングが受けられること 

5. 認知症バリアフリーに向けた、体制の整備や設備の支援に補助金等が活用できること 

6. 認知症バリアフリーに向けた、情報交換や勉強会などの場が用意されること 

7. その他（                                ） 

8. 支援は必要ない 

 

Ｑ１７．「認知症バリアフリー宣言」の実施や「認知症バリアフリー認証」は企業単位また

は店舗（事業所）単位のどちらが取り組みやすいですか。 

1. 企業ごと  2．事業所ごと  3．どちらでも 

 

Ｑ１８．「認知症バリアフリー宣言」に取り組みたいと思いますか。 

1. 支援がなくても積極的に取り組みたい 

2. 支援があれば取り組みたい 

3. 手間のかからないものであれば取り組みたい 

4. 何ともいえない（宣言の内容次第など） 

5. 宣言は考えていない⇒その理由（            ） 

 

Ｑ１９．「認知症バリアフリー認証」に取り組みたいと思いますか。 

1. 支援がなくても積極的に取り組みたい 

2. 支援があれば取り組みたい 

3. 手間のかからないものであれば取り組みたい 

4. 何ともいえない（認証の内容次第など） 

5. 認証は考えていない⇒その理由（            ） 

 

Ｑ２０．「認知症バリアフリー認証」の取得費用についてお伺いします。企業単位で取得す

る場合、いくらまでなら取得を考えますか。 

1. 5 万円以内  2．10万円以内  3. 15万円以内  4. 30 万円以内  5. 50 万円以

内   

 6. 100万円以内  7. 101万円以上 

 

Ｑ２１．「認知症バリアフリー認証」の取得費用についてお伺いします。店舗（事業所）単

位で取得する場合、いくらまでなら取得を考えますか。 

1. 5 万円以内  2．10万円以内  3. 15万円以内  4. 30 万円以内  5. 50 万円以内   

  6. 100 万円以内  7. 101 万円以上 
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Ｑ２２．認知症への対応について、現在、業務上困っていることはどのようなことでしょ

うか。具体的にお聞かせ下さい。 

 

   

最後に、貴社（貴組織）の概要をお聞きします。 

Ｓ1．貴社の業種をお選びください。 

1 農林漁業  2.建設業  3.製造業  4.電気・ガス・水道  5.情報通信業  6.運輸・

郵便業 7.卸・小売業 8.金融・保険業 9.不動産・物品賃貸業 10.宿泊・飲食業 11.生

活関連サービス業 12.郵便局・協同組合 13. 教育・学習支援業 14.医療・福祉  15.

その他サービス 16.公務 17.その他 

 

Ｓ2．貴社の従業員数をお答えください。 

1. ～50 人  2. 51～100 人  3. 101～300人  4. 301～500 人  5. 501～1000 人   

6. 1,001 人以上 

 

Ｓ3．ご回答者様の役職をお知らせください。 

 （１）役職     1.一般職  2.管理職  3.役員  4．その他 

 （２）所属部署  【                】 

 

Ｓ4．従業員の中に認知症の方はいらっしゃいますか。（いくつでも） 

1.若年性認知症の方がいる  2.軽度認知障害(MCI)の方がいる  3. 認知症の方がいる   

4. いない  5.わからない 

 

Ｓ5．従業員の中に認知症の家族の介護をしている方はいらっしゃいますか。 

1.いる   2.いない   3. わからない 

 

 

 

 

 



 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件についてのお問合せ先 

 

〒108-0073 東京都港区三田 3 丁目 13番 12 号 

TEL：03-0423-8521 

一般財団法人 日本規格協会  

標準化研究センター 

 

 

報告書の無断転載は固く禁止致します。 

本報告書は「厚生労働省令和元年度老人保健事業推進等補助金老人保健健康増進等

事業」で実施したものの成果である。 



 

 

 


